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序章

1問 題の所在一一特別養子縁組 をめ ぐる法律、福祉、医療の問題

乳児の保護は、保健衛生、母子福祉、小児科学、乳児院な ど様々な分野で試み られてき

た。しか し、親が養育できない乳児の遺棄や殺害 に対 しては、子 どもの生死に直結 した問

題であるにもかかわ らず、その予防を主たる目的に掲 げた仕組みが構築されて きたとはい

えな い。本論文は乳児期 の養子縁組をその手段の一つ ととらえ、近代 日本 にお ける乳児の

生命保護の歴史 を、 「乳児の養子縁組」 という観点か ら明 らかにす ることを目的 とする。

現在 、乳児を対象 とする養子縁組 と最 も関わ りの深い特別養子制度は、1987年 に創設

された。民法第817条 の2以 下 に定め られ、親が養育できない乳幼児を対象 にした児童

福祉的な養子縁組制度 と位置づけ られている。明治期 の民法か らある成入養子 を含む養子

縁組(普 通養子縁組)と 異な り、特別養子縁組 は原則25歳 以上の夫婦 と6歳 未満 の子 ど

もの養子縁組で、家庭裁判所 の審判 によって成立 し、実親子の法的関係は終 了、養親 によ

る離縁は原則認め られない。養親子の戸籍は、実親子 とほぼ同様の記載がなされる。斡旋

の手続きは児童相談所 を通 じて行われ、養親調査が実施 されて6ヶ 月の試験養育期間が

設け られ るなど、里親制度1と同様 に児童福祉体制のなかで運用されている。

しか し、1988年 に施行された特別養子制度は現在 に至るまで、十分 に活用されて こな

かった。家庭裁判所の特別養子認容件数は、同制度の導入直後 には758件(1988年)、

1,223件(1989年)と 急増 したが、1989年 をピークに758件(1990年)、521件(1995

年)、362件(2000年)、307件(2005年)、339件(2012年)と 減少傾向にあ り、近年

では年間300件 程度にとどまっている(最 高裁判所事務局1989・2012)。 特別養子制度は

潜在的な養子縁組希望者を呼び込むものと期待されて いたが、特別養子制度成立以前か ら

里親による養子縁組 は年間400件 程度あった ことか ら、その効果は疑わ しい。現在3万

人を越える要保護児童の多 くは乳児院 ・児童養護施設で育ってお り、戦後につ くられた里

親制度の利用 もまた衰退傾向 にあることか ら、日本の児童福祉実践における施設偏重であ

るとして、社会福祉の専門家か らは批判 されている(湯 沢編2001,2007;津 崎2009;山

縣 ・林編2007)。

欧米型の 「子のための養子制度」を謳って成立 した特別養子制度だが、それ によって親

が養育できな い子 どもの養育環境が変わったとはいえない。封建制社会よ り続 く養子制度

の長い歴史 を有す る日本で、特別養子 をはじめ とする児童福祉的な未成年養子縁組が一般

化 して い な い こ と は、 国 際比 較 の観 点 か らも注 目 され て い る(Hayes&Habu

2006=2011;Moriguchi2010な ど)。

日本の児童福祉 を研究 した社会人類学者のロジャー ・グッ ドマ ンは、特別養子制度不振

の理 由として、実母の戸籍 に子の出生が記載 され続 ける事実 を挙げ、「多 くの女性にとっ
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ては、出産 して特別養子に出すために子 を諦めるよ り、中絶のほうが依然 としてより好ま

しいと思えるのである」(Goodman2001=2006:280)と 指摘する。 日本では、2006年

に熊本県の慈恵病院が、親が新生児 ・乳児 を匿名で預け られるシステム 「こうのとりのゆ

りか ご」を院内に設立し、中絶 ・嬰児殺 を防止する目的で妊娠相談事業と非匿名での養子

縁組支援 を並行 して試みている。また、2013年 には埼玉県の開業医の鮫島浩二 らの主導

で、全国の産婦人科医療機 関が連携 して養子縁組支援を行 う 「あん しん母 と子 の産婦人科

連絡 協議会Jが 発足 した。こうした2000年 代以降の動向に鑑み、近年の 日本 の養子制度

研究でも、妊娠 ・中絶 に関する匿名相談機関の設置が検討されている(鈴 木2011b)。

一方、法学的視点か らは 日本の特別養子 制度の運用にかかわる問題点として、実親の同

意 をめぐる困難さが指摘されている(床 谷1991;鈴 木1998;原 田2011な ど)。 特別養

子縁組 には実親の同意確認手続きに関す る規定がな く、また既存の同意不要規定や親権喪

失制度がほとんど活用されてない。そ のために、親が養育できない乳幼児 に対 して、児童

相談所において特別養子縁組 を進めることが制度的に難 しいのである.ま た、特別養子縁

組 の斡旋機関が整備 されていないため、臓器売買や人身売買の危険を伴 う海外養子縁組 を

規制できていな いとい う弊害もある(高 倉2006)。 現在、中央大学の奥田安弘 らによって

養子縁組斡旋法の試案が作成されてお り、立法化 に向けて議論がなされている(奥 田ほか

2012)o

しか し、そ もそ も児童相談所が新生児 ・乳児の養子縁組 自体 に消極 的である という、日

本の児童福祉制度の運用上の問題 も存在する。現在、親が育て られず児童相談所に保護さ

れた新生児のおよそ9割 が乳児院 に入所 し、里親や養親候補に委託 された新生児は約1

割にとどまる。2013年 に実施された 日本財団による全国の児童相談所を対象にしたアン

ケー ト調査(93施 設 ・回収率41%〉 によれば、2012年 度に児童相談所に保護 された生

後4週 間以内の新生児は93施 設で204名 であ り、このうち180人(88%)が 乳児院に

入所 した。176名 が産院か ら直接乳児院 に送 られてお り、遺棄 された身元不明の5名 のう

ち4名 が乳児院に送 られている。一方 、乳児院に入所せずに里親委託されたのは24名

(12%)と 少な く、この うち養親候補2に委託 されたのは16名 にとどまる(日 本財団2013)。

養子縁組の成立 した子 どもにつ いて、鈴木(2011a)の 調査によれば、児童相談所か ら

回答を得 られた2007～2009年 の特別養子件数は196件 であり、普通養子縁組 は17件 で

あった。うち172例(80.75%)は 当該の子 どもが0歳 のときに児童相談所が関与 してお

り、ほか1歳 が14例 、2歳 が10例 、3歳 以上は5例 であった。児童相談所の関与時 に0

歳であった172名 のうち不明分を除いた145名 の養子縁組成立時の年齢は、0歳:16名

(9.3%)、1歳:27名(15.7%)、2歳:28名(16.28%)、3歳:33名(19.19%)、4歳:

22名(12.79%)、5歳:17名(9.88%)、6歳:21名(12.21%)、7～9歳:20名(725%)、

10歳 以上10名(5.81%)で ある。このように、0歳 か ら児童相談所が関与 して養子縁組

な された場合であっても,2歳 を迎えるまでに養子縁組が成立す るのは4人 に1人 である。
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子 どもが生まれる前に何 らかの相談があ り、出生直後に児童相談所が保護 して いる事例

は少な くない。宮島(2012)が 調査 を実施 した4自 治体 では、養親候補 を含 む里親 に乳

児を委託 した52例 のうち、妊娠期に相談を開始 した ものが29例 、出生後1ヵ 月以内は

15例 であり3、これ らの事例では1例 を除いて親子の離別 も生後1ヵ 月以 内である。全国

の自治体で も妊産婦の相談 はあるにもかかわ らず、そ うした新生児 ・乳児の多 くについて、

里親家庭への委託は 「実親の同意が得 にくい」 「子 どもの発達 に何 らかの障害が生 じるお

それがあり、 これが判明す るまでは委託できな い」 哩 親の養育経験等が十分でないため

委託できない」等の理 由よ り回避 され る。全国児童相談所長会(2011)に よる調査 で、

これ らの理 由は、全国の児童相談所 において共有の認識である ことが示 されている。

児童相談所が出生直後の乳児 を養親候補に委託 しない理由は、「子の発達状態や病気 ・

身体障害等の有無を確認 してか ら委託す る」(鈴 木2011a:298)か らだ ということは、

従来か ら指摘されてきた。現在 の日本の児童福祉の実践 にお いては、新生児や乳児の養子

縁組 をしないのは、その子 どもに障害が無 いことが判明してか ら、養親候補者 とマ ッチ ン

グを行 う必要があるためだということが半ば公然 と説明されている。子 どもに障害がある

とわかった時点で、養親候補が養育を拒み虐待等が発生す る可能性があるか ら、こうした

事態 を予め回避 してお こうというのである。

このように、日本の乳幼児を対象 とした特別養子縁組には、実親の同意をめ ぐる制度上

の問題、児童相談所 における消極性、養親 となる者 による子の選別 という複合的な問題が

存在する。このような現在の特別養子制度の利用は、はたして児童福祉型養子縁組 といえ

るのであろうか。

妊娠期における十分なケア、専門家の介助をうけた出産、出生児について可能な限 り情

報共有がな され ることは、生母 ・子 ども ・養親のいずれの当事者にとって も重要である。

また、新生児 ・乳児の特別養子縁組においては、養親の適格性はその養子縁組に伴 うすべ

ての リスクを負えるか否かで決定する。出生直後の特別養子縁組では、新 しい生命がもつ

可能性のすべて を引き受 ける ことが、親子関係のはじま りにある。子どもを育てたい人間

と親が養育できない子 どもがそのよ うに出会 う機会を、日本の 「児童福祉」は損なってい

るのである。

こうした問題関心か ら、本論文は日本 における 「乳児の養子縁組」を研究対象 として取

り上げる。乳児を対象とした児童福祉的な養子縁組は、上述 した ように民法、児童福祉、

医療が交錯す る問題であるため、本論文では学際的アプローチでの研究を試み ることにな

る。
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2.先 行研究 と本論文の課題

これ まで養子制度 に関する研究は、養子縁組を 「家」という制度が有効であった時代の

公的な慣習として捉 えてきた。それは、 「縁組」 という営みが相続や婚姻にかかわる親族

関係の形成を表す法律用語でもあったか らである。公的な身分としての養子は、家督や財

産の相続人の供給源であ り、また、公に認め られた貰い子(も らいご)や 里子 も広い意味

で は養子 であ り、家業 において労働力にな りうる貴重な人的資源であった。こうした公的

空間で交渉 ・取 引された養子 ・貰い子 ・里子 をめぐる社会制度は、つね に法学 ・人類学 ・

民俗学の研究テーマであった。

諸外国の養子法に照 らし、養子制度の発達過程 をそ の目的別 に 「家のための養子」、「親

のための養子」、「子のための養子」と表現 したのは、法学者の中川善之助であった(中 川

1937)。 現在の養子制度研究者は この歴史観 にのっとり、「子のための養子」の制度化 を

目指 して養子制度を設計している。家制度 の廃止後、養子 となる子が相続する家督 はなく、

また義務教育が徹底 した現在 では、子 どもは労働力にな りえない。実子でない子を育てる

側 の利益は戦前と戦後で大きく変容 し、養子制度研究は児童福祉学との出会いを果た した

のである。今 日の養子縁組 ・里親制度は、その実践の如何 は別 として、親が養育できない

子 どもの家庭的養育 を担 う仕組みと位置づけられている。

本論文は、 こうした養子 ・貰い子 ・里子 の研究に、「子 どもの生命保護」 という新たな

観点を導入するものである。養子制度 を堕胎 ・中絶、間引き ・嬰児殺 のオルタナティブと

して捉え、胎児 ・乳児の生存保障を担った仕組み と位置づけることか ら出発す る。したが

って、本論文が対象 とする養子制度とは、幼年 ・少年 ・成人期 になされた養子縁組 を除外

す る一方、出生届 を偽 った養子 ・貰い子の引き取 り、他者 による養育を期待 した子捨てな

ど、非公式な形で第三者 に子 どもが託 された種々の営為 を含む。その養子縁組が家制度や

児童労働 とかかわ るか否かは重要ではな く、その養子縁組によって胎児 ・乳児期の生命保

護がなされたかが重要 となる。言 い換えれ ば、親や周囲の人間の意思 と経済的利益を度外

視 した献身がなければ、とうて い生存 しえな い胎児 ・乳児 を法の内外で生かそうとした

人々の奮闘を、 日本の養子制度の うちに見出そ うというのが本論文の試みで ある。

養子 ・貰い子 ・里子、堕胎 ・中絶、間引き ・嬰児殺 をめぐる種種の史料 を扱 う上で、本

論文はそれ らの共通項の一つ として 「婚外子」に注 目する。民法学では、婚姻尊重 と婚外

子冷遇の緊張関係が長 く論 じられてきた(穂 積1922;田 村1955;加 藤1961な ど)。 婚

外子差別は、とくに1970年 代のウーマ ン ・リブを経て、夫婦別姓、事実婚、ライフスタ

イルとしての 「非婚」に付随して生ず る問題 として表面化 した(佐 藤1984;吉 積1993

な ど)。 家族法学者の二宮周平は、婚外子の相続分を嫡出子の半分 とす る民法の規定 につ

いて、 「直ちに撤廃すべき」(2007a:32)と 説いている。2013年 には最高裁判所が婚外

子相続分差別規定は違憲である という判断を示し、立法機関に改善を促 した。本論文は、
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いまなお残る婚外子 をめぐる差別 問題を、その生存 のレベルか ら問い直す研究である。民

法や戸籍が性や生殖 をめぐる近代 的規範の構築を行 うなかで、「私生子」「非嫡出子」とし

て胎内 に宿 り生 を受 けた子 どもは、児童保護や産科医療の分野 においても特殊な存在であ

った。乳児の養子縁組 を、親が養育できない婚外子の生存保障の制度 として捉えることで、

生死の問題にまで先鋭化 した婚外子問題の一面を示す ことができる。

婚外子の生存保障 という視点か らみれば、乳児の養子縁組の歴史はつねに堕胎と嬰児殺

の歴史 と表裏一体 に展開して きた。日本は戦後の優生保護法で人工妊娠中絶を早期に合法

化 してお り、現在 も妊娠22週 未満の中絶が可能である一方、中絶の機会を逸 して出産す

る女性や、第三者 による子の養育を希望する妊産婦への支援 は積極的に制度化 されて こな

かった。日本 の民俗学や近世史研究によれ ば、近代以前は子の生存を願 う親による子捨て

と、捨て子 牽救済する共同体 内の貰 い乳や養子縁組な どの他児養育のネ ッ トワークが存在

した(沢 山2008)。 これに対 して、近代以降は、親の養育放棄 の禁止が児童福祉の諸思想

と複雑に関係 しなが ら現在 まで堅持 され、妊娠 した女性は自ら養育するか、中絶す るかと

いう二者択一・を構造的に強い られてきた。近代の母性規範や母子福祉に関する研究 にお い

て も、その主題 にかかわる内在 的理由か ら、子 どもを手放す女性の存在 はつねに議論の射

程の外 に置かれる(大 日向2000;中 山2001)。

女性の妊娠 ・出産 に関す る先行研究で も、親が養育 を放棄す ることによって子の生命が

保護 され、子の利益 とな りうるという論点は十分に検討 されてお らず、子 の養育 を他者に

ゆだねることが生殖をめぐる選択の一つ として位置づ けられていない。とくに、従来の 日

本の堕胎 ・中絶に関する歴史研究は、女性 と障害者の問題を主軸に展開されてきた。そ こ

には人 口政策 と優生思想 を契機に してきた戦後 日本 の生殖をめ ぐる歴史 の特徴が表れて

いる(荻 野2008;Norgren2001=2009;松 原1998;Oakley1978)。 これに対 して、胎

児の生命 を主題的に扱 う研究では、水子供養等に関す る日本の習俗文化、胎児と母体の対

立関係や先端医療 における資源と しての胎児 の利用に関す る倫理 的問題が論 じられてき

た(LaFleur1992=2006;玉 井2009)。 しか し、 これ らの先行研究では、一部の中絶 の

代替肢 にな りうる第三者によ る子の養育の可能性は十分に追究されて こなかった。

出産女性 による嬰児殺は殺人罪に該当するが、現在の司法にお いては殺人一般 と明確 に

区別 されてお り、大半のケースで執行猶予が付 いた判決が出 される。間引きと子殺 しに関

す る歴史研究や社会学 における先行研究では、嬰児殺 につ いて、近世においては 日本の習

俗文化 としての産 婆 らによる間引きとして、また現代 については社会病理 としての親によ

る子殺 しと して、それぞれ異なる視点か ら論 じられてきた(太 田2007;田 間2001)。 こ

れ らの研究により近世の人び との生命観や現代の母性規範は明 らかにされたが、日本の近

代化過程における嬰児殺 に関す る包括的検討 は未だなされていない。明治期以降、法律、

福祉、医療の仕組みがつ くられていくなかで、「だれが、なぜ嬰児を死なせるのか」 と問

い続 ける作業が残 されている。
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その作業、すなわち乳児の生存保障、生命保護への取 り組みは、児童福祉の課題である。

しか し、これ までの児童福祉 に関する近代史は、乳児の生命保護の問題 を主題 として こな

か った。児童福祉史は、主に幼児期以降の教育問題 を主軸に展開 してお り(細 井2009;

田澤1999な ど)、養子 ・里子制度 と関わ りの深 い農村 ・都市部の児童労働 に関す る研究

は断片的な ものにとどまっている。そ もそ も、乳児の遺棄 ・殺害は養育困難な子の妊娠か

らは じまる問題であり、女性 の妊娠 ・出産 と連続的に論ずる必要がある。そのため、乳児

の生命保護については児童福祉学の枠組みを越えた検討が求め られる。生んだ母親が養育

できない乳児の養子縁組は、現在の児童福祉 の分類における 「児童」と 「母子」のいずれ

によって も捉えきれない福祉的要素を含んでいるのである。

これまで中絶 と嬰児殺を問題 としなが らも、その解決に関す る議論の基本的な方向性は、

未婚 ・非婚 ・既婚 を問わず 「女性が産み育て ることのできる社会」を追求す るものであっ

た。第三者 による養育 を積極的に評価す ることは、養育放棄 を前提 に して女性に対する

様 々な社会的抑圧を温存するとして批判されてきた。こうした生殖に関する議論の枠組み

は、子の生命保護を幼児期以降あるいは母子を一体的な保護 の対象 とみなす児童福祉学の

問題設定 と両輪 をな して、第三者の養育 による胎児 ・乳児の生命保護の可能性 という重要

な論点を看過させる議論の構図を造 り上げている。

これまでの先行研究のなかでは、土屋(2014)の 孤児、浮浪児、捨児な どの社会的養

護児童に関する研究が、本論文の問題意識にもっとも近い研究 といえる。近代的な家族規

範や育児規範 といった 「家庭」概念 と、戦後の児童福祉の理論および実践が、ある種の子

どもを逸脱 した存在 に位置づける作用にお いて共同的関係にあった ことは、土屋が明らか

にしたとお りである。本論文は、そ うした近代家族や児童福祉の限界がいかに形成 ・維持

されてきたかという背景 を歴史的文脈で明らかに し、婚外子の出生と保護 に関する検 討を

通 して児童福祉における規範的課題 に取 り組むものである。

「児童」 「母子j「 女性」「家庭」 を対象に してきた 日本の社会事業、社会政策、児童福

祉 と先行研究において、乳児期の婚外子の生存を保障する養子縁組 という実践が、重層的

に不可視化されてきたという問題が見出される。これに取 り組むためには、乳児の養子縁

組を民法 ・医療 ・福祉の三領域にまたがる社会制度として対象化 し、その実態 と変容を明

らかにする必要がある。そ こで本論文は、乳児の養子制度 を主軸に、明治期以降の日本の

法律 ・医療 ・福祉 の近代化過程を再構 築する ことを目的 とする。

明治以降の 日本 の法制度や医療 ・技術が、いかに子 どもの出生と養育をめ ぐる環境を構

築 し、変容 させたのか。そ して、婚外子 の生命保護 を担 う乳児の養子縁組 は、近代 日本の

社会事業 と児童福祉の歴史 において どのよ うに位置づけられるのか。本論文ではこのよう

な問いを立てて、近代以降の 日本社会で、胎児 ・乳児期の婚外子の生命保護が どのよ うに

問題化 され、それに社会や国家が いかに対処 してきたのかを検討す る。妊娠 ・出産 ・養育

の問題を連続的に捉え、特に 「第三者による養育の可能性」という観点を重視 して、現在
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の諸制度と議論の歴史 的文脈 を明 らかにしていく。

3.研 究方法 と論文構成

本論文は公刊された文献 を史料 とす る、歴史研究である。明治期か ら昭和期の官報、各

府県の公(.事 業要覧、会議録等 の行政資料、新聞、学術 ・専門雑誌、書籍 を精査 し、社

会 問題化 した堕胎 ・中絶 ・嬰児殺の事例 と養子 ・貰 い子 ・里子等の他児養育の仕組みをめ

ぐる事実や言説を抽出 した上で、同時期の乳児関連政策が どのよ うな 目的で設計、実施 さ

れたのか検証す る。

なお、本論文は、乳児期の婚外子 という統計や記録等の公的資料 において充分に把捉 さ

れていない存在を対象 としている。したがって、史料にお いて子 どもを示す様 々な呼称一

一養子 ・里子 ・貰い子 ・捨子 ・孤児 ・私生児等～一 について、乳児期の子 どもを含み うる

言葉であるとみな し、それ らが使用 された文脈か ら乳児を捉えている。

第1章 「私生子の出生 ・棄殺 ・養育に関する許容 と取締(1868-1933年)」 では、明治

期か ら昭和初年までの子 どもの出生と養育 にかかわ る戸籍法、民法、刑法の制定 と、乳児

保護にかかわ る社会事業や児童保護立法を検討する。ここでは、近代 日本社会の基本 的な

枠組みがつ くられ る過程で、婚外子の出生 ・棄殺 ・養育がどのように位置づけられていく

のか を示す。

第2章 「母性の規範化 と 『母子 』という単位の標準化(1914・1942年)」 では、そ うし

た枠組みにおいて展開してい く社会事業の射程が、 「母性」という近代的規範の構築とと

もに 「母子」という対象に限定されていく過程をみていく。大正期の社会事業が、明治以

前の共 同体社会 における相互扶助の延長か ら、近代国家による公的扶助へと性格 を変え、

ここで今 日の児童福祉の実践 の根幹 をなす規範が形作 られていることを示す。

第3章 「産婆制度の解体 と児童福祉法 ・優生保護法の成立(1930-1948年)」 では、乳

児保護 において前近代的な習俗を部分的に継承 していた産婆制度が戦後 に解体 され、児童

福祉法 と優生保護法 による福祉 ・医療の体制に置き換 えられて行 く過程を検討する。戦前

の社会事業が残 した乳児保護 の課題 を戦後の児童福祉体 制が引き受 けてお らず、今 日の児

童福祉が直面 している問題がその始点においてすでに内包されていた ことを示す。

第4章 「戦後の家制度の廃止 と特別養子 の構想(1946-1966年)」 では、民法改正で家

制度が廃止されて、児童福祉 の観点が導入されたことについて検 討する。明治期か ら終戦

直後 まで広 く行われて いた私生子の非公式な養 子縁組が、児童福祉の名の下で淘汰 されて

いき、違法行為 として問題化する過程をみる。ここで展開された法的な議論は、第1章 で

の近代法の構築をめ ぐる問題 と連続性 をもつ とともに、第7章 で扱 う特別養子法成立時の

議論 ともっながっていく。

第5章 「里親制度の断絶 と乳児収容哺育の確立(1947・1973年)」 では、戦後の児童福
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祉法 による里親制度が戦前の乳児保護 を担った里子制との間に断絶 を持ち、また乳児院制

度の確立がいかに養子縁組 ・里親制度 と独立 したかたちですすめ られたのかを明らか にす

る。また本章の最後では、戦後の乳児保護 の考 え方に影響 を与えた未熟児の養育医療につ

いて検討する。

第6章 「未婚母 の胎児 ・乳児の生命保護をめ ぐる運動(1973・1978年)」 では、未婚女

性の後期中絶の際に行われる母体外生存児の殺害を産婦人科医が告発 し、婚外子の生命保

護のための養子制度の立法化 を求めた運動を扱う。とくに、同時期の優生保護法改正問題

における中絶規制強化をめ ぐる論争 とどのような関係 にあったのか検討することで、日本

の中絶問題 にお いて第三者 による養育可能性の追及が十分にな されなかった要 因の一つ

を明 らかにする。

第7章 「特別養子制度の創設 と未婚母 ・婚外子差別(1974・1989年)」 では、前章の生

命保護運動を受けて、特別養子制度が成立する過程を検討す る。婚外子 の生命保護運動は、

戦前 ・戦後の社会事業と児童福祉がな しえなかった諸規範への挑戦であ り、それを民法学

者がどのよ うに受け止めたのかを精査す る。

終章では、本論文を総括す るなかで、養子縁組 と社会事業 の近代化 と、近代家族 と児童

福祉の成立において、いかに婚外子の生命保護が排除 されていくのかをあ らためて論ずる。

従来の養子制度の歴史観とは異なる視座 を提示 し、養子縁組の前近代性 といえるものが近

代社会の規範と相容れないまま、今 日的意義 をもつようになった ことを述べ る。
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第1章 私生子 の出生 ・棄殺 ・養育 に関す る許容 と取締

(1868-1933年)

「婚外子」は、結婚 していない女性が生んだ子 どもを指す価値 中立的な言葉 として使用

されている。現在の法律用語 としては 嫡 出でない子」(非 嫡出子)で あ り、明治期 に公

布 された民法では 「私生子」および 「庶子」 とい う名称であった。なお、「私生児」は正

式な法律用譜ではないが、戦前期 には社会的に定着 していた。現在 と同様、差別 的意味合

いを含む言葉で あり、史料において も差別 と救済の対象 を指す言葉 として散見 され る。

今 日の 日本 の婚外子は全出生数のうちの2%程 度であり、他の先進国で婚外出生が2～

5割 を占めている状況 と比較すると、極 めて低 い数字 といえる(厚 生労働省大臣官房統計

情報部編2010)。 近世か ら近代移行期の 日本は現在よ りも婚外 出生が多 いが(Hayami

1980;速 水2009)、 実際の私生子の出生率については、婚姻届 の不徹底、出生届の偽 り

や遅延が相当数あるために、正確 に捉えることは難 しいことも指摘され る(松 村2003a,b)。

本章では、明治から昭和初年までの私生子の出生、棄殺 、養育に関連す る法 制度 につい

て検討 し、公的 に記録されない私生子 も含めて考察す ることを試み、その養育の実態や生

命保護がいかに図られたのかを探る。

1.戸 籍法と民法の制定

1-1私 生 と公生

1871(明 治4)年 に、戸籍法が制定される。民法の親族 ・相続編が施行 され る1898(明

治31)年 までの間、子 どもの出生 と養育に関わ る規則は、戸籍制の運用と普及のなかで

定め られていった。明治元～7年 までに出された布告や布達、指令がまとめ られた 『明治

法令抄訓 人事部 初編』(本 郷1877>に 、1870年 の新律綱領の五等親図が解説 されてい

るが、一親等 に子 ・養子、二親等に妻 ・妾が含 まれている。戸籍法の制定 にともない、妻

と妾の どち らで もない女性が生んだ 「私生子」が、しば しば戸籍か ら漏れていることが問

題視 され、司法省か ら以下のよ うな伺 いが立て られた。

人ノ妻妾二非ル者ニシテ狸リニ他ノ男子二姦シ分娩イタシ候弊風ヨリ私生ノ男女

多ク相成父ニシテ其子子ヲ子 トセス子ニシテ其父ヲ父トセズ婁々争訟スルニ至リ倫

理ヲ壊敗スルニ甚シキ言二忍ヒス因テ戸籍ノ混齪ヲ招クmノ 人類ヲ生スルニ至ル

ヘク憲法上二於テー日モ座視スヘカラサル事二候條至急別紙ノ通御布告相成度(本 郷

1877:13)
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男女の性をめぐる 「弊風」、父子関係の存否をめ ぐる 「倫理の壊敗」、そ して戸籍の混乱

を招 く 「一種 の人類」を生ずることは、憲法上において一 日も座視することができな いと

された。そ して出されたのが、1874(明 治6)年 の太政官布告21号 である。

明治六年一月十八日第廿一布告

妻妾二非サル婦ニシテ分娩スル兜子バー切私生ヲ以テ論シ其婦ノ引受タルヘキコト

但男子ヨリ己ノ子ト見留メ候上ハ婦女住所ノ戸長二請テ免許ヲ得候者ハ、其子其男子

ヲ父トスルコトヲ可得事

妻 と妾以外の女性か ら生まれた子 どもは、出産 した女性が 引き受けることとなった。す

なわ ち、私生の子 は母 の家の籍に入れる ことが明確に指示された。ただ し、男性が 自分の

子であると認めるときは、出産女性の家の戸長か ら許可 を得た場合に、子の父 となること

ができた。 この布告は、『明治法令抄訓 』で次 のように解説されて いる.

昔 日より妻 とも妾とも名の付かぬ者にて娘寡婦又は娼妓聲妓尼下碑等の分娩にな

りたる私生子 は引受人な く誰の子 とも定 まらす争論 とな り中には主父あ りて私[な い

しよ]に は世話をすれ ども公[お もてむき]に は隠 し置き戸籍に何方 とも付かす不都

合なる事あ りしが是よ りは都で婦女の方に引受とな り若 し男子 よ り自分の子 に相違

な しときめたる上は婦女の方の戸長 に願ふて親子の名乗出来 ことに成 りたるな り一

一[]内 は原文 にある振 り仮名を引用者が挿入(本 郷1877:12)

同書では、私と公はそれぞれ 「ないしよ」と 「おもてむき」と読み、私生子 には 「ない

しや うご」 という仮名が振 られて いる。民法公布前、 「私」ではない 「公」は、 どのよう

に捉え られていたのか。この点について、父に子として認め られた私生子の身分 に関し、

1888(明 治20)年 に、京都府か ら以下のよ うな伺 いが立て られた。

私生子ノ件(京 都府)伺 明治二十年一月十三日

私生子ヲ男子己ノ子ト認メ婦女住所ノ戸長ノ允可ヲ得タル トキハ庶子トシ男子ノ

籍へ編入スヘキ慮婦女ノ籍二存在ノ儘其父ノ氏名等ヲ明記シ婦女ノ公生男女二引直

度旨双方連署申出ルモノ有之右ハ望二任セ不苦哉(梶 原1988:238)

男性が父であると認めた私生子について、女性側の戸籍に置いた まま、女性の公生子に

しても差 し支えないかという伺 いである。後 日出された内務省の指令は、これを認めない

とするものであった。
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(内務省)指 令 明治二十年一月廿二 日

伺 ノ趣男子 ノ認 メヲ受ケタル私生子ハ其父母タル男女 ガ結婚セザル トキハ庶子 ト

稻スヘキモノナル ヲ以テ婦女二於テ公生 ノ子二引直ス事 ヲ得サル義 ト心得ヘシ(梶 原

1988:238)

父が認めた私生子は、父母が結婚 しない場合は庶子 と称 し、女性の公生子 となることは

できないという説明である。戸籍制における 「公生」と 「私生」は婚姻の内外であ り、子

どもの出生や養育 をめぐる 「私(な い しよ)」 と 「公(お もてむき)」という区別 とは異な

っていた。

1889(明 治22)年 の 『戸籍事務要覧 』(北村1889)を みると、「妾出児戸籍上取扱方」

として、戸籍に 「妾腹」 と届出が済まされている子は、「庶子」 に改めることが指示され

ている。また、私生子 を有する母が夫 を迎えて家督 を譲 った場合、 「私生見ハ相続権 ヲ有

セス」とされ、夫婦が嫡子を挙げないうちであって も養子縁組で他家へ送籍す ることが認

め られた。

1-2嫡 出子 ・庶子 ・私生子

こうした戸籍制度の実務の蓄積 の上に、民法が公布 される。1880(明 治23)年 民法の

施行をめ ぐる民法典論争を経て、改めて公布 された1898(明 治31)年 の民法によ り、実

子の身分は 「嫡出子」「庶子」「私生子」と定め られた。民法の親族編では、妾 と妾が生ん

だ子 は男性の親族 とはな らず、嫡出子は妻が懐胎 した子 のみとされた。庶子 と私生子の身

分に関する条文は以下である。

第八百二十七條

私生子ハ其父又ハ母二於テ之ヲ認知スルコトヲ得

父力認知シタル私生子ハ之ヲ庶子トス

第八百三十六條

庶子ハ其父母ノ婚姻二因リテ嫡出子タル身分ヲ取得ス

婚姻中父母力認知シタル私生子ハ其認知ノ時ヨリ嫡出子タル身分ヲ取得ス

私生子の親子 関係は父母 の認知 によって成立 し、父が認知 した場合は庶子 となった。ま

た、父母 の婚姻によ り、庶子 は婚姻の時か ら、私 生子は認知の時か ら嫡出子の身分 を取得

す る。認知は戸籍吏への届出あるいは遺言でなされ、子 の側か ら親子関係 を父母に認めさ

せ る裁判認知 も可能であった。

家督相続 に関しては、嫡 出子 と養子が庶子 と私生子 に優先された。ただ し、庶子男子 は

嫡出女子に、庶子女子は私生男子にそれぞれ優先 して家督相続 した。遺産相続については、
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直系卑属が数人いる場合、庶子及び私生子の相続分は嫡出子の二分 の一と定め られた。

戦前の民法が定めていた親族の特徴 は、戸主 と庶子があった ことである。民法 における

「家」において、私生子や庶子はどのように処遇 されたのだろうか。民法の 「第二章 戸

主及び家族」から、私生子や庶子に関わ る条文を引用する。

第七百三十二條

戸主ノ親族ニシテ其家二在ル者及ヒ其配偶者ハ之ヲ家族トス

戸主ノ攣更アリタル場合二於テハ菖戸主及ヒ其家族ハ新戸主ノ家族トス

第七百三十三條

子ハ父ノ家二入ル

父ノ知レサル子ハ母ノ家二入ル

父母共二知レサル子バー家ヲ創立ス

第七百三十五條

家族ノ庶子及ヒ私生子ハ戸主ノ同意アルニ非サレハ其家二入ルコトヲ得ス

庶子力父ノ家二入ルコトヲ得サルトキハ母ノ家二入ル

私生子力母ノ家二入ル得サルトキハー家ヲ創立ス

戦前の家族とは、その家 に住む戸主の親族 とその配偶者のことであ り、家族の庶子 と私

生子が家に入るためにはその家の戸主の同意が必要であった。戸主の権 限が大き く、私生

子が母の家の戸主によって入家を認め られない場合は、子が一家を創立 した。また庶子が、

父か ら認知を受 けて父の家に入れば、父の妻 との間に嫡母庶子関係が成立 した。

1-3私 生子の母の扶養義務

こうして明治期 に、私生の子の存在が戸籍 に組み こまれ 、民法が私生子の身分や相続、

父母の親権について決定 した。民法では私生子 とそ の母 の法的関係が成立するのは、母の

「認知」 によるもの と解釈 されて いた。

第八百二十七条 私生子ハ其父又ハ母二於テ之ヲ認知スルコトヲ得

第八百三十五条(中 略)父 又ハ母二封シテ認知ヲ求ムルコトヲ得

しか し、時代が下 るにつれ、私生子 と母 の法的関係 について、母の認知、出生の届出、

分娩事実のいずれが親権関係 、相続関係、そ して母 による扶養義務 を決定す るのかが裁判

で争われ ることになる。民法学者 の穂積重遠は、私生子の法的地位 に関して1921(大 正

10)年 か ら1928(昭 和3)年 にかけての3つ の大審院判決に注目した(穂 積1928a)。

一つ 目は、相続関係 をめ ぐる事案であった。A女 の私生子Bが 祖父母 の実子 として届
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けられていたが、Aが 死亡 したためBが そ の遺産相続人だ と主張 して、他の遺産相続人

の中に割 り込もうとしたのである。これ に対 して大阪控訴院は 「私生子 ノ母ハ分娩ナル事

實二依 リテ明瞭ナル ヲ得。従テ其分娩ナル事實二依 リテ母子間二当然法律上ノ親子関係 ヲ

生ズ ト為ス ヲ相當 トス」 とし、Bが 勝訴 した。 しか し、1921(大 正10)年12月 、大審

院は この判決を破棄 した。以下がその理 由である。

婚姻外二於テ生 レタル子ハ、生理的ニハ親子ナ リ ト錐モ、法律上ハ未ダ以テ親子関

係 ヲ獲生スルニ至 ラズ、斯カル関係ハ其 ノ父又ハ母二於テ認知ヲ為スニ依 リテ始メテ

之 ヲ生ズルモ ノナルコ トハ、吾成法上ノ制度 トシテ疑無キ トコロナ リ。蓋若シ之ヲ爾

ラズ トシ荷 クモ生理的二親子ナル事実ガ確定スル以上認知ヲ侯タズシテ當然親子関

係 ヲ生スルモ ノ トセムカ、其父二封スル場合 タル ト其母二封スル場合 タル トニ依 リ其

扱 ヲニ三ニスベキ何等 ノ道理有ルニ可カラズ。而モ如何ナル場合二於モ父 ノ認知無キ

限 リ法律上之 ヲ親子 ト目スルヲ得ザル付テハ何等ノ疑無キ以上、濁 リ母ノ場合二於テ

ノミ筍モ生母タル事実ガ明 白ナル限 リ認知 ヲ要セズシテ法律上當然親子関係ヲ襲生

ス ト論断セムハ、権衡 ヲ失スル ノ甚シキモ ノナレバナ リ。一一大正10年12月9日

大審院第一民事部報決(民 事判決録27号2100頁)(穂 積1928a:cos)

婚姻外 に生 まれた子 は、「生理的」には親子であるが、「法律上」は親子関係 を発生 して

いない。認知によって、法律上の親子関係がはじめて生ずるということについて、大審院

判決では 「吾成法上 ノ制度 トシテ疑無キ」とされた。生母 との親子関係が明確であるか ら

といって、法律上父と母で扱 いを異にす ることは 「権衡」を失す るという理 由か らであっ

た。

二つ 目の事案は親権関係をめ ぐる事案であった。A男 とB女 の間にCが 生まれ、Bの

私生子 として出生届がなされた。Aは 自分の子でないとして認知を拒んだことか ら、Bが

Cの 法定代理人 としてAに 対 して認知請求の訴を起 こした。下級審ではCはAの 実子 と

認め られ、Bが 勝訴 した。そ こで、Aは 上告審 において、BはCを 認知 していないため

に親子関係が発生 してお らず、従 ってBはCの 法定代理人ではな く、そ の訴え 自体 が適

法ではないと主張 した。これ に対 して、1923(大 正12)年3月 大審院は、戸籍法 におい

て父による庶子 出生の届出が認知届出の効力を有す ると定められていることか ら、母によ

る私生子出生届も同様 に扱 うべきだとして上告 を棄却 した。

父ガ庶子出生 ノ届出ヲ為 シタル トキハ其ノ届出ノ認知届出ノ効 力ヲ有スルモノナ

ル コ トハ、戸籍法第八十三條前段ノ規定スル所ニシテ、母ガ自ラ私生子 ノ出生ノ届出

ヲ為 シタル場合二於テ私生子認知届出効力ノ有スルモ ノナルヤ否ヤニ付テハ、戸籍法

上何等規定スル所ナキモ、右両者 ヲ比較シテ考 フルニ、均シク出生届ニシテ、前者ハ
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其 ノ届出 ト同時二認知届 出ノ効力ヲ生ズルニ拘 ラジ、後者 ノミ其 ノ届出 ト同時二認知

届 出ノ効力ヲ生ゼラルモノ ト認ムベキ何等 ノ理由ヲ襲見スル コ トヲ得ザルー一大正

12年3月9日 大審院第一民事部判決(民 事判例集2巻143頁)(穂 積1928a:610)

さらに、私生子の出生届出と母 の扶養義務をめ ぐる三つ 目の裁判が起 こされた。Aは

1922(大 正11)年10月 にB女 を養女にし、それ以来BはA方 に居住 していたが、翌年

10月 に私生子Cを 生んだ。 しか し、Bは 生後37日 のCをA方 に置き去 りにして実家に

戻 り、Aか らのCの 引き取 りの請求にも応 じず、A方 に帰ることもなかった。Aは やむ

をえず養育 したが、Cは 生後9ヶ 月で死亡 した。そ こで、AはBに 扶養義務があったと

して、養育料268円 と療養費9円70銭 の返還を要求 した。

第mと 第二審の判決は、BはCを 認知 してお らず 、またCの 出生届はAが 戸主とし

て出していることか ら、BとCは 法律上の親子でな いた め、Bに 扶養義務はな いとしてA

の請求を斥けるもので あった。しか し、大審院は、先述の判例 によれば原判決を維持する

ことができず、民法の第954条 を根拠 にしてBがCを 分娩 したのであれ ば、直系卑属 と

してBはCの 扶養義務 を負 うとしてAの 主張 を認めた。1928(昭 和3)年1月30日 の

大審 院判決である(民 事判例集7巻12頁)。 穂積重遠は、私生子 とその母の関係をめ ぐ

るこれ らの大審院判決について、以下のように解説 して いる。

昭和三年一月三十 日第一民事部判決は 「BガCヲ 分娩 シタルモノナル以上、扶養

義務 ノ関係二於テハBハCノ 直系卑属 トシテ民法第九五四條二依 リCヲ 扶養 スルノ

義務ヲ負フモ ノ ト解スベキコ ト」と判決 した。即ち親権関係相続関係は暫く措 き、私

生子の母が其子 に対す る扶養義務は分娩によって生ず ると云ふのである。以上の判例

を通覧すると、初 め認知な くば母子関係な しと云つた大審院が、次 に認知な くとも出

生届 にて可な りと譲 り、更に今度は扶養関係については出生届 もなくして可な りと譲

ったのであつて、形式に立脚 した裁判所が実質の前に一歩一歩退却する現象を注 目す

べ く、やがては私生母子関係は分娩 によって生ずると云ふ解釈の採用 に到達するであ

ろう(穂 積1928a:613)。

穂積の予見 したように、現在は母子 の法的親子関係の成立において 「分娩主義」が採用

されている4。大審院の判決の内容、穂積の先見性 と同様に、こうした争いが示唆するこ

とが重要である。つ まり、明治 ・大正期を通 して、戸籍二制における出生届や、民法が定め

る母の認知が、分娩事実、扶養義務、養育意思のいずれ を実質的に意味するのかが定 まっ

ていなか った、ということである。こうした裁判紛争は、言い換えれば、私生子に対する

母 の扶養義務が、分娩 によって当然 に生ずるとは判断されなかった時代が長くあった とい

うことを意味する。
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1-4届 出のな い養子縁組

母や父が出生届や養育を行わな い場合、私生子は養子 となって、父母でない親族のもと

や他の家で育つ ことが多かった。戦前の家制度では、養子縁組は家督相続人を得 る目的で

広 くなされて いた。民法が定めた養子縁組の要件にも、「法定 ノ推定家督相続人タル男子

アル者ハ男子 ヲ養子 ト為スコ トヲ得ス但女婿 ト為ス為 メニスル場合ハ此限二在 ラス」(第

839条)と ある。しか し、戸籍制における出生届と同様 に、養子縁組の届 出もまた徹底さ

れてお らず、養子 による家督相続、遺産相続 に際 して、親族が養子縁組の無効 を主張する

こともあった。民法施行以前の届出のない養子縁組について、1899(明 治32)年 の大審

院判決は これ を有効 と認めてお り、大正期を通 じて同様の訴訟で縁組の効力をみ とめる判

決が出されている(穂 積1921)。

1920(大 正9)年 には、民法施行前にな された養親による養子の虚偽の出生届を、養

子縁組 として認める判決が、東京控訴院で出されている。戸主Aに 妹Bが あり、そ の内

縁の夫Cと の間に、明治19年 に次男Dが 生 まれたのを、そのままAの 実子として 出生

届を した。Aの 死後にDが 家督を相続 し、Dの 死後はその娘Eが 戸主になった。ところ

が、Dの 出生届前か らAにFと いう養女があった。それがEを 相手取って家督相続回復

請求の訴 を起 こし、第一審で敗訴 して控訴 した。裁判でのF側 の主張 は、AがDを 自分

の実子として届出たのは、DをBの 私生子と して届出ることを避けるための仮装であっ

て養子縁組ではないとし、DがAの 家督相続人 となるべきではな く、Eが それ を継承 し

たのも間違 いであるとして、Aの 養女たる自分が家督相続人であるというものであった。

これ に対 してE側 は、AがDを 養子にした いう事実を証明し、判決はFの 請求を斥ける

ものだった。

民法施行前二在 リテハ、戸籍ノ登録ガ養子縁組 ノ成立要件二非ザルガ故、事実二於

テ養子縁組ガ行ハ レ養親子 ノ関係存スル以上ハ、縦令養子ヲ実子 トシテ其届出 ヲ為 ス

トモ、養子タル身分 ノ取得二何等消長スル所ナ シー一大正九年四月十三 日東京控訴院

民事第二部判決(法 律評論7巻 民法400頁)(穂 積1921:139)

民法の施行前の届出を伴わない養子縁組の有効性について、穂積重遠は施行後の養子制

度でも認められるべきであると述べている。

民法施行前の養子制度が、民法の様に届出を成立要件とする形式主義一点張りでな

く、届出のない場合に事実関係があれば養子縁組の成立を認める実質主義であった

(中略)私はこの民法施行前の遣り方が現行制度よりも実際に適切ではなかろうかと

思つて居る。此事件などでももしDの 出生届が民法施行後であつたならば、如何な
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る事実関係があ らうとも養子縁組の成立は認め られず、随つてEの 勝訴になるので

あって、Aが 虚偽 の出生届をした ことが怪 しか らぬのは別 として(中 略)、 不穏当な

結果 と云はねばな らぬ(穂 積1921:139>。

しか し、昭和11年 、他人の子を実子 として出生届を行った者の代諾 による養子縁組に

つ いて、無効であるとする大審院判決が 出されるな ど、民法施行以降になされた養子縁組

については一貫 して正式な届出が成立要件 とされた。

2.堕 胎 ・間引 きの禁 止

2-1産 婆取締規則 と堕胎罪

そ もそ も、私生子の出生を母が望 まな い場合は、堕胎 ・間引きが行われる こともあ り、

そ の多 くは 「取上げ婆(ト リアゲババ)」な どと呼ばれた経産女性によって行われた。1868

(明治元)年 に産婆取締規則が発布され、産婆による 「売薬之世話又ハ堕胎ノ取扱」が禁

止 された。しか し、 自ら堕胎を試みる女性は、1880(明 治13)年 に刑法が制定されるま

で罪を問われることはなかった。 旧刑法330条 以下設けられた堕胎罪は、以下のような

ものであった。

刑法(明 治13年 太政官布告第36号)

堕胎ノ罪

第三百三十條 懐胎ノ婦女藥物其他ノ方法ヲ以テ墜胎シタル者バー月以上六月以

下ノ重禁鋼二虞ス

第三百三十一條 藥物其他ノ方法ヲ以テ墜胎セシメタル者ハ亦前條二同シ因テ婦

女ヲ死二致シタル者バー年以上三年以下ノ重禁鋼二慮ス

第三百三十二條 医師穏婆又ハ藥商前条ノ罪ヲ犯シタル者ハ各一等ヲ加フ

第三百三十三條 懐胎ノ婦女ナルヲ知テ殴打其他暴行ヲ加へ因テ墜胎二至ラシメ

タル者二年以上五年以下ノ輕懲役二虚ス

第三百三十五條 前二條ノ罪ヲ犯シ因テ婦女ノ屡篤疾又ハ死二致シタル者ハ殴打

創傷ノ各本條二照シ重キニ縦テ慮断ス

藤 目(1997)に よれば、堕胎の禁止の導入はフランス刑法 にな らった ものであったが、

法案作成の過程では 日本における堕胎の慣習を鑑みて、フランス刑法よ り処罰 を軽 くする

ことが求 められた。1904(明 治37)年 の刑事統計にお いても、堕胎罪で起訴されたのは

293人 に とどまっている。 しか し、 日清戦争と日露戦争を経て、1907(明 治40)年 の刑

法改正で堕胎罪が厳罰化されたのち、軍国主義思想の影響下で堕胎罪の起訴人員は増加 し
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ていった。 この とき改正された堕胎罪禁止条項が、現在 まで存続 している。

刑法(明 治40年 法律第45号)

堕胎の罪

第二百十二条 妊娠 中の女子が薬物を用い、又はその他の方法によ り、堕胎したと

きは、一年以下の懲役 に処する。

第二百十三条 女子の嘱託を受け、又はその承諾 を得て堕胎 させた者は、二年以下

の懲役に処す る。よって女子を死傷 させた者 は、三 月以上五年以下の懲役に処

する。

第二百十四条 医師、助産 師、薬剤師又は医薬品販売業者が女子の嘱託 を受 け、又

はその承諾を得て堕胎 させた ときは、三月以上五年以下の懲 役に処する。よっ

て女子を死傷 させた ときは、六月以上七年以下の懲役 に処する。

第二百十五条 女子の嘱託を受けな いで、又はそ の承諾を得ないで堕胎させた者 は、

六月以上七年以下の懲役に処する。

2前 項の罪の未遂は、罰する。

第二百十六条 前条の罪 を犯 し、よって女子 を死傷させた者は、傷害の罪 と比較 し

て、重い刑によ り処断する。

改正前 と比較すると、刑期の年限が延長 されてお り、堕胎に介在 した者は本入より刑が

重く、医師 ・産婆 ・薬剤師の堕胎封助について も刑期が明記 され、不 同意堕胎は未遂 も処

罰対象となった。Tomobe(1997)に よる明治後期の堕胎罪裁判資料の分析では、事例件

数314件 のうち279件 、すなわち事例のお よそ9割 が 「私 生児」の堕胎であった。

明治元年の太政官布告で売薬 と堕胎が禁止 された産婆であったが、1874(明 治7)年

には医師資格や 医学教育について定めた医制が東京 ・京都 ・大阪の三府に発布され、その

第50～52条 で産婆の資格 に関して規定が設けられて産婆は免状制 となった。その後、

1875(明 治8)年 か ら西洋式産婆教育が開始 され、1899(明 治32)年 の産婆規則の公布

で、産婆名簿への登録 と産婆になるための修業 ・試験が規定 された。1910(明 治43)年

の産婆規則改正で、内務大臣の指定 した学校 ・講習所の卒業者は無試験で産婆名簿に登録

され ることにな り、甲種免許(養 成教育を受けた新産婆)、 乙種免許(簡 易試験を受けた

旧産婆)、 登録者(学 校 を卒業 した新産 婆)と いう3種 の資格の産婆が昭和初期まで混在

した。

一連の改革によって産婆 による出産介助 は技術的にも衛生的にも近代的な ものへと変

化 し、1930年 代のうちに産婆規則 に基づ く新産婆の時代になっていた。 しか し、産婆養

成 と登録を含む衛生事業は各県 の警察部の管轄であ り、当時の産婆名簿には警察署長 も名

を連ねて不正な堕胎が行われないように監視 されていた。1933年 の産婆並産院取締規則
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で、産院は 「助産ノ目的ヲ以テ妊婦 、産婦又ハ褥婦 ヲ収容スル場所ニシテ産婆 ノ開設スル

モノ」 と定 められ、第3条 で 「避妊又ハ堕胎ヲ暗示スル事項」の広告が禁止された。

2-2嬰 児殺と裁判医学

「堕胎」 「嬰児殺」 「墜産」は、法医学 において重要な問題であった。た とえば、1890

(明治23)年 の清水貞雄 『実用裁判医学』では全12章 のうち、これ らの問題にそれぞれ

一章が割かれている。 同書では、嬰児殺の動機については、r分 娩時或ハ分娩后直二嬰見

ヲ殺 シタルヲ日フ個ハ母体力精神病二罹 リ又ハ人事不省ニシテ行 フ事ア リ或ハ場合 ノ己

ムヲ得サル時経済上等 ノ関係二由テ殺害シ或ハ私生見二之ヲ行 フ事多 シ」として、母親の

精神病、入事不省、経済的理 由、私生児な どが挙 げられた。嬰児の検死では、肺、胃腸、

腎臓、頭蓋 内、膀 と謄帯、皮膚、骨、爪な どの形状、色、内部が詳 しく調べ られ、摘出 し

た臓器に様々な試験が行われ るな どして、次の点が求められた。

生産ナリヤ死産ナリヤ

嬰見分娩后何時間生活セシヤ

嬰見致死ノ原因ハ何ナリヤ病死ナルヤ否ヤ

嬰見殺ナルヤ墜産ナルヤ

墜産ハ自然的ナルヤ他殺的ナルヤ(清 水1890:352)

1890(明 治20)年 代後半の 『法医学会雑誌』には、実際に発覚 した嬰児殺の鑑定書や

裁判言渡書が掲載 されている。川底で布 に包 まれて膀帯 と胎盤 を付着させた まま死亡 して

いた女児 につ いて、警察署で死因鑑定が行われ、出生直後 の頭部の負傷 による死亡 と鑑定

されている(野 坂1894)。 また、畑道に埋められていた身元不明の初生女児の遺体 も警察

署に送 られ、鑑定では腐敗のために死因は確定 しなかったものの、窒息死 と推定 された(島

田1894)。

嬰児殺 は刑法の 「故殺 ノ罪」に問われ、「第二百九十四条 故意 ヲ以テ人ヲ殺 シタル者

ハ故殺 ノ罪 ト爲 シ無期徒刑二虚ス」に従って、重い量刑が課 された5。生後12日 目に窒息

死 した女児が、砂 を詰めた桶の中に布団に包 まれた状態で埋められ、家の土蔵 に置かれて

いた事案では、その家の夫婦が故殺の罪に問われて いる。また、生後2ヶ 月女児の殺害

について24歳 の母親が故殺 の罪に問われており、刑法第294条 によって 「無期徒刑」に

該当 したが、情状酌量 によ り 「有期徒刑十四年」に処 されている(川 島1893)。

1890(明 治20)年 代 には、嬰児殺に関す る鑑定法や裁判例が公 にな り、それ まで 「間

引き」として認知されていた嬰児に対す る殺害は 「犯罪」となっていった。日本 の刑法 に

は 「嬰児殺罪」は設け られなかったが、1931(昭 和6)年 に公表された改正刑法仮案の

第337条 は 「直 系尊属一家 ノ恥辱ヲ蔽フ為、養育 ヲ為スコ ト能ハザルヲ恐ルル為其 ノ他
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特二宥恕スベキ動機二因 リ分娩 ノ際又ハ分娩直後二嬰児ヲ殺 シタル トキハニ年以上十年

以下 ノ懲役二庭ス」(刑 法並監獄法改正調査委員会1940:70)で あり、私生子等の嬰児

殺 に関する特別規定 を設ける ことが考え られていた。

2-3慈 善事業と里預 け

軍用資金調達のために新政府が統治す る天領 日田の松方正義 は、1869(明 治2)年 に

日田養育館を創設 した。その資金は、松方の私財と富裕層の献金であった。堕胎 ・間引き

の防止を 目的に掲げ、妊婦の収容や助産、養育費の支給、孤 児 ・棄児の養子縁組、里預け

が行われた。 しか し、1870(明 治3)年 に松方が帰京 したことに加え、 日田県が大分県

に編入 されて経営基盤 を失った 日田養育館は、1973(明 治6)年 に廃止 された(井 上1984;

池田 ・林2011)。

江戸町会所の再編として1874(明 治7)年 に開設 された東京養育院は、1885(明 治18)

年か ら東京府下の棄児 を受け入れて従来の里子 ・養子慣習 を踏襲 し、また近世の孤児 ・産

子 ・赤子に対する養育米制度の性格 を引き継 ぐ1871(明 治4)年 の 「棄児養育米給与方」

を活用した(東 京都養育院1995)。1896(明 治29)年 の 『東京市養育院実況』によれ ば、

里親に委託 された乳児は満3歳 に達すると帰院させ られることになっていたが、大正期

の半ば頃か ら里子の心情、発達 を考慮 し、「里流れ制」 と称 して乳 児期か ら義務教育終了

後 まで里親の もとにおかれた(松 本1997)。

さ らに、岡山孤児院の石井十次は、日露戦争勃発 を機 に1905(明 治38)年 、学齢児の

みな らず乳幼児 も積極 的に受 け入れる方針 に転換 し、イギ リスのバーナー ド・ホームにな

らって里預児事業を開始する。岡山孤児院 について研究 した細井勇は、里預児事業につい

て 「近世的な るものを本質的に継承する側面があった ことは否定できないであろう。しか

しなが ら、バーナー ド方式を採用 した点で、また、養子縁組制度 とは全く区別 された里親

委託制度であったという点で近代 的な性格 を有 していたといえよ う」(細 井2009:271)

と評価 している。

明治 ・大正期 を通 して乳児を収容哺育することは技術的に困難であ り、福 田会育児院や

岡山孤児院などでは保護 した乳児は一般家庭に委託 し、その子 どもが学齢に成長すると呼

び戻 して収容 した。生江孝之はそ うした孤児院における救育的要素をもつ里預 けの原則 を

批判 した。

顧みて、我邦の状態を見るに、乳兜を保護す る育兜院の十中八九即ち現在四十を超

ゆる施設 に於ては、各々これ を家庭委托 とな して居る。而 して其の委托期間は乳児よ

り三四歳 までを通則 とし、時 には學齢に達す るものもあるが、これ は寧 ろ稀有である。

な ほ委托家庭の選澤 に就ては、多少調査を鋏ぎ、且つ其の後の監督不徹底な りとの非

難がないではないが、岡山孤見院、福田会育兜院、平安養育院等の如 きは、周到なる

23



注意 と調査 との下 にこれを委托 し、其の後の監督 も亦周到なるを以て、其の成績亦従

つて佳良である。され ど其の委托期間は既記の如 くに、極 めて短期であって、學齢中、

若 くは進んで徒弟委托 となすか、保護解除に達するまで、その委託を緩績するが如き

は絶無である。我邦 も亦 この鮎に関 しては収容制度 を全然廣止 して、専 ら家庭委托 と

なす の英噺に出つ るの期の近か らんことを切望 して蜴まぬのである(生 江1923:

257-8)o

日本の社会事業施設 において堕胎 ・間引きの防止 を目的に掲げるものは少数であ り、幼

児 ・学齢児の収容保護のかたわ ら、棄児 として入院す る乳児の院外委託が行われた。近世

か ら行われてきた 日本の里子慣習を踏襲 して 「里預け」を行 うものと、また、欧州諸国は

長 らく養子法を持たなかったが、そ うした国々の孤児院 における里子委託の実践をモデル

に した 「里預け」を行 うものがあった。教育的側面を もつ戦前の孤児院は、里子が成長す

ると教育の対象 とみな して再び収容 した。

3.養 子 ・貰い子 ・里子に関する取締

3-1棄 児養育米給与方

私生子が堕胎 ・間引きを免れた場合でも、親が 自分にかわる養育者 を見つけ られなけれ

ば、捨て子がなされた。捨て子は、第三者による養育を期待 して子 どもを生かす手段でも

あったが、状況 によっては生命を落としかねない危険を伴った。1880(明 治13)年 に制

定された刑法において も 「幼者ヲ遺棄スルノ罪」が設け られた。

刑法(明 治13年 太政官布告第36号)

第三編第一章第九節 幼者又ハ老疾者ヲ遺棄スル罪

第三百三十六條 八歳二満サル幼者ヲ遺棄シタル者バー月以上一年以下ノ重禁鋼二

慮ス

自ラ生活スルコト能ハサル老者疾病者ヲ遺棄シタル者亦同シ

第三百三十七條 八歳二満サル幼者又ハ老疾者ヲ蓼関無人ノ地二遺棄シタル者ハ四

月以上四年以下ノ重禁鋸二虚ス

第三百三十八條 給料ヲ得テ入ノ寄託ヲ受ケ保養ス可キ者前二條ノ罪ヲ犯シタル時

ハ各一等ヲ加フ

第三百三十九條 幼者老疾者ヲ遺棄シ因テ療疾二致シタル者ハ輕懲役二庭シ篤疾二

致シタル者ハ重懲役二慮シ死二致シタル者ハ有期徒刑二庭ス

第三百四十條 自己ノ所有地又ハ看守ス可キ地内二遺棄セラレタル幼者老疾者アル

コトヲ知テ之ヲ扶助セス又ハ官署二申告セサル者ハ十五日以上六月以下ノ重禁
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鋼二虚ス

若シ疾病二罹リ昏倒スル者アルコトヲ知テ扶助セス又ハ申告セサル者亦同シ

8歳 未満の子 どもを遺棄 した者 は1ヶ 月以上1年 以下、暗闇や無人の地に遺棄 した者は

4ヶ 月以上4年 以下の重禁鋼刑に処され、それが給与 を得て他人の子 を保養すべき立場 に

ある者であれば刑期が追加された。遺棄によ り病気 、死亡 に至 った場合は軽懲 役、重懲役、

有期徒刑に処された。また、発見者が遺棄 された幼者 を助 けなかった場合、または官署 に

申告 しなかった場合 にも重禁鋼刑となった。

遺棄された子 どもの養育に関 しては、戸籍法が公布された1871(明 治4)年 に、太政

官達 「棄児養育米給与方」が出されている。

棄児養育米給与方(明 治4年 太政官達第300号)

従来棄児救育ノ儀所預 リノ分ハ養育米被下貰受人有之分ハ不被下候処自今預リ貰

受二不拘棄児当歳ヨリ十五歳迄年々米七斗ツ、被下候問実意養育可致事

これによ り、棄児の預 り人又は貰受人に対 し、国庫よ りその児童の満15歳 に達するま

で、1ヶ 年米七斗を給与された。実際は、前月の下米相場を代金に換算 して3ヶ 月分ま

で渡 された。1873(明 治6)年 の改正で年齢が13歳 に引き下げ られた。また1877(明

治10)年 には、満13歳 未満の棄児を 自費で養育するよう願 い出た者が これを許され、さ

らにその子が13歳 になった ときに賞与された。この自費養育者への賞与は、褒章条例が

施行 される1982(明 治15)年 まで続 いた。1ヶ 年米七斗の給与のみでは養育が難 しかっ

た ことか ら、1981(明 治14)年 には府県の救育費中よ り補給 し得ることになった6。

1874(明 治7)年 に憧救規則が制定 されていたが、1898(明 治41)年 に出された内務

省通牒 によって、笹救規則に該当する被救者 に対 しては 「すべて市町村、若 くは府県 に於

て、救助すべ し、其の及ばざる場合に限 り、国庫支弁 となすべ し」とされた。生江(1923)

によれ ば、これによって国庫の支給を受ける幼弱者が激減 した。棄児及び幼弱者の養育法

につ いては、東京市養育院を除けば、市町村が私人又は私設団体 に委託する ことが普通 と

なった。1922(大 正11)年 末 に棄兜養育米給与方で養育 されて いた者は755人 であ り、

1929(昭 和4)年 の救護法制定に伴って棄児養育米給与方は廃止された。

3-2県 令 による乳幼児の養児保護

親が養育できない子 どもを何 らかのかたちで 引き受けた者が、とくにその子 どもの養育

につ いて報酬を受けて いる場合に、不適切な養育者であることが少なくなかった。そ こで、

1893(明 治26)年 に福井県 、1895(明 治28)年 に徳島県、1897(明 治30>年 に愛知県

な どが、報酬を得て乳幼児 を養育する者の届出を義務づけた。
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福井県令第六十五号

何等の名義を以てするに拘はらず六年未満の幼児を金銭其他の報酬を得又は得る

の契約を以て子養し若くは受託養育する者は其児の実父母私生のものは其の母の住

所氏名を記し七日以内に所轄警察署又は分署に届出づべし

実父母又は生母は幼児保護の目的を以て其養育主の住所氏名を記し養育主所在地

の警察署又は分署へ届出ることを得(社 会保障研究会編1982:691)

徳島県 育児保護規則

第一条 何等の名義を以てするに拘はらず金銭其他の報酬を得又は得るの契約を

以て六歳未満の幼児を子養し若くは受託養育する者は其幼児の父母(父母なきときは

其保育者)と 連署の書面を以て七日以内に所轄警察署又は同分署へ届出づべし(社 会

保障研究会編1982:690)

愛知県令第九号

何等の名義を以てするに拘はらず金銭物品其の他の報酬を受け又は受くるの契約

を以て五歳未満の幼児を引受け養育するものは引取たる日より七日以内に左の事項

を記載し所轄警察官署に届出づべし届出の後其の事項に変更を生じ又は養児死亡し

たるときは即日届出べし(社 会保障研究会編1982:691)

これ らは後に、児童保護立法 にお いて構想 される里子・貰い子の保護法のモデルとなる。

高田慎吾が伝えている愛知県の養児保護は、次のよ うな取 り組みで あった。

1報 酬を受け又は受 くるの契約を以て五年未満の幼見を引き受け養育する者は、引

取 りたる 日よ り七 日以内に所轄警察署 に届 け出ることを要す る。

2届 書の記載事項は養見の氏名、生年月日及其實父母(私 生子 にあ りては其母)の

住所氏名。養育料、其他の報酬を受 け又は受 くる契約 に関する事項。養育者の住

所、氏名及其家族の員数。

3警 察官署に於て必要と認めたるときは随時臨検することがある。

4制 裁としては三 日以上十 日以下の勾留又は一圓以上一圓九十五銭以下の科料。

(高田1928:120)

愛知県 では金銭を受け取 って4歳 以下の乳幼児を養育する者は、警察署へ の届出が求

め られ、さらに随時立 ち入 り検査を受けることとなって いた。届出を怠った場合には勾留

または罰金が制裁 として科 された。
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警察 による取締が行われるよ うになった明治末期以降、養育料 とともに乳児 を預かった

者が乳児を養育せず に殺害する事件が各地で発覚 した。1912年(大 正元)年 には、愛知

県で6年 間にわた って110人 の乳児を殺害 していた一団が逮捕 され、東京市や滋賀県で

も乳児10数 人を殺害 していた者が逮捕され た。大正期を通 じて貰 い子 の乳児の遺棄や殺

害を繰 り返す事件の報道が後を絶たなかった。宮島(2007)に よれば、r洛北名物里子の

話』として有名な1924(大 正13)年 の京都府社会課 による里子村の調査 も、こうした里

子 ・貰い子殺害の社会問題化を背景に実施 されている。

三田谷啓は、里親の元で乳児が死亡す ることにつ いて、次のように述べて いる。

里子 を保護 してその 目的 を十分に果たす ことは乳児保護事業の大切なる一部分で

ある。公費の場合 は支給 も確実で監督 も相 当に出来るが、私費の場合には種々の弊害

を生ずる ことがある。これ には理由がある、例へば生母は一定の職業 を有 し乳児を我

が手よ り早 く離す ことを要件 とし成るべ く安低廉の費用を以て哺育 してくれる里親

を第一の条件 とするが ごとき場合である。又私生見の母の如きは我子の生死よ りも寧

ろ早く母 と離 るることを望むやうな場合である。

又里親の うちにも必ず しもこどもを愛育する ことに興味 あるもののみではない。多

くの里親は利益を主とするのである、故 に里子の健康状態は極めて不良の ことが多い

(三田谷1923:231-32)。

また、高田慎吾は、欧米 における里子の保護や養子縁組の取締 と、日本国内の県令を比

較 した上で、次のように提案 した。

外國の立法例及我が邦 に於 ける所謂里子保護規定を通覧す るに養見 を引取 りたる

後 に、届 けさせ ることよ りは引取 り以前に豫め許可を受けさせる方が保護の上に適當

であると思はれ る。又、養見の発育を指導監督する為に、特 に巡視員 を設置すること

は、我が縣令の軍 に生命 に封す る危害を取締 らんとするに比し、一歩を進めたるもの

と認められる。故に将来我が邦に於て此の種の法規が新た に制定せ られ る場合には、

又早晩制定せ られねばな らぬのであるが、其の時には全國一般 に施行すべき法律 を以

て し、而 して之が施行は軍に刑事犯罪の取締 りと云ふことだけでな く、一歩 を進めて

幼兜の襲育状態を検視 し、更に養育上適當なる指導 をなすべき機 關の設置が必要であ

る と思ふのである(高 田1928:123-4)。

こうした議論がなされる間にも、後 を断たない貰い子殺害に関 しては、刑法で もって厳

しく処罰された。1929(昭 和4>年 に世界恐慌が始ま り、翌1930(昭 和5)年 には東京 ・

板橋 の細民街で貰われた乳児41が 殺害 された疑惑が 「板橋貰い子殺 し事件」として報 じ
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られた。 また、1933(昭 和8)年 の 「目黒貰い子殺 し事件」では、川俣初太郎が再犯で

25人 の乳児を殺害 して死刑に処されている(村 野ほか編2002)。

3-3児 童虐待問題への転化

三 田谷啓は、新聞報道された116件 の実子及び貰 い子の虐待について、記事を収集 し

て 『児童虐待 に就て』(1920年)と いう小冊子 に概要 と傾向まとめた。それによれば、児

童虐待 の主な目的は、生活難(21.0%)、 金銭 目的の貰子殺 し(15.1%)、 私通妊娠(8.4%)、

家庭不和(8.4%)で あった。新聞報道 された貰い子虐待 は18作 で、虐待 された貰い子の

数は209人 に達 し、その内の135人(64.5%)が 死亡 して いた。三 田谷 は、児童虐待者

につ いて次のように記 して いる。

見童を虐待 して死に至 らしむるものは父母其主をなす。これ等は概ね突如として児

童を殺す にあ り。養父母が所謂貰ひ子殺 しを断行す るは突如にあ らず。即ち此場合に

あ りては見童 を栄養不良に陥れ併せて之 に身体危害を加ふるな り。故に見童は漸次衰

弱 して其状殆 ど病死に髪髭た り。これ其唯一の手段な り。貰子殺 しは一種 の商法な り。

実例を見たるものは其残虐なる手段 に戦標すべ し(三 田谷1920:5)。

とくに貰い親による子 どもの殺害は計画 的であり、「一種 の商法」となっているという。

生江孝之は、乳幼児の生命保護が必要であるとし、乳児里預けにつ いて以下のように述べ

ている。

見童虐待防止事業中、等閑に附す ことの出来ないのは、乳見里預 に關する取締であ

る。され ど政府 も、民間も、この問題に封 して注意を喚起 し、人道の上よ りしてその

不法を唱道す るに至つたのは、寧ろ鞭近の異に属する。今や見童保護問題中乳幼児死

亡率減少 に關しては、各國競ふて諸種 の方法を講 じ、以てその實効 を挙 げんと期 し

つ1あ る際なれば、里預取締に関 して も、亦法律を制定 して、これが働行に努めつS

あるは、事實のS明 する威である(生 江1923:276)。

1922(大 正11)年 度の 『本邦社会事業概要』によれ ば、1919(大 正6)年 度末に行わ

れた内務省の調査で、報酬を得て養育 されている16歳 未満の里子 ・貰い子 は、里子が9,879

人、貰い子は9,891人 であった(東 京府 を除く)。 これ らの子 どもの養育者は、農家が最

も多 く、芸奴屋 、貸席、遊芸稼な どの職業に従事 している者 もあった。この調査結果に関

連 して、内務省は 「養見保護」 を以下のよ うに解説 している。

里子貰子等の養見の中には私生見、極貧者の見童等多く、又保育人は利益 を目的と
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し、児童 を犠牲にする場合多きが故、養育児童の健康並びに教育 に関 し公の保護監督

を行ふ こと極 めて重要な り(内 務省社会局1922:129)。

内務省 は里子 ・貰い子の 「健康」 「教育」 に関する保護監督が必要であるという認識に

基づ いて、1918(大 正7)年 に発足 した救済事業調査会に対 して 「養兜保護」 に関する

法規の提案を求めた。このとき調査会が作成 した養児保護に関す る法案要綱は以下である。

三 左ノ要綱二依 リ養見保護二関スル法規ヲ制定スルコ ト

(一)養 見 ト稻スルハ左 ノ各號 ノー二該當スル十四歳未満 ノ見童 ヲ謂 フコ ト

(1)委 託二依 リ養育セ ラル 、者

(2)養 子縁組二依 リ養育セ ラル 、者

(3)其 ノ他扶養義務者若ハ同一ノ家二在ル者以外ノ者二依 リ養育セ ラル 、者

(二)養 見 ヲ養育セム トスル者左 ノ各號 ノー二該當スル トキハ養見ヲ引取 リタル時

ヨリ七 日内二住所地市町村長二届 出ツベキコ ト但 シ養 見家督相続人タル場合

ハ此 ノ限二在 ラス

(1)何 等ノ名義 ヲ以テスルヲ問ハズ報酬 ヲ受ケ又ハ之 ヲ受 クル 目的ヲ以テ養

見 ヲ養育セム トスル者

(2}

(3)

(4)

(5)

(6)

乳母ナクシテー歳未満ノ養見ヲ養育セムトスル者

養見二名以上ヲ養育セムトスル者

公費ノ救助ヲ受クル者

内務大臣ノ指定スル業務二従事スル者(中 略)

内務大臣ノ指定スル犯罪二因リ刑ノ執行ヲ受ケタル者又ハ刑ノ執行猶豫

中二在ル者(中 略)

(三)前 項ノ規定二依 リ届出ノ義務ヲ有スル者ハ養見死亡シタルトキハニ十四時間

内二養見ノ養育ヲFr止若ハ停止シタル トキハ七日内二所在地市町村長二届出

ツヘキコト

(四)地 方長官ハ第二項各号ノー二該当スル者二対シ必要アリト認ムルトキハ養育

ノ停止若ハ屡止ヲ命シ又、養見ヲ公益法人其ノ他ノ者二引渡サシメ其ノ他養

児養護上必要ナル処分ヲ為スヲ得ヘキコト

(五)前 項ノ場合二於テ地方長官ハ養育者二封シ養育上必要ナル費用ノ負澹ヲ命ス

ルヲ得ヘキコト

(六)第 二項第三項ノ届出ヲ為サ、ル者及第四項ノ規定二依ル命令二違反シタル者

ハ百圓以下ノ罰金二虚スヘキコト

(七)養 見ヲ養育スル者養児ノ親戚又ハ児童保護ヲ目的トスル官立公立若ハ公益法

人ノ施設其ノ他見童保護二関シ行政官廉ノ許可ヲ受ケタル施設ナルトキハ前
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各項 ヲ適用セサル コ ト

(内務省 社会 局1920:53・5)

子 どもの年齢は、里子 ・貰い子保護 を目的とした各県令のように 「五歳未満」 「六年未

満」ではな く、 「十四歳未満 ノ児童」 と拡大された。ここに見て とれるのは、「養児保護」

が明治期以来、乳児の殺 害として問題化 していた 「貰 い子殺 しの防止」だけでなく、年長

児に対す る酷使 ・虐待 ・不適切な労働の強制 を取 り締 まるという 「児童虐待防止」の機能

をもった ことである。

日本の社会事業行政は明治初年以来、内務省地方局の所管であったが、1917(大 正6)

年に地方局内に救護課が設けられ、翌々年 に社会課 と改称 したのち、1920(大 正9)年

内務省に社会局が新設 された。このよ うな社会事業行政の拡充期にあって、1919(大 正8)

年およびその翌年 に、内務省 は欧米諸国の法規を全文翻訳 した 『欧米各国児童保護に関す

る法規』を刊行 している。欧州では、英国の幼年者法(1908年)、 ベルギーの児童福祉法

(1919年)、 ドイツの児童保護法(1922年)、 フランスの乳児保護法(1874年)、 私生児

及び其の後見に関する法律(1907年)a児 童虐待防止法(1916年)に よって 「児童保護

法制」が確立 しつっあった。

日本の内務省社会局 にお いても、英国や ドイツのよ うな総合法的な立法構想 「児童保護

法案」が立案 されてお り、養児に関する規定の要綱 としては上記の要綱に対応する事項が

含 まれていた(三 田谷1923)。1926年 度版の 『本邦社会事業概要』では、「養児保護」は

「児童虐待防止」ではなく 「乳幼児保護」の分類項 目に含 まれている。

1926(大 正15)年6月 の閣議決定によって 「社会事業 に関する事項」 につき諮問を受

け、内務省社会局に社会事業調査会が設置された。1927年12月 に調査会総会で 「児童

保護事業に関する体系」が決議 され、内務大臣に答申された。寺脇隆夫が入手 した内部文

書によれば、調査会の審議の過程 にお いて 「養児保護」は草案時点で 「乳幼児保護」に含

まれたが、答 申の時点では 「児童虐待防止」の項 に変更されて いた。これにつ いて寺脇は

「従来か らの長年にわたる立法課題であった養児保護問題は、児童虐待 防止の項に含めら

れた。辛 うじて取上げられた とは言え、独 自の取締法規の制定をうたって いた経緯か らす

ると、霞んで しまった感が否めない」(寺 脇1998:43)と 指摘している。

この時期、社会局は 「児童保護法案」に見 られる総合法的な立法を断念 し、単行法立法

による児童保護事業の整備へ と方針を転換 していた。1930年 に社会局が作成 した 「児童

保護法案」には報酬 を受けて養育する者への届出規定があ り、実現可能な児童虐待防止の

単行法において 「養児保護」が試み られた。 しか し、1933年 に成立 した児童虐待防止法

の条文では、養育者による乳児の殺害 を防止するような規定は設け られなかった。

見童虐待防止法(昭 和8年4月1日 法律第40号)
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第一條 本法二於テ見童ト稻スルハ十四歳未満ノ者ヲ謂フ

第二條 見童ヲ保護スヘキ責任アル者見童ヲ虐待シ又ハ著シク其ノ監護ヲ怠リ因テ

刑罰法令二燭レ又ハ燭レル虞アル場合二於テハ地方長官ハ左ノ慮分ヲ為ス

コトヲ得

一一、 見童 ヲ保護スヘキ責任 アル者二封 シ訓戒ヲ加 フルコ ト

ニ 、 児童 ヲ保護スヘキ責任 アル者二封 シ條件ヲ附 シテ見童 ノ監護ヲ為サ シムルコ

ト

三、 見童ヲ保護スヘキ責任 アル者 ヨリ見童 ヲ引取 リ之 ヲ其 ノ他 ノ私人ノ家庭又ハ

適當ナル施設二委託スルコ ト

前項第三號ノ規定二依ル威分ヲ為スヘキ場合二於テ見童ヲ保護スヘキ責任アル者親

権者又ハ後見人二非サルトキハ地方長官ハ兇童ヲ親権者又ハ後見人二引渡スヘシ但

シ親権者又ハ後見人二引渡スコト能ハサル トキ又ハ地方長官二於テ兜童保護ノ為適

當ナラスト認ムルトキハ此ノ限リ在ラス

日本の児童虐待 防止法は、フランスのように被虐待児 を対象 に個別的に児童保護立法 を

行ったものである。この法律は、主に乳児期以降の年長 の子どもの酷使 ・搾取、暴行 ・傷

害な どを禁止す る目的で、児童虐待の発生に際 して地方長官が行使できる権限について定

めた ものであった。

貰い子 ・里子となる乳児の殺害を予防する規定 は、フランス法にお いては乳児保護法 に

含 まれてお り、日本の児童保護事業にお いて も乳児保護の一環 として立法 される ことが期

待 されたが、これはついに実現 しなかった。戦後、生江孝之は貰 い子保護の立法が実現 し

なかった ことについて、政府の一隅よ り相当強度の反対意見があった として、以下のよう

に回顧 している。

その反封理由は何であつたろうか。これは當時秘密事項 として公表をはばかつたの

であるがiこ れは極めて非人道 的なそ して封建的な思想の慮産であった。

即ち貰子 として取扱われ る私生兜は、多 く富豪や貴族等の所謂特殊階級 の隠子なの

で、もし養見の場合一律に届出を要する ものとすれ ば自然 これ らの身分が公 にされ、

特に貰子殺 しの如 き不祥事件が発生 した際 には、その結果特権 階級の威信 を失 い、ひ

いて風教 上にも悪影響 を及 ぼす嫌があるとして、その立法化 を阻止することを主張 し

た と思はれるのである。これ は嬰児生命保護上極めて重大な問題である。調査会 に於

いてはこの保護を力説 したが、遂 にその後依然藷態 を保持 して いるのは主 としてその

ためであろう。人道的にも忍び難 い痛恨事である(生 江1947c:10-1)。

しか し、この種の主張が次 々と発覚す る貰い子殺 しの社会問題化に、いつまでも対抗で
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きたのかは疑 問である。養児保護は、養子 ・貰 い子 ・里子 の養育者に対する取締であると

同時に、母親に代わる適切な養育者を私生子 に与える仕組みの構築で もあった。なぜ養児

保護 は、戦前の児童保護事業の課題た りえなかったのか。それは1920年 代に、乳児 に関

わる児童保護立法おいて重要な転換が起きていたか らである。すなわち、母性の規範化、

「母子」 という単位の標準化である。
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第2章 母性の規範化 と 「母子」という単位の標準化

(1914-1942年)

養児保護が児童保護立法として独 自の規定 をもたなかった ことにつ いて、姜(2010)

は生江が指摘 したような政府内の抵抗 を直接的原因ではな いか と推測 した上で、その後の

母子保護法で 「母子jが 保護対象になった ことについて注 目している。 これ まで1910年

代か ら1930年 代における母性保護運動 と母子保護法制定につ いては、女性史研究や救貧

制度研究 において母性論や母子一体論 に関す る検 討がなされている(今 井2005;富 江

2007)。 本章は、こうした先行研究か ら示唆を受けて、乳児死亡率低減政策か ら戦時厚生

事業において、乳児期の私生子に対する保護が どのよ うに論 じられ、政策化 したのかを検

討する。

1乳 児死亡率問題

H乳 児死亡率と私生子差別

人 ロ動態統計が整備 された1890年 代頃、日本の欧米諸国よ りも低 い乳児死亡率であっ

たが、1910年 代には上昇傾向を示 した ことか ら、保健衛生政策 、人 口学、医学、社会事

業の各分野で乳児死亡 問題の対策が議論された。1916(大 正5)年 に 「保健衛 生調査会」

が発足す る。1920(大 正9)年 に同調査会 において 「児童及妊産婦保健増進に関する件」

が決議され、 これ以降さまざまな乳幼児保護政策が国 を挙げて推進 された。

栄養 ・育児 に関する知識の普及がはか られ 、児童健康相談所や小児保健所が設置された。

産婆の量的拡大が 目指され、公設産婆や巡回産婆の制度、公私の妊産婦保護施設も設立 さ

れた。 こうした都市 ・農村部 における妊産婦 ・乳児保護政策の結果、1923年 以降に乳児

死亡率は低下傾向を示 しはじめた。伊藤(1998)は 、 とくにこの 「近代産婆」 の供給が

乳児死亡率 を低下 させ る要因 となった ことを明 らかに している。

大正期に行われた乳児死亡関連の諸調査では、主に地域、季節、居住、栄養、疾病等 と

いった乳児死亡 の主な環境的要 因の究明が 目指された。死亡乳児の公生 ・私生の区別でも

統計が とられ、私生子の死亡率が公生子よ りも高い ことが明 らかになった(中 川1917)7。

しか し、日本の乳児死亡統計における私生子死亡率の調査 について、岡崎文規は諸外国の

私 生子問題研究の成果を踏 まえて、その不備 を以下のように指摘 している。

私生見 の乳見死亡率は公生鬼の乳見死亡率に比較 して、何故 に高いのであるか。

Prinzingは 、私生見の生活能力微弱、養育上 の鉄陥、不適當の螢養の三つを挙 げて

いる。(中 略)そ してPleifferは 、所得 と生計費および住居の関係よ り、社会階級に

33



よる乳児死亡率を論 じ、私 生見の死亡率は最 も高く、之 に亜いで労働者階級の乳見死

亡率が高く中産階級、富裕階級 に進む に伴れて乳児死亡率の低下 している事實を示 し

ている。しか し、我國に於 いては、之 を實護する統計資料が全 く鋏けている事を遺憾

とす る(澗 崎1934:134)。

日本における乳児死亡率低減政策 の主眼は、一般的な家庭にある大多数の乳児が適切

な衛生環境で育て られる ことであ り、私生子問題は政策課題の中核 に置かれていなかった。

とはいえ、私生子の死亡率への注 目は、それまでの私生子保護問題の射程を、養育料 目

当ての殺害が相次いでいた里子や貰 い子 となる乳児保護か ら、私生子一般の生育環境へ拡

大させた。生江孝之は、諸外国の乳児死亡 に関する研究成果を踏 まえ、私生子の乳児死亡

率が高いことは人道問題、社会問題であるとして、国家と社会の責任を問うている。

およそ見童はその父母 を選ぶ椹利はない。故に自己の生存に封 して如何なる父母よ

り生れ 出つるとも、自己 には何等の責任を有たないのである。然るに不幸にして未婚

の母の胎内に宿 り、私生見として、世に生れたがために、既に胎児の時よ りして悲惨

なる境遇に置かれ、なほ出産後 の哺育方法が如何にも不十分である結果、遂に前表 に

示すが如き、痛 ましき状態 を見 るのである。さればこれ を如何に取扱ふべ きかは、實

に大なる人道問題、社會問題であらねばならぬ。子女に何の罪がある。若 し其の母 に

して充分なる養育を為 し能はな い場合には、その父を強要 して、その扶養の任 に当 ら

しめる ことは勿論、なほその他に於 いて扶養を為 し得ない ときは、國家が責任 を以て

これを保護すべきは蓋 し當然 の道である。故 にこれ等の悲惨なる事實を統計的に知 り

得た以上、社會は これに対 して徹底的にその善後策 を講 じなければな らぬ筈である

(生江1923:312-3)。

生江は私生子問題の 「その父母の貞操問題は暫 く措き、藪に狐々の声を挙げた小さきも

のに対 して は、父母が協力してこれ を保護教養すべきは勿論なが ら、而 も若 しその能はざ

る者にあつては、國家が代わつて、そ の任に當 らな ければな らぬ」(生 江1923:313・4)

と述べ、その対策については欧米 における私生子保護の方向性 とその発達 を模範 として、

以下の3点 を挙 げた。

一、その父の認知を容易な らしむること、出産登録の際、戸籍面よ り私生兜 という

名稻 を除去 し、国家は公生見 と私生見 とに対 し、何等 のAq別 を設 けざること。

二、未婚妊娠婦 と私生見に対 しては、一定の施設 または適當の家庭 に於て、徹底的

に保護を加ふること

三、社會はすべての見童を一様に保護せざるべか らず との 自毘を有す ること。
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(生 江1923:314)

また、穂積重遠 は、「私生子の優待 と虐待 とは何れが正 しいであらうか」(穂 積1919:

24)と いう問いを立て、日本の私生子問題に風紀論 と人道論 の対立をみている。そ して、

社会 における私生子への差別をな くすための第一歩 として、民法における 「私生子」とい

う名称の撤廃が必要だ と主張 した。

男女關係の純潔 を重ん じ婚姻を尊重す る精神は元よ り尤 もな考である。併 しなが ら

生れた子供に何 の罪があるか、生れなが らにして刻印 を押 し肩身狭 く渡 らしむる人道

上確かに残酷な行為と思ふ。そこで之は何ち らにも道理がある。然 らば何れに重きを

置 くべきか、嫡出子 と同様にお くべきであるか、又は何の程度 にお くべきであ らうか。

又法律上のみな らず社會上の函別は今日の實際に於 ては社會上 の方が強いや うであ

る。不良少年の統計を調べてみても私生子に最 も多い。又子供の死亡率を調べて見て

も私生子は非常に多 く死ぬ。之は粗末に取扱われ る結果 と見なければなるまい。又子

供に封す る犯罪、即ち堕胎の如きは多 く私生子の場合である。之等 も私生子虐待の結

果 と論ぜ られている。我國の民法 に於ては可な り親子の關係 も認めて いるし、先づ先

づ遺憾なきに近いが、社会上の取扱 に就ては第一に考ふべきは私生子 といふ名稻であ

る。斯様な名称を附 して嫡出子 と踵別す るということは果た してよいことか どうか。

私は寧ろ代わ りの名称 を考へるよ りも、父不詳 といふだけに止めて、嫡出だの私生だ

のという名前を全康 したいと思ふ(穂 積1919:25)。

大正末期には人権擁護思想か ら、私生子 に対する社会的差別、た とえば戸籍に「私生子」

とあるために、公職に就けな い男性、女学校 に入学できな い女性、繰談が破談 になる女性

の存在が社会問題 とされて いたが、同 じ時期に私生子 の死亡や堕胎も論 じられていた。

「私生子」という公的な名称 と差別の実態が結びつけ られてい くなか、1925(大 正14)

年 に民法改正の臨時法制審議会が、「民法親族編中改正ノ要綱」を決議 した。

第三 庶子ノ父二配偶者アル場合二於テハ、其同意アルニ非ザレバ父ノ家二入ルコト

ヲ得ザルモノトスルコト

第九 家督相続入ノ順位二付テハ、嫡出子ハ女 ト錐モ庶子二優先スルモノトスルコト

第十九 私生子ノ名称ハ之ヲ廃止スルコト

同要綱では、民法の親族 ・相続編 についてのさまざまな改正案が示 されたが、嫡出子 ・

庶子 ・私生子 に関 しては、庶子 を優遇8した家制度の衰退 と社会的な私生子差別への配慮

がみ られた。妻は夫の庶子の母 となる ことを拒む ことができ、家督相続では実母子 関係が
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考慮され、また父子関係 の有無のみで子を区別する名称 は好 ましいものではな くなった。

これ らの変化にあえて共通性 を見出す とすれば、「血縁」 と 「女性」 の重視であ り、すな

わち実親子関係 にお ける 「母」の重要性が増 した点である。

1-2私 生子の死産率

さらに、乳児死亡率に加えて 「死産率」 に調査の関心が広がる。死産届9は死亡届 とは

別であったため、明治期か ら死産の数に関する統 計は作成されていた(内 閣統 計局1898)。

自治体 による統計調査では、地域 ・性別 ・季節にお ける傾向の分析 に加え、死産の公生と

私生の区別 もなされていた(石 川県第一文書課1887)。

乳児死亡率低減政策に伴って注 目されたのは死産の 「率」であ り、公生子 と私生子の死

産率の差は、乳児死亡率の差よりも顕著で、統計上でも2倍 以上の差がみ られた。1926

(大正15)年 度の死産数は124,038で あったが、その うち公生子 の死産数が98,972で

全体 の8割 に当り、私生子 の死産数が25,054で 全体の2割 を占めた(穂 積1928a)。

穂積重遠 は、死産率が私生子の問題 を深刻に物語 るとして、以下のように指摘する。

この私生胎見の死産率は明治年間 に比 して一向減 って居 らぬ。更 に前記の生産数と

併せて計算 し直 してみ ると、公生の胎見百の中生きて産まれるものが九十四、死んで

産 まれるものが六、私生の胎兜百の中生きて産まれるものが八十六、死んで産 まれる

ものが十四と云ふ ことになる。この 「私生」にはやは り内縁の夫婦の子が含まれてい

るのだから、眞の私生子 についての死産率は分からないが、もし真の私生子だけの統

計を取 り得た ら、死産率はモッ ト高まるかも知れぬ。而 して其外 に私生胎兜は所謂 「闇

か ら闇に」葬 り去 られて統計に載 らぬ死産をすることが相當あ り得るのであつて、要

す るに私生胎見に死産の多い ことは争えない事實であり、それが又私生子問題研究の

重要 さを増す(穂 積1928a:244-5)。

ここで私生子保護の関心は、その私生子 を生む親へと向けられ るようになる。第三者に

よる貰い子の殺害 に先立つ問題 として、あるいはそれ に通底するものとして、生み親 によ

る私生子の堕胎 ・間引きが問題化 される。同 じ頃、高田慎吾は私生子の堕胎 ・間引きにつ

いて、以下のよ うに指摘 している。

私生子は親 にあ りては不要児である。其の出生は寧 ろ呪はれた もの と云ってよか ら

う。故 に堕胎、嬰見棄殺等の行為が此の種の見童に封 して古 くか ら行われた。我が邦

に於ては、堕胎のことを一般にマビクと構せ られるが、問引きは必ず しも堕胎ばか り

でな く、墜殺 、遺棄を意味する ものである。(中 略)而 かも現在尚此の風習の跡 を絶

たないことは新聞種子となって時々現れる(高 田1928:118)。
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私生子 という存在が、胎児の頃か ら出生 ・養育 に至 るまで、つねに生命の危機 にあると

いう構図が共有された。乳児一般 に対する保護政策がすすむなかで、置き去 りにされてゆ

く存在 として私生子が際立 っていた。このとき、私生子の死亡は保健衛生の知識や技術の

普及の如何ではな く、社会 的要素を多分に含む問題であることが認識された。

民法上の 「私生子」という名称が私生子差別の象徴 となったのだが、その名称 の撤廃は

法制審議会の決議か ら17年 が経過 した1942(昭 和17>年 の民法改正を待たね ばな らな

かった。この間、私生子の死産 ・死亡に対する関心 の高まりは、児童保護政策にどのよう

な影響 を与えたのだろうか。

1-3母 子ホーム

増田抱村は、私生子 に対する法的、社会的差別が厳然とあることか ら、社会事業 におい

て私 生児救済制度が必要だ と唱えた。そ の方法論は、従来の里子 ・貰い子 に対する取締で

はな く、私生子 をそ の母か ら分離 させな いという発想であった。

社會は因襲上及び法制上私生兜に封 して嫡出子よ りも不利益なる地位に置 くので

ある。これは少な くとも、私生見 に対 して社會が恥辱を与へた る結果である。私生子

が社會生活上、かかる不利益なる境遇を運命附 けた とすれば、社会問題上、救濟封象

として私生子 を取扱はなければな らぬ。殊に私生子に して貧困な る階級にある ものに

あ りては、社會生活に於て向上す る機會が殆 どないと云ふてもよい。それ故 に私生見

は他の種類の児童に於 けると等 しく、之が救濟の為に社會事業は一層努力せね ばな ら

ぬ。(中 略)方 法論 としては母に封する方策よ りも先づ、その見童に封 して力を入れ

ることが大切で ある。未丁年 の母が、私生見を養育所な どに預け、日本な どでは里子

にや り、若 くは金を附けて呉れてやるのであるが、このや うな ことをす ると、小児の

多 くは死亡することになって いる。マンゴール ド教授 の如きは、此 の鮎に就いて説 を

為 している。 「自分は此の問題 につ いて、小供は生存さしてや り度 い。母を してその

小供の養育か ら全 く手を切 らせ度 くないそれか らまた見童か ら私生子 という悪名を

除き度 い」 と(増 田1925:111)。

増田は、私生子の出生登録の手続きにおける工夫、父の私生子に対する責任 の追及の必

要性を強調 した。高田慎吾 もまた養児保護 に関連 して、私生子の母が子を手放 さざるを得

ない こと自体が根本的な問題であると示唆 している。

然るに、多 くの人の私生子 の母 に封する庭置は、子に対す る婦人の愛情を断たんが

ために、分娩時に之を引離さんとするのである。而 して斯か る子供は貰子又は里子 と
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して養育を他人に託 されるのであるが、其の運命は眞にはかなきものであるか ら、英

国に於ては一九〇八年 の児童法第一編第一一章に嬰児の生命保護 として所謂ベ ビー、フ

ァーマーを取締る規定がある。我が邦 に於ては縣令を以て取締規則を襲布せる地方 も

あるが、貰子 の殺害は屡々新聞紙上に現れている。又、人工栄養は公生子でさへ困難

なるに、況んや胎見よ り不遇 に育ちたる私生子が営利 を目的とす る哺育者の手 にある

場合 にその生育の望み少きことは當然な事である(高 田1928:115-6)。

高田は 「我が邦に於ては感化院、育見院、託見所等見童保護施設 中に私生子の収容 され

る ものあり、又婦人救護事業若 しくは救貧施設 中に未婚 の母の救済を受 くる者あるも、特

に私生子又はそ の母親の保護を目的として起つた虚の設備 は誠に蓼 々たるものである」

(高田1928:114)と して、私生子 とその母のための保護施設の必要性を説き、そ の保

護は胎児、妊婦であるうちか らなされるべきであるとした。

母子 を分離 しない ことが望 ましいこと㌧すれ ば、之が保護を如何にすべきかの問題

が起 こる。而 して子供の保護は、先づ、その胎見よ り始むべき一般原則はここにも適

用され る。殊に私生子の母 は世を揮る者なれば、母子将来の保護策を講ずる上か らも、

分娩前成るべ く早 く之を庇護 してやる必要がある。そ こで斯か る婦人の身上相談を受

け、若 しくは之 を収容す る虚 の設備がなければな らぬ(高 田1928:116)。

当時の 「母子ホーム」として、大阪の泉尾愛児園、東京 の二葉保育園な どが設置 した 「母

の家」が挙げられるが、これ らの施設は私生子の母を収容 したが、そ の多数は既に分娩 を

終えて生活苦にある母子であった。こうした施設 に対 して、未婚の妊婦を収容 して私生子

を出生前か ら保護するとい う役割が期待された。

高田は、イギ リスの私生子保護 を目的 とす る産院とホームに注 目し、日本の 「産院は一

般妊婦のため必要な施設であるが、未婚の妊婦 には特に一定 のベッ ドを容易 して容易に受

入れるのでなけれ ば、醤利を目的 とす るあや しげな る者 の手に陥る惧れがある」(高 田

1928:117)と 、 日本における未婚妊婦の保護施設 として産院の活用を考えていた。

また、1916(大 正5年)年 か ら施行 された工場法 によって、12歳 未満の児童は使用禁

止 とな り、1923(大 正12)年 の工場法改正 によって 「産婦」の保護 は 「産前産後若 しく

は生児保育中の女」へ と拡大 した。これに関連 して生江孝之は、児童保護、母親擁護、国

家 自衛 に基づいて、庶子や私生子 を産む妊婦の保護が必要であると説いた。

國際労働者會議 の結果 として、工女 に封 してはその工女の既婚者た ると未婚者たる

との別な く、妊娠の際には、同様に保護せ らるべき協約案を基礎に して、我が邦に於

いて も、工場法の改正を見、それ に次いで、妊婦及び胎見の保護 に関する成案は既に
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出來て居 るのであるが、それ以外 に於 いては、未だ一般的に何等の注意をも喚起 して

居 らないよ うに思はれ る。國家擁護の見地 よりする も、年々十五萬人内外 の生産 を見

る庶子及び私生見 に封 して、國家及社會が何等の特殊保護 を試みないと云ふ ことは、

決 して策の得たるものでな い。仮令欧米諸国とはその事情 を異にするものがあるに し

て も、見童問題、母親擁護問題及び國家 自衛 の立場よ りして、識者はこれ等の問題に

対 して、他の見童保護 問題 と共 に、充分考慮を要すべ きの時期既に到来 した と信ずる

のである(生 江1923:319-20)。

1920年 代には、私生子 とその母親を保護するだけでな く、未婚 の妊婦 とそ の胎児 の保

護す ることも必要だという考え方が、新 しい社会事業の方向性 として芽生えつつあった。

2.「 母子 」 とい う単 位

2-1児 童扶助法 案

内務省社会局の社会事業調査会で、1919(大 正8)年 よ り検 討されていた 「児童扶助

法案要項」が、1925(大 正15>年 に決議された。扶助の対象 となる者は、以下であった。

一 十四歳未満の子 を自己の家庭 に於て養育する寡婦及其の十四歳未満の子 又は十

四歳未満 の孤児に して貧困のため生活す ることを能はざる者は本法によ り之 を

扶助すること。

二 婦女左記各號の一に該當するときは本法の適用につきては之を寡婦 と見倣す。

(一)夫 所在三月以上分明な らざるとき

(二)夫 入院 したるとき

(三)夫 疾病、不具、康疾又は老衰のため労働することを能はざるとき

(四)離 婚又は婚姻の取消あ りたる後子の父死亡 し又は前各號 の一に該當する事由

生 じたるとき

(五)内 縁の妻 にして其の夫死亡 し又は第4乃 至第三號 の一一に該當する事由生 じ

たるとき

三 棄見、遺見又は迷児は本法の適用に付ては孤児 と見倣す こと。

子左記各號の一に該当す るとき亦同じき こと。

(一)父 及母所在三月以上分明な らず、入監 し、又は疾病、不具、塵疾又は老衰の

ため労働する ことを能 はざるとき

(二)母 死亡 し父前各號 に該當す る事由生じたるとき

四 寡婦虐待、不行跡其の他の事由によ り子の養育をなす に適 さざるときは之 を扶助

せ ざること。
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七 市町村長必要ありと認めたるときは本法により扶助を受くる児童を公私の育見

所其の他適當なる施設又は家庭に委託し其の養育をなさしむることを得ること

前項の市町村腸の盧置を拒みたるときは見童に封し扶助をなさざることを得る

こと

十 市町村長は明治三十三年法律第五十一號10によるの外第七により委託に付せら

れたる孤兇棄見遺兜その他父及母親権を行ふこと能はざる見童に封し勅令の定

むる所により自ら後見人の職務を行うこと

この場合に於ては後見人は後見を行うことを得ざること

(東京府社会事業協会1926:59-60)

同法 による扶助 は 「當該市町村の負担」で行 うとされ、その内容は、「現金給付、現物

給付及び馨療」であった。扶助に関する費用は、国庫 よ り4分 の2、 道府県 よ り4分 の1

が補助され、この法 の扶助を受ける者は憧救規則の給与を受けることはできず、軍事救護

法によって救護を受ける者は この法の扶助を受け られなかった。

また、「児童保護委員」を置いて、実際の職務にあた らせ ることとされた。 この児童扶

助法案 には養児保護に関わ る規定が限定的に組み込 まれた。すなわち、市町村長 よって育

児所、施設、他の家庭への児童の委託がな され、これを拒否する場合児童は扶助 を受 けら

れないことと、施設や家庭 に委託された孤児、棄児、遺児及び父母が親権 を行使できない

児童について、市町村長が後見人を務 める ことが定め られた。

東京府社会事業協会は、東京府学務部長の求めにより、この法案要項 に対 して 「見童扶

助法に対する本協會の修正意見」という上申書を作成 した。まず、法案の作成については、

「綜合的なる児童保護法の制定は一般社會事業家多年の宿望な りといえ ども現下の情勢

に於て先以て本法の實現を期するは機宜に適 したるものな るを信 し當局の努力を感謝 し

原案 に多大の敬意を表す唯二三修正其他 の希望を墨 くれは左の如 し」(東 京府社会事業協

会1926:59)と して歓迎 した。

その上で、 「児童扶助法」 という名称を 「母子扶助法」に変更することを求めた。その

理 由は、 「児童」か ら 「母子」に限定するためというもので あった。

一、 法の名稻 を 「母子扶助法」 と改め られた し。

(理由)成 る可 く名稻 と内容 とを一致せ しめたく児童扶助法なる名稻は其の内容と

比較 し廣きに過ぎるの嫌あ り現に他に存 し又将来制定せ られん とする各種児童保護

法 との関係をも考慮 しかく希望す る次第な り。(東 京府社会事業協会1926:60)

子 どもの保護のために母親 を含めて扶助するという発想が生まれ てお り、寡婦が子 ども

を手放す ことを仲介す ることは、社会事業行政の基本方針ではな くな り、「母子」 という
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単位が標準化 しつつあった。

しか し、児童扶助法案の出自はあくまで 「児童保護」であ り、母親の品行に対 しては寛

大ではなかった。すなわち、この法案要項の四にある 「寡婦虐待、不行跡其の他の事由に

よ り子 の養育 をなすに適さざるときは之を扶助せ ざること」という規定を設けた ことであ

る。これにつ いて、穂積重遠 は 「真の私生子」とその母 を排除す るものだとして批判 した。

先頃内務省社會局主管 の 「社會事業調査会」で 「鬼童扶助法案要綱」なるものが決

議 された。十四歳未満の子 を抱へて生活に苦 しんで居る寡婦 と其子、及び十四歳未満

の貧困の孤兜に封 し、國家が金銭 ・物品 ・馨療等の扶助を與えや うと云ふのである。

其考案 中 「孤見」 と云ふのに私生子が含まれる こと無論であるが、 「寡婦 と其子」 に

ついて丁度前記と同様の問題が存す る。(中 略)一 方では夫が死なな いで妻が寡婦 同

様困つて居 ることがあり得 る。(中 略)他 方では内縁の妻で夫に死なれ子を抱へて困

窮 して居るものがあ り得 る。其場合 にもそれを寡婦に準 じて法律上は私生子た る其子

と共に扶助する。法案はここまで進んで来て止 まつた。即ち眞の私 生子を抱へて困っ

て いる女 とその私生子 とは扶助 しないことになっている。これ は私通關係を保護助長

す る結果になるのが宜 しくないと云ふ意見と、扶助 の範囲が廣 くな り過ぎて経費が嵩

むという顧慮 とによるよ うだが、いつれも理 由に乏しいことで、これでは一番扶助 を

要する者が閑却されることにな り、児童保護の根本趣旨に適 さない。児童扶助法な る

ものが、社會事業調査會の様な形で採用され るか、或はモ ッ ト廣 い救貧法の一部 とし

て實施 され るか、それ等は皆 まだ将来の問題だが、私生子 と其母 を如何にすべきかと

云ふ ことは大に攻究すべき問題 と思ふ(穂 積1928a:252)。

この点につ いては、東京府社会事業協会、大阪社会事業連盟、全国児童保護事業会議な

どの児童扶助法案要綱への意見 ・決議な どでも 「私生児」を排除すべ きでないことが主張

された。 しか し、社会局は法案の立案過程でも、「私生児」を扶助すれ ば弊害を伴 うとし

て、方針を変えなかった(「 児童扶助法制定」1927>。 しか し、1927年12月 か ら開かれ

て いた第54回 帝国議会が翌月に解散 し、児童扶助法 は政変の犠牲となって提出の機会 を

失 った。

2-2救 護法への回収

こうした問題含みの児童扶助法案の立法化 には困難が予想 された一方、内務省社会局内

では1928年 か ら一般的救貧立法である救護法の立案 に着手 して いた。財源の確保の可能

性か ら立法化 は、児童扶助法 と救護法のいずれかであり、内務省社会局内で も分化立法主

義 と単一立法主義 をめぐり対立があった。児童扶助法案は新たに立案 される救護法案に、

部分的に吸収 され ることとな り、1929年 の第56議 会 には救護法案が提出された。
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1929年 に成立 した救護法によって、棄児養育米給与方 と撫救規則が廃止 された。救護

法は、被救護者に老衰者、病人、障害者な どとともに 「十三歳以下 ノ幼者」 「妊産婦」を

挙げた。

救護法(昭 和4年4月2日 法律第39号)

第一條 左二掲 グル者貧困ノ為生活スルコ ト能ハザル トキハ本法二依 リ之 ヲ救護ス

ー 六十五歳以上 ノ老衰者

二 十三歳以下 ノ幼者

三 妊産婦

四 不具廃疾、疾病、傷痩其 ノ他精神又ハ身体 ノ障碍二因リ労務ヲ行フニ故障アル者

救護の種類は生活扶助 、医療、助産、生業扶助 とされ、救護は被救護者の居宅で行 うも

のとされた。 とくに幼者 の母への救護については、以下のように定められた。

第十二條 幼者居宅救護ヲ受クベキ場合二於テ市町村長其ノ哺育上必要アリト認ム

ル時ハ勅令ノ定ムル所二依リ幼者 ト併セ其ノ母ノ救護ヲ為スコトヲ得

第二十九条 救護ヲ受クル者左二掲グル事由ノー二該当スルトキハ市町村長ハ救護

ヲ為サザルコトヲ得

一 本法又ハ本法二基キテ発スル命令二依リ市町村長又ハ救護施設ノ長ノ為シタル

処分二従ハザル トキ

ニ 故ナク救護二関スル検診又ハ調査ヲ拒ミタルトキ

三 性行著シク不良ナルトキ又ハ著シク怠惰ナルトキ

幼者が被救護者であ り 「哺育上必要」であれば、母親 も併せて救護 されるとされ、「母

子」に関 しては乳児を抱えた母に限定 した。その上で、第29条 で性行不良を理 由に救護

対象か ら除外するという条件を付け、私生子 とその母 については厳格な運用がなされ るこ

とが期待 された。実際、1934年 の 『日本社会事業年鑑 』によれば、1933年9月 末の被救

護者数11万563人 のうち、 「幼者哺育の母」 はわずか561人 であった。

孤児院、養老院、病院などは救護施設とされ、私人が救護施設を設置するときは、地方

長官の認可を受 けることが必要 となった。この救護法 によって従来の棄児養育米給与方と

仙救規則が廃止 され、市町村長が被救護者 を救護施設や私人の家庭 に委託する権限を持 っ

た。

第十三條 市町村長ハ居宅救護ヲ為スコト能ハズ又ハ之ヲ適當ナラズト認ムルトキ

ハ救護ヲ受クル者ヲ救護施設二収容シ若ハ収容ヲ委託シ又ハ私人ノ家庭若ハ適當ナ
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ル施設二収容ヲ委託スルコトヲ得

これによ り、社会事業施設が子 どもの里預けを行 うことが難 しくな った。私人家庭への

委託 に関する規定はこれのみであ り、救護法はむ しろ孤児院等による監督の下で行われて

いた他児養育を排 除するものであった。

養児保護の立法化は、児童保護法案 という単一立法が断念されてできた児童虐待防止法、

そ して児童扶助法案 という分化立法が挫折 してできた救護法には十分に組み込 まれなか

った。 これに続 く児童保護立法は1937年 の母子保護法であるが、これは 「母性」の規範

化 とともに標準 となった 「母子」 を単位に した扶助 の法律であった。

2-3母 子扶助法案

1918～1919年 の母性保護論争の発端は、女性労働者の母性保護 を訴えたエ レン ・ケイ

の思想 に共鳴 した平塚 らいてう11らの母性保護運動に、与謝野晶子が反対 して女子 の徹底

した 自立を唱えた ことか ら始まる。与謝野は育児 と家庭外労働の両立可能性 を説 き、母親

たる女性に公的扶助を行 う母性保護は不要で あるとした。これに対 して、平塚は現在の労

働条件では育児と家庭外労働の両立はできな いとし、母親が育児に専念できるよ う公的扶

助が必要であると訴えた。のちに、山田わか、山川菊栄 も加わ り、約1年 にわたる論争に

発展 した。

『婦女新 聞』は教師であった福島四郎が、1900年 に創刊 した週刊新聞である。1926

年、当時の悲惨な母子心 中を問題視 して、困窮する母子 に対する扶助を目的とした法律の

立法化 を求める 「母子扶助法制定促進会」が婦女新聞社内に設置 された(今 井2005)。

1929年 には、社会民衆婦人同盟が母子扶助法制定運動 について全国協議会で決議 を行

った。社会民衆婦人同盟の運動にかかわ っていた弁護士の片山哲議員は、1931(昭 和6)

年度の第59回 帝国議会で 「母子扶助法案」を提案 した。それは内務省社会局の児童扶助

法案 とは明らかに異な り、母 と生活 していない子どもは扶助の対象に含まず、私生子の母

を扶助の対象に明確 に含む ものであった。片山が作成 した母子扶助法案 は、以下である。

「母子扶助法案」

第一條 左に掲げる者、貧困の為生活する ことを能 はざるときは、本法に依 り之を扶

助す。

一 満十四歳未満の見童一人又は数人を養育する寡婦 にして、其財産又は収入が家

族の生活を保障 し得ざる者。

二 離別せる妻にして満十四歳未満の兜童一人、又は数人を養育 し夫よ り扶助 を受

けざる者。

三 満十四歳未満の見童一人又は数人を養育す る妻に して、夫(内 縁 の夫を含む)
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が右 の各號の一に該當するとき。

イ 療疾の者。

ロ 精神病院に入 院せる者。

ハ 刑務所に拘禁 中の者。

二 失業者。

ホ 半失業状態 にある者。

ヘ ー家を扶養する こと能はざる者。

四 満十四歳未満の見童一人、又は数人を養育する婦人に して、見童の父に遺棄

せ られた る者。

五 妊婦 にして分娩の為扶助 を要する者。

六 第一號第二號及び第四號の母の地位 に代わ る見童の祖母、曾祖母。

前項の見童とは嫡出子、庶子、私生子、養子 を謂 う

第二條 第一條の規定 に依 り扶助を受 くべき兜童が、年齢満十四歳 に達 したる場合に

於て も、病弱又は労働不能な る場合に於ては、満十六歳に至る迄扶助 を受 くる ことを

得。

第三條 扶助金額 は見童一人なるときは一日一圓、二人なるときは一圓七十銭、爾蝕

一人を増す毎 に五十銭を加ふ るもの とす
。但 し疾病の場合に於ては臨時増額す ること

を得。

第四條 扶助 に要する費用は全部国庫の負澹とす。

第五條 本法施行 に関する一切の事務費は国庫の負憺とす。

第六條 内務省 の管下 に母子扶助委員会 を設け、給与 に関する一切の事務を取扱ふ。

(片山1934:306-7)

しか し、片山の母子扶助案 は帝国議会の賛同を得 ることはできず、「提案するだけがせ

いぜ いであつて、委員会は之 を審議せず、闇か ら闇へ葬つた」(片 山1934:305-6)。 な

お、1932年 には小池四郎議員が母子扶助法案 を提出 している。

片 山は1935年 にも同法案 を提出 してお り、二度 目に提出した法案では、第一条が 「本

法二於テ子 トハ嫡出子、庶子、私生子及び養子 ヲ謂 フ」と改め られている。母性保護の観

点か らは 「母である こと」が扶助の要件であ り、子 の身分や母の品行は問われなかった。

3.軍 人の妻 と私生子

3-1母 子保護法

第二次大戦前夜 の1937年 、郵便貯金利下げによる財源を確保 して、内務省社会局が母

子保護法案 を通常議 会に提出する。かつて同局の調査会が決議 した児童扶助法案 の第一條
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は、「十四歳未満の子 を自己の家庭に於て養育する寡婦及其の十四歳未満の子 又は十四歳

未満の孤児に して貧困のため生活する ことを能 はざる者は本法 によ り之を扶助する こと」

であ り、扶助 の対象は寡婦、寡婦の子、孤児(遺 児、棄児 を含む)で あった。

しか し、母子保護法案は、第一條で扶助の対象を 「十三歳以下の子の母」に限定 し、そ

の上で第三條 において 「母 の性行その他の事由によ り子 を養育す るに適せ ざるときは これ

を扶助せず」 という規定を残 した。

母子保護法(昭 和十二年三月三十一日法律十九號)

第一條 十三歳以下ノ子ヲ擁スル母貧困ノ為生活スルコト能ハズ又ハ其ノ子ヲ養育

スルコト能ハザル トキハ本法二依リ之ヲ扶助ス但シ母二配偶者(届 出ヲ為

サザルモ事実上婚姻関係 ト同様ノ事情ニアル者ヲ含ム以下之二同ジ)ア ル

場合ハ此ノ限リニ在ラズ

第二條 本法ノ適用二付テハ十三歳以下ノ孫ヲ擁スル祖母ニシテ命令ノ定ムルモノ

ハ十三歳以下ノ子ヲ擁スル母 ト見倣シ其ノ孫ハ其ノ子 ト見倣ス

第三條 第一條ノ規定二依リ扶助ヲ受クベキ場合ト難モ母ノ性行其ノ他ノ事由二因

リ子ヲ養育スルニ適セザルトキハ之ヲ扶助セズ

このとき女性雑誌 『婦女界 』において、 「私生見は見棄て 、よいか=婦 人諸名家 に訊く

=」 という特集記事が組まれている。同誌の論客であった市川房枝 も次のよ うに訴 えた。

目下内務省で立案中の母子扶助法に於て、私生兇並びにその母親 も當前保護扶助さ

れ るべきだと存 じます。

議会立法に於て は、社會の現状 を直視 し、それ を如何に して救済するかが、問題な

のです.多 数の私生兜 とその母親が捨て られ る以上一一その結果不良見が口出した り、

犯罪が起つた りす る以上、断 じて これを除外すべきではあ りませんか。

最 も別 に、その父親に私生兇並びに母親 の生活を扶養す る義務を課 し、これが□行

され1ば 問題は多少別 にな りませ う(市 川1937:202)。

特集では数人の論客が 「慈悲に立脚 した法なれば」「道義的にみて」「責めるよ り同情せ

よ」 「防 ぐ道 は他にあ りませ う」 「女が賢 くなるのが急務」 「私生兜 を除くは以てのほか」

などの見出 しで、私生子を扶助の対象 としないことを批判 した。

法学者の末川博や瀧川幸辰が母子保護法案 に対 して行った私 生子差別への批判は、穂積

重遠がかつて児童扶助法案 について行 った もの と同じものであった。末川は、 「こんな法

案が社会立法だと誇示 され るや うでは、それ 自体が社会立法の貧弱さを露現するもの とも

いへよう」 と批判 して いる。
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私生子を酷遇することは、親族法の身分關係や相績 の順位を定めるに當つて法律の

上で もしばしば表面化 している。そ して世間でもその風は相當根深 く行われている。

しか し、むろん罪 のな い子 を苛める理由のないことは明 らかだか ら、将来民法改正に

當つては 「私生子 ノ名稔 ヲ磨止スル コ ト」という提案さへある(親 族編中改正要綱第

十九)。 それだのに、而 も窮乏の母子 をどん底か ら保護 しようといふ法律だのに、私

生子を除外 しようとする如き考え方が動いた とすれ ば、習俗となった迷妄の執拗 さに

今更なが ら驚かざるを得ない(末 川博1937:343)。

瀧川もまた、堕胎、嬰児殺 、棄児 といった私生子の母 をめ ぐる問題が、母子保護法によ

って回避されない ことを危惧 した。

私生子問題の解決は私生子立法 に対する民法改正案の退嬰的、逃避的、現状維持的

態度を清算 して始めて期待せ られ る。堕胎、嬰児殺、棄児等の大部分が私生子の母 に

かかる犯罪である ことを思うとき、私は私生子が人間 としての品位を取戻す 日の一日

も早 くめ ぐり来る ことを切望するものである(瀧 川1937;207)。

母子保護法は、救貧制度の中に 「母子一体」の思想を盛 り込むものであ り、戦時下 にお

ける 「国母」としての母性を保護する法律であった ことは、これまでも指摘 されてきた(今

井2005;富 江2007)。

大正期 の児童保護法案や児童扶助法案 を経て、戦時下で母子保護法案が国会 に示 された

とき、その主軸は 「児童」か ら 「母子」へ と移っていた。母子をともに保護す るという枠

組が社会事業行政にお いて確立し、その上で国家による母性の保護がなされる場合 には、

私生子の母をめ ぐる規範的問題が私生子の生命保護よ りも優先された。

3-2私 生子の名称廃止

母子保護法の規定に私生母子 を排除す る規定を設ける一方で、戦時下において私生子差

別の象徴 としてあった 「私生子」の名称の廃止がな され る。1942年 、民法の親族編 と相

続編に関する改正が行われ、 「私 生子」の名称 は廃止 されて 「嫡出でない子」 と改め られ

た。さ らに、父母の死後三年以内であれば認知の訴が認め られ、また胎児の代襲相続が可

能になった。

司法省が示 した民法 中改正法律理由は、 「私生児の名称の廃止等 に依 り、私生児の保護

を図 り、且相続に関す る胎児の地位 を改善す る等 のため民法其の他関係法律中改正 を要す

るものあ り、是れ本法案を提出する所以な り」であ り、民法 中改正法律要綱は以下のよう

な内容であった。
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出征将兵の後顧の患を絶ち、且多年に亘 る民間の要望を参酌 して、民法の人事関係

法規に左の改正を為さむ とす。

第一 私生子 の名称を廃止す ること

第二 父又は母の死亡後 と錐 も三年内に限 り認知の訴 を提起す ることを得る もの

・とす ること

第三 家督相続人又は遺産相続人たるべき者が死亡 し又は相続権を失ひたる当時

胎児た りし直系卑属 も亦代襲相続人となるものとす ること

(島津1942:112-3)

とくに 「出征大将の後顧 の患」について、当時の司法大臣の岩村通世は、次のように説

明 している。

是等の私生子 の中には出征軍人軍属の子が父が婚姻届又は認知届 を為す暇もな く

応召 して戦死 した為め嫡出子又は庶子たる ことも得ないもの もあるのであって、此の

意味に於 いて も私生子の救済 は戦時下特に緊要な りと考 え られ るのである、尤 も委託

又は郵便に依 る戸籍の届出に関する法律に依 り出征軍人軍属の子は一定 の要件かに

父の戦死後 と錐 も嫡出子又は庶子となる途が拓かれたのであるが、これ によるも戦死

者の子の全部が救済 され るには至 らないのみな らず 、一般の場合には全くそ の途がな

いのである。(中 略)大 審院の判例及び戸籍の実際の取扱ひに於 いては、被相続人た

るべき者の死亡又は相続権喪失の当時胎児であつて其の後 に生れた直系卑属は代襲

相続人とな らぬと解 して居るのである、併 しなが ら我が相続制度の精神に照 らし、胎

児であった者 も代襲相続人 となるものとすることが適当であつて、此の点 も亦相続人

等の戦死等の場合 にその直系卑属で戦死後 に生れた者に相続権 を与へる為にもの特

に急速に改正すべきものである(島 津1942:114・5)。

この時期に私生子 の処遇が改善 した背景には、出征 した男性の子が私生子 となるのを防

ぐ政策的意図が あった。私 生子の死後認知について、中川善之助は 「戦争の結果、戦死者

に対す る認知の訴を認めない と折角立派な子があるのに、その子が亡父の勲功による恩恵

を受け得な いことにな るような場合が考へ られ、ここに私生子認知の問題 も、時局の波 に

乗って一大修正 を受けなけれ ばな らぬ状態に立到つた」(中川1942a:64)と 述べている。

中川は名称廃止につ いて、私生子保護全体 においては 「起瓢であって終鮎ではない」と

しなが らも、 「子のための新立法」 として改正を歓迎 した。

愈 々私生子 という忌は しい名稻が、法律の上では悉く、その姿を消 して しまふ 日が
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来た。昭和十七年二月十二 日の法律第七號といういふのがそれである。(こ の法律全

体の説明は後 に 「子のための新立法」 として稽 々精 しく述べる)。 随分永い間、 どれ

だけ沢山の人を泣か したかも知れない この一語が、遂に大東亜共栄圏誕生の胎動 につ

れて、抹殺 し去 られることになった。洵に輝か しくもまた温かき一戦果である といっ

てよいであろう。

『私生子 ノ名構ヲ塵止スル コ ト』

といふのは、かな り古 くか ら主張 されていた ことであるが、政府の方針 としてはつき

り決め られたのは大正十四年、時の臨時法制審議會が民法親族編中改正の要綱を決議

した ときである。それが今 日實現するのであるか ら、国民待望の回答な どいふ言葉で

は尚ほ緩慢すぎるほど待ち構へ られた問題である、遅過ぎた憾み こそ あつても決 して

早や過ぎる ことでは毛頭ない(中 川1942b:33-4)。

名称の廃止については、私生子への社会的差別が社会問題 とな り、また私生子の乳児死

亡率の高さが明 らかになった頃、穂積(1919)や 生江(1923)が 提案 してお り、1925年

にすでに法制審議会が決議を していた。 しか し、それか ら17年 が経過 したのち、軍人の

私生子保護 を意図す る政策のなかでそれは実現 したのである。

戦前の私生子一般の生命保護の問題化は、戦時下の1937年 の母子保護法の成立、1942

年の民法改正においても十分 に反映されたとはいえない。1920年 代以降の児童保護行政

における 「養児保護」か ら 「母子保護」への変化 と母性の規範化を経て、戦後 の児童福祉

法 という総合的な児童保護立法に至るまでのあいだ、社会事業においてはだれが乳児期の

私生子の生命保護 を担 っていたのだろうか。
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第3章 産婆制度の解体 と児童福祉法 ・優生保護法の成立

(1930・1948年)

乳児保護 は、保健婦 に関す る戦前 ・戦後史研究のなかで部分的に扱われてきた(木 村

2012;川 上2013)。 これ らの研究か らは今 日の乳児を対象にした児童福祉 に連なる実践

を見出せ るが、本章では 「産婆jl2と いう存在を通 して、第二次大戦前後 の乳児保護政策

を捉え直す ことで、乳児保護 の実践における断絶 という異なる論点 を提示す る。

産婆に関す るこれまでの研究は、主に妊娠 出産や授乳に関す る産婆の活動、すなわち

周産期にある女性への介助 と支援 に焦点が当て られてきた。歴史研究においては、戦前の

産婆 による妊産婦介助 の実態や、戦後 の施設出産の増加に伴 う産科医へ の移行、家族計画

政策における避妊指導への助産婦の動員などで、産婆の女性への関わ り方が大 きく変化 し

た経緯が明 らかにされている(大 林1989;荻 野2008;木 村2013)。

本章では、戦前の産婆がいかに乳児の保護にかかわっていたかということを検討 し、終

戦直後 に東京 で摘発 された産婆による乳児殺害(寿 産院事件)13を 取 り上げる。寿産院事

件につ いて、従来の研究では中絶の合法化や助産婦職の衰退に関連づけて取 り上げられて

きたが(藤 目1997;大 林1989;田 間2001)、 ここでは この出来事が、戦後の児童福祉法

にお ける乳児保護体制の構 築に重要な意味を持 っていた ことを明 らかにする。

1.産 婆 による乳児保護

1-1乳 児の保健衛生指導

近代以降、それ まで間引きや堕胎を行っていた取 り上 げ婆は管理 と取締の対象 とな り、

公的な免許と登録 を要する 「近代産婆」にな るための教育が開始 された。産婆学の体系に

は女性の出産介助 に必要な知識と技術だけでな く、出生児の成長 に関するものも多く含 ま

れた。1929年 か ら1930年 に発行 された 『日新産婆学(上 ・下)』の全15編 うち2編 が、

母乳栄養や離乳、新生児黄疸や乳児脚気など、出生児の養育や看護 に関するもので、産婆

は産科 と小児科の知識 と技術を併せ持つ存在であった。

当時 の公立産院は、乳幼児の保健衛生に関する啓発 に関わって いた。1930年 、東京市

立浅草産院は第4回 乳幼児愛護デーの後、方面事務所 と東京乳幼児保護協会付属の児童

相談所 と共同 して、「乳幼児愛護デー 記念お話 し會一一浅草産院主催一一」を催 した とい

う記録がある。近隣の小学校 を会場に、講演内容は 「子 どもを病気 に罹 らせぬ方法 に就い

て」(社 会局児童係長〉、「家庭と教育」(日 本メソヂス ト下谷教会牧師)で あった(「 乳幼

児愛護デー」1930)。

大正期 にお ける乳児死亡率低下 を目指す諸政策の実施を経て、1930年 代 に入 ると産婆
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は都市にお ける母子保健衛生の指導者 としての役割 を得る。戦前の乳幼児の保健衛生に関

しては保健婦が重要な役割 を果た したが、戦前の保健婦 には産婆や看護婦が動員 されてい

る。東京市では、1930年 までに市内32カ 所の方面事務所 に家庭訪問婦1名 を設置 し、

細民家庭 における衛生思想の普及にあた らせていたが、これ に加 えて市内12カ 所の市民

館にも保健婦1名 を配属 し、細民地区の保健衛生政策の強化 をはかった。 これ らの保健

婦はいずれ も保健 ・衛生に経験が ある産婆 ・看護婦であり、12名 の うち9名 が産婆免許

を持 っていた(「市民館 を中心に保健婦の設置」1930)。

1929年 の内務省社会局の社会事業体系に、保健衛生調査会よる 「小見保健所指針」が

掲 げられ、小児保健所 は乳児死亡率低減策において最 も適切な施設の一つとして、その実

施 と普及が望まれた。小児保健所の組織は医員1名 、保健婦1名 以上か らな り、一定区

域 における妊産婦の健康相談 と小児の定期健康診断を行 い、妊産婦又は乳児の家庭を訪問

して家庭生活の衛生的指導 ・監視 にあたると定め られた。また、小児保健所にお いて母乳

を得 られない乳児に対 して牛乳の配給を行 い、同所の宣伝 ・利用促進につなげることが構

想 された。

東京市においては1936年 に日本橋区、目黒区、1938年 に蒲田区、杉並区、王子 区に

小児保健所が設置された。医員1名 、事務員1名 、保健婦3名 が置かれ、駐在 して相談

を受 ける相談部 と家庭 を訪問する訪問指導部が設 けられた。訪問指導部では区役所 と連絡

を とって出生統計を作 り、区内で出生のあった家には保健所が次のようなf趣 意書」を郵

送 した。

この度は、お子様お誕生の由誠 にお 目出度 う存 じます。 「愛児 を健康 に」親にとっ

ては これが一番大切です、弱いお子 さんならば勿論ですが、例へ丈夫な赤ちやんでも、

月一回位は當保健所へお連れ にな り、いろいろ御相談の上當に我が子 のよい発育 に注

意 して戴き度いのであ ります。 どうぞ御遠慮な くお越 し下 さるよう願います。

また、保健所ではお出でになるのを待つばか りでなく、こち らか ら掛 りの者がお宅

へ伺 っていろいろ御相談 も致 しますか ら、その際は何にかかわ らずお尋ね下さるや う

願います。

尚お 申し込みがあれば東京市か ら2ヵ 月毎 に赤ちやんの育て方を書いた育見通信

とい う冊子を差 し上げますか ら、これ も良 くお讃みにな り、萬事抜け目なくお子様を

健康 にお育て下 さる様お努め願 います。

右お誕生お祝い労々 ご挨拶まで。(「子 を有つ家への福音」1936:1717)

1937年 の事 業報 告 に よれ ば、 日本橋 小児 保 健所 の 同年 の来所 児は1,562名 で 、生後1-

6ヵ 月児 が654名 、7-12ヵ 月児 が328名 、1-2歳 が251名 で あった 。相 談事 項は 乳児栄

養 に関す る ものが 半数 におよび 「母乳 」が360件 、「離乳 」が238件 、「混 合栄 養」が160
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件 、「人工栄養」が54件 、次 に多かったのが 「疾病相談」の574件 であった。 また、家

庭訪問数は合計9,310回 に上 り、うち来所児への家庭訪問が5,518回 、出生登録児へ の家

庭訪 問が3,792回(出 生登録児は1,249名)で あった(東 京市保健局1937)。 こうした小

児保健所や保健婦の設置は、産婆が女性の出産後の養生や母乳哺育の支援 とともに行 って

きた出生児 とのかかわ りを、行政が衛生指導 というかたちで公的に事業化 した ものとらえ

ることもできる。

当時、保健婦は小児保健所だけでなく、いろいろな機 関 ・団体に所属 して積極的に活動

を展開 した。保健婦に期待 された業務 は乳児 と妊産婦の保護だけでな く、結核予防、伝染

病、寄生虫の駆除、栄養改善など多岐 にわたった。1937年 に保健所法が公布 され、全国

に49カ 所の保健所、以後5年 間で187カ 所の保健所が設置 され、訪問指導 も本格化 した。

「保健婦」 という名称は、同年の 「保健所法施行規則」によって初めて明文化 された。そ

の解説によれ ば 「保健婦は、看護婦免状 を有する者よ り採用す るを要す。尚、産婆免状を

兼ね有す る者1名 以上を置 くことを可 とす」というものであった。

1940年 の国民体力法により、乳児の一斉検診指導が開始 された。同年には厚生省が東

京府産婆会に対 して、乳児の家庭を訪問する巡回指導婦を依頼 してお り(風 見1940)、 巡

回指導 を委嘱す る開業産婆 に対 して指導講習会を実施す るなどして保健婦の不足 を補っ

た。保健婦事業が推進されるなかで、1941年 に保健婦規則が定め られた。保健婦は 「疾

病予防の指導、母乳又は乳幼児の保健衛生指導、傷病者の療養補導等其の他 日常生活上必

要な る保健衛生指導 の業務 をなす者」とされ、厚生大 臣指定の学校または講習所の卒業生

と産婆 ・看護婦教育 を受けた保健婦試験合格者が免許 を得るとされた。しか し、実際には

そ の数の確保が先決で、従来巡 回産婆や母性補導員の経験によって保健婦資格が与えられ

たものが大部分であり、開業産婆全部に保健婦資格 を与えた県 もあった(大 国1973)。

産婆による母乳哺育の支援や乳児の健康に対する様々な配慮が、都市では保健所によ る

牛乳配給や家庭訪問によって補完 されていく一方、乳児を預かって哺育する乳児保護 の分

野では産院や産婆が中心的な役割を担っていた。

ト2乳 児の収容保護と養子仲介

1930A-40年 代は出産介助 の約9割 を産婆が行 ってお り、自宅分娩 が主流であった。産

院は、お もに貧困や住居の衛生 ・構造な ど様々な事情で自宅分娩が困難な妊産婦を収容す

る施設として位置づけられて いた。東京市では乳児の死亡率低下 と健全な発育 を図るため

に、産 院、乳児院、巡回助産の仕組みがつくられた。

1924年 に築地産院同付属乳児院が開設 され、1927年 に深川産院、1933年 に下谷産 院

同付属乳児院、1936年 に荒川産院同付属乳児院、1937年 に中野産 院同付属乳児院、1942

年 に向島産院付属乳児院が 開設されている。これ らの施設の詳細については、た とえば荒

川産院同付属乳児院は木造二階建てで延坪約300余 坪、収容定員は妊婦30名 ・乳児20
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名であった。建物の一階部分は、内診室 ・病室 ・葡旬室 ・乳児室などか らな り、二階は分

娩室 ・沐浴室 ・手術室 ・初生児室 ・大病室で、当時の理想的な施設 とされた(「 七月一 日

よ り荒川産院開院」1936)。

戦前の乳児院は産院と一体の施設であり、収容対象者 は主に貧困家庭の乳児や病弱児で

あった。1940年 に東京市産院同付属乳児院使用条例によって、原則的には 「本市に居住

する要保護者にして市長の承認を受けたる妊産婦の助産および乳児の哺育を為す」と定め

られた。妊産婦 ・乳児の入院料は、それぞれ要保護者な らば1日50銭 以内 ・40銭 以内、

その他の者な らば1日1円50銭 以内 ・1円以内と規定 された。1941年 の東京市乳児院使

用条例施行規則によれば、乳児院は原則 生後1年 未満の乳児に限 られている。入院願書

には東京市在住で独立の生計を営む保証人の署名を必要 とし、月収が同規則の定める基準

以下の者は轄区長、方面委員、方面館長又は方面事務所長の証明を添付 し、基準以上の者

は委託事由を添付す る必要があった。

しか し、公立の産院付属乳児院の収容条件を満た さな い乳児や、親が公的な手続きを避

ける場合には、乳児の遺棄や幼児の置き去 りが行われた。実親 による引き取 りが見込めな

い遺棄児 ・迷児 を保護す る施設 ・団体 は、1937年 の東京市に11カ 所あった。遺棄され

た乳児は、東京市養育院と福 田会が一般家庭へ里子 ・養子 として斡旋す るほか、築地産院

付属乳児院、下谷産院付属乳児院、賛育会乳児院が保護収容 していた(東 京市社会局庶務

課調査係1937)。

公立の産院付属乳児院や社会事業団体 で貧困乳児や遺棄乳児が保護 され るなか、民間の

産院には実親が養育できな い 「私生子」や生活苦 にある家庭の乳児が集 まってお り、産婆

による 「貰い子斡旋」が行われていた14。戦前から終戦直後 まで、当時の新聞紙面上には、

産院による乳児の一時預 りと貰い子斡旋に関する広告が掲載されていた。

1930年 代前半の東京市には年間数千人の 「私生子」が生まれていた。世界恐慌の翌1930

年に、親が養育できない子 どもを預かった者が、養育料を詐取 して乳児41人 を次々に殺

害 したと疑惑の 「板橋貰い子殺 し事件」が報 じられ る。これを受けて同年、養育料 目当て

の貰い親 による乳児殺を防止するために東京府産婆会乳幼児哺育部が設立され、九段 にあ

る産婆会館で乳児預 りと養子斡旋が開始 された15。養育者を欠 く乳児 は預けられた産院や

警察署か ら産婆会館へ送 られ、仲介後 は警察で養子縁組手続きがな された。1940年 には

一 日15人 以上の乳児が預け られていたが、乳児1人 あた りに10組 程の養親希望者がお

り、産 婆会館 の定員19名 のベ ッ ドが不足す る ことはなかった という(『 読売新聞 』

1940.8.10}o
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2.児 童福祉法の公布

2-1寿 産院事件の摘発

東京府産婆会 による養子斡旋事業は、1945年 の空襲 で産婆会館が消失 した ことによ り

終了 したと推測 され る(白 井2012)。1945年 の3月 には東京市の産 院同付属乳児院 も下

谷、向島、深川が廃止 され、4月 には大森産院同付属乳児院が業務を休止 した。多 くの社

会事業施設がその機能を失ったのち、日本は終戦を迎えた。こうした状況下で、寿産院に

おける預 り子 の殺害 は1944年 か ら始ま り1948年 まで続けられたのである。

戦後のベ ビーブームによって、東京都内の産院は1947年 の一年間で567軒 か ら768

軒に増加 してお り、寿産院事件が発覚 した1948年 は産婆の全盛期であった。寿産院の経

営者石川ミユキは、1897(明 治30)年 に宮崎県立職業学校を卒業 したのち、18歳 で上京

して東大医学部産 婆講習科に入学 し、産婆となった。石川 は東京都産婆会牛込支部長お よ

び牛込産婆会会長を務め、1947年4月 には新宿区議会議員選挙に自由党か ら出馬、落選

している。夫の猛は茨城県の農学校 を中退後、現役志願で憲兵軍曹 とな り、その後は警視

庁巡査を8年 間務めた。

寿産院は、新聞 に三行広告 「男女児一ヵ月か ら三歳迄貰度方有相談応省線飯田橋降三分

新宿牛込柳町二七柳町電停前産院」 を出して、様々な事情 を抱える親か ら1入5,000～

9,000円 の養育料で赤ん坊 を預かっていた。当時の物価 を考える と養育料はかな り高額で

あったが、生活苦の母親や父親、未婚で妊娠 した女性、夫以外の男性の子を出産 した女性

な どが産院を訪れて いた。親たちの多 くは引き取 りを拒否 し、また正 しい氏名や住所を残

してお らず、子どもと縁を切 る目的で産婆に子 どもの世話を依頼 したと考 えられる。石川

は預かった子 どもを1人300円 、器量の良い子 どもには500円 という値をつけて希望者

に斡旋 していた。同院に預け られた子 どもは合わせて240人 、そ のうち103人 が死亡 し

た と推定されて いる。

事件の第一報 によれば、1948年1月12日 、東京 ・新宿区弁天町で早稲 田署員2人 が、

自転車で数個のミカン箱を運んでいた葬儀屋 を不審に思 って職務質問を行った。箱の中身

は嬰児の死体 であった。葬儀屋は牛込柳町(現 ・市ヶ谷柳町)に ある寿産院か ら計4体

の遺体 を運んでお り、前年8月 か ら20体 以上運んだ と説明 した(『毎 日新 闘』1948.1.15)。

葬儀屋が産院か ら運 んだ6つ の遺体を警察で解剖 した ところ、3人は肺炎、2人は凍死 、

1人 が餓死で、6人 とも食べ物を与え られた形跡はなかった。警察が産 院に踏み込んだ際

には、院内に7人 の子 どもがお り、1人 はすでに死亡、残 りの子ども真冬に肌着1枚 だけ

を着せ られた状態で衰弱 して いた。寿産 院を経営する石川(当 時51歳)、 夫(当 時55歳)

を取 り調べ ると、同院では1944年 以降に多数の子 どもを預かって死亡 させて いた ことが

わかる。当時 は産 院を経営すれば政府か ら乳児用の主食配給が獲得できたが、石川夫婦は

受 け取った配給 品や子 どもの死亡時に配給され る葬儀用の酒を横流 して利益 を上 げてい
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た。

この事件は新聞紙上で連 日大きく報 じられた。「いけにえ既 に85名 悪鬼の壽産院 手

数料90万 円も」 「ふて腐る"鬼 夫婦"貰 い子殺 しへの世の憤激」な ど石川 らを強 く非難

す る論調のほか、 「"こんなにやせて…"泣 きくずれ る母親」 「『あの子を返せ 』と叫ぶ母」

な ど、預けた子 どもの安否を気遣 って寿産院の玄関に詰めかける 「ダンサー風や女給風の

いうとりどりの母たち」の様子も報 じられた(『 毎 日新聞』1948.1.17,18,19>。

石川 らの起訴時に殺人 と断定されたのは、1948年 以降に死亡 して検死が行われた6名

のうち、餓死あるいは肺炎で死亡 した3名 で、その他の2名 は凍死が疑われたが死 因が

確定せず、1名 は奇形であったために生育能力無 しとして殺入か ら除外 された。遺体 のな

い死亡乳児は80～100名 と推定されていたが、産院の帳簿 と埋葬許可証、医師の検案書

類が一致せず、証拠が集 まり次第追起訴されるとされた。1948年10月 の東京地裁にお

ける判決の言い渡 しでは、起訴事実にある27名 の殺入中21名 については証拠不十分 と

して無罪 とな り、石川は殺人罪で懲役8年(求 刑15年)、 夫に懲役4年(求 刑7年)の

判決16が下 った(『毎 日新聞』1948.10.12)。 石川夫婦は、さ らに1952年4月 の東京高裁

の判決でそれぞれ懲役4年 と懲役2年 に減刑 され、同年の恩赦 で出所 した(鈴 木2012>。

1946年 以降、 日本人女性 と占領軍兵士の子 どもが生まれ るようにな り、川や溝、道端

に遺棄 された混血嬰児の死体が発見 されていたが、そ うした嬰児の遺棄や殺害は占領軍の

監視 の下で報道されることはなかった(澤 田2001)。 強 い報道規制が敷かれ るなか、寿産

院の摘発 ・報道が許された政治的背景、政策的意図はどのよ うな ものだったのだろうか。

2-2乳 児院 と里親制度

寿産院の摘発は、児童福祉法によって乳児院 ・里親制度が成立する時期 と重なる。1947

年12月12日 に公布 された児童福祉法 によって厚 生省に児童局が設置され、児童相談所

の設置や乳児院の公設、里親の利用が定め られて、親が養育できない乳児を保護す る公的

な児童福祉体制が新た に整備 され ることとなった。寿産院は、同法の公布か ら約1ヶ 月

後に摘発 されている。厚生省児童局保育課長(当 時)吉 見静江 は、産院における乳児殺害

への対策 として 「どうして も公共 の立場か ら施設 を増やす ことであるが児童福祉法による

児童福祉委員や児童局を一 日も早 く活躍 させ るのが大事と思 う」 と述べている(『読売新

聞』1948⊥20)。

日本助産婦会顧問の医師 ・鈴木三蔵は、助産婦の専門雑誌で組まれた寿産院事件の特集

で、産婆による乳児預 りの事業化を問題視 し、本来の産婆の役割について次のように指南

した。

そ もそ も、産院というのは、妊産婦 を収容 して、分娩 させた後は、乳見を必要な期

間だけ保育するところで、他 の場所で生まれた子 どもを取 り扱 うべきものではな いの
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であります。一般 に赤ん坊 を預かるのは助産婦の仕事のよ うに思われているよ うです

が、誰が預かって も差支えないわけであ ります。…… 「産院はい1商 責 にな る」とい

ったはき違 えた観念を一掃 して、速やかに助産婦本来の業務に立ち蹄 らなければな り

ません(鈴 木1948:10)。

事件の報道 において乳児院の公設 に乳児保護 の期待が寄せ られるなか、厚生省は1948

年の3月19日 付で助産婦の業務 に関する広告取締令を出した。これによ り広告に掲載で

きる内容は 「①業務を行 う場所又は助産婦の住所を示す事項、② 業務に従事す る助産婦の

氏名、③業務に従事する日又は時間、④助産婦 を収容する設備の有無」の他、都道府県知

事 の許可を受けた事項 に限るとされた。とくに、当時の産院が駅前等の公共の場に掲示 し

ていた 「事情ある方御相談 に磨ず」「乳見預か ります、秘密厳守」等の広告は厳禁 された

(松下1948a)。

1948年4月 には東京都の乳児委託養育取締条例で、乳児の委託養育に関す る届 け出や

乳児 の適切な養育環境の設置に関する具体的な基準が定め られた。乳児を預か ってか ら

48時 間以内に乳児の姓名、生年月 日、父母の姓名 ・年齢などを保健所に届け、その後は

毎月保健所の健康診断を受けることが義務付け られた。3名 以上の乳児を預かる場合 には、

乳児室の構造や設備、責任者な どの条件を定めた乳児預所の許可を予め受 ける ことが求め

られた。養育開始の届出や乳児預所 の規定に違反 した場合には、懲役や罰金がな どの罰則

が設けられた。

東京都母子衛生係長 ・技官(当 時)の 目黒勝郎は同条例に関 して、以下のよ うにコメン

トして いる。

鯨 りやかま しい取締 りをすると乳見を預かる者がな くな って捨て子が多 くな りは

しないか という心配があります。現 に助産婦の方 のうちでも今まで収容哺育をしてい

た人が、面倒だか らやめて しまうというのを聞 くのでありますが、この條令は今まで

で時々起つた不幸な犠牲者 の絶滅 を期 し、乳児 の健全な育成 を図るのが目的であって

それには今までの無軌道では困る、いわば今度 こういうルールが敷かれたので此の レ

ール に乗って走っていただきたいという所か ら出来た ものであります(目 黒1948:

13)o

産婆 による乳児預 りと貰い子斡旋が規制されるなか、東京都の乳児院収容児は1947年

9月 の109名 か ら1948年9月 には231名 と倍増 していた。東京都民政局はこうした保護

を要す る乳児について、 「これ に壽産院の如 く闇か ら闇に葬 られて いる乳児を加へるとそ

の数も想像 に難 くない。従つて これ ら棄子の他に貧困児 ・嫡出でない子(以 下私生子 とい

う)等 を加へると里親制度の主な封象兇童は益々増加 の一途を辿ることが豫想され るので
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ある」(東 京都民事局編1948二6)と して、里親制度の活用を期待 して いた。

1948年10月 に厚生省か ら 「家庭養育運営要綱」が出され、里親制度の運用に関 して

具体的に定められた。1947年 に制定された児童福祉法では 「里親」の内容 については明

確にされていなかったが、この要綱 によって児童相談所おける諸種の調査 ・手続 き指導 ・

斡旋等が規定され、里親への公的斡旋が制度化 した。厚生省は家庭養育運営要綱の取 り扱

う範囲について以下のように解説 している。

児童は両親のもとで保護されるのがもっともよいと思われる。事情によって児童を

その家庭とは異なるところで保護 しな けれ ばな らない場合、児童を預かって保護する

ものとして各種児童福祉施設 と個人家庭がある。児童によっては、預かる個人家庭が

適当なもの もあれば施設による集 団保護 よりも個人家庭 による養 育によってよ り良

く保護される場合が多 くあると思われ る。

後者については児童福祉法は里親の家庭を考えているのであるが、そのほか に実情

として児童を養子 として保護することが廣 くお こなわれていることにかんがみ、本要

綱は、たんに児童福祉にいう里親の家庭 について規定するだけでな く、民法 にいう養

親の家庭をも含 めて廣 く個人家庭による児童保護について規定 したものである。(昭

和23年10月4日 厚生省発児第50号 「里親等家庭養育の運営 に関 して」)

とくに養子縁組に関しては、「いままで 自己の子供を養子 に出そ うと思っている者又は

児童 を養子 にしよ うと思って いる者 の多 くが適 当な機関がないため相手を見出す ことに

幾多の困難、不便 と危険を経験 してきた実情に鑑み、本要綱はこれ らの人々のために児童

相談所が中に立 って適当な斡旋をする ことにした。したがってそれ らの人々が児童相談所

にくるよ う一般の啓発に努めること」とされ、産婆や私入にかわ って児童相談所が養子 と

養親の仲介 を行 うよう指導がなされた。

そ して、戦前は貧困家庭の乳児や病弱児を収容対象 としていた乳児院が、資力があるに

もかかわ らず親が養育を断念する 「私生子」に対象を広げる。東京都民政局は里親制度の

活用と同時に、中央児童相談所に所属する乳児院の増設の必要性を、以下のように述べて

いる。

ママ

捨子を始めとす る所謂摘出でな い(以 下、私生子子 という)の 氾濫?は 終に壽産

院事件を機 として俄然世論の的とな り、世間に闇か ら闇え葬 り去 られる見童が如何に

多い事か、敗戦後のインフレと道義頽康 に依 って全 く想像以上の ものがあるといわれ

ている。(中 略)見 童が一國の光明であるとするな らば日影か ら日影 に育ち、遂に社

ママ

會は害毒 を流す人間となるよ うな ことが断じてあつてはな らない。第一次大戦後の英

國、猫逸 にお いては私生子養育問題の解決手段 として里親制度が大きな役割を果た し
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てきた。然 も尚それ ら私生子の死亡率が公生子のそれ と比較 して如何に多い ものであ

るか、壽産 院事件の例 を見 る迄もな く次の統計が雄辮に物語つている。…(中 略)…

里親制度の運営上健康な乳児を里親の元に送 らなければな らないか ら、その爾前保護

の機関 として良き乳児院が必要である(東 京都民政局編1948:141・143)。

寿産院事件を機に、親が養育できない 「私生子」も乳児院の収容対象となり、産院にお

ける乳児預りは不適切なものとして規制されていった。そして養子縁組の仲介は、産婆で

はなく児童相談所が行うものとされ、養子縁組を希望する人々が児童相談所を活用するよ

うに行政による啓発活動が指示された。はたして 「私生子」の親たちは乳児院や児童相談

所などの公的な制度を積極的に利用できたのかという問題は残るが、このような一面をも

って戦後日本の児童福祉体制における乳児院制度と里親制度は始動したのである。

2-3保 健婦制度

戦前・戦時 中を通 して産婆は様々な事情をかかえる妊産婦とそ の出生児にもっとも近い

第三者であったが、戦後の児童福祉体制における乳児保護の制度化か ら産婆は排除された。

そ して乳児の保健衛生の分野において も同様であった。保健婦が産婆や看護婦が兼ね る業

務ではな く、独 自の職業として成 り立つことで、乳児の保健衛生における産婆の役割は後

退 した。

戦後の医療改革で産婆の地位が後退 した要因の一つに、占領軍の産婆への偏見があった

ことは しばしば指摘される。当時 の米国は産婆制度をもってお らず、占領軍 は日本の産婆

の高い専門性 と職業 としての独立性 を理解するのが困難であった。占領軍は、看護婦なら

び に保健婦 の地位向上を目標 に改革を試み、看護婦、保健婦、産婆の団体および法律の一

本化を要求 した。看護婦と保健婦の各協会は解散を宣言 し、1946年11月 に日本産婆看

護婦保健婦協会が設立 されたが、日本産婆会は占領軍の方針 に強く反発 し、大きな危機感

を抱いていた。

1947年7月 の保健婦助産婦看 護婦令によって、 「助産婦とは、助産又は妊婦 、じょく

婦若 しくは新生見の保健指導 をなす を業とす る女子をいふ」と定め られた。解説によれば、

同政令はそれまで社会通念に任されていた産婆の業務を具体的に規定 した ものであり、新

生児とは生後間 もない子 どもを指 し、「保健指導 につ いては、保健婦、看護婦の業務 と重

複す る面もあるが、この政令で意味す るのは從來か ら助産婦が行 って來た程度のものを指

すのであって、新たに業務が援張 されたわ けではない」(松 下1948b:20>と された。

戦後 の保健所法改正や児童福祉法による保健婦体制の拡充は、出産後の女性 と出生児へ

のかかわ りをめ ぐって産婆 との職域争いを生 じさせていた。1947年 の参議院厚生委員会

における保健所法 の改正に関する質疑で、谷 口弥三郎が当時の状況を次のよ うに問題視 し

て いる。この発言は、産婆が保健婦 に遠慮 して産後の家庭訪問を中止 した結果、母親が産
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褥熱 を重症化させたという一件を受けて述べ られたものである。

産婆がいるときに、而 も産婆がお産をさせた所 に保健婦が出 しやばつて、そ うして

子供の世話 をして、母 の方 を見なんだ結果、そ ういう病氣 を早 く見出す ことができな

んだような次第であ ります。從つて今後保健婦 の指導 をされ ます場合には、産婆 のい

る所には、而 もそれは開業産婆であ りますので、それまでは保健婦が取つて しまうと

いうのでは、産婆の 口が乾上つて しまいますので、是非 とも産後当分の間、或は妊婦、

産婦な どについては保健婦は手を出さず に、産 婆の方 にや らせるというようにして頂

かんというと、今後産婆会並びに保健婦の方面との連絡協調が非常に困難 と思 うので

あります(参 議院厚生委員会1947年8月6日)。

また、同委員会の児童福祉法案 に関する質疑において も、乳児の保健指導 における産婆

の役割が考慮 されていない点が問題 とされた。草葉隆圓は母子手帳の内容に関 して以下の

よ うに述べた。

保健指導 を受 けたときは、その都度母子手帳 に保健指導上必要な事項を記入す るこ

とになつてお りまするが、乳見又は幼兜の場合におきましては、保健所又は医師若 し

くは保健婦が指導をいた したときだけ記入することになつておつて、助産婦が指導を

いた しました場合には記入をしな いことになつてお りますが、む しろ新生兜等 は助産

婦の方が保健婦よ りも中心ではな いか、……少 くとも出生後一週間或 いは数週間の指

導の間においては、全然助産婦 の指導は記入 しな いでもいいということになつてお り

ますが、これは不十分ではないか、この点について伺 いたいと存 じます(参 議院厚生

委員会1947年10月10日)。

日本人議員 による討議では乳児保健 における産婆の役割 に一定 の理解は示 されたもの

の、保健婦制度の拡充 という占領軍の方針 に変化はなか った。乳児の保健衛生政策 におけ

る産婆の後退が現実味を帯びるなかで、寿産院事件が摘発 される。同事件の報道直後から

行政 による都内の産院への実態調査が行われてお り、占領軍の記録文書においても寿産院

への強い非難 と当時の産院経営 に対する不信感が伺われる(P且W:HospitalInspection-

Maternity1948)。 寿産院事件が発覚 した翌月には新宿区戸塚町の淀橋産院が摘発され、

同院では61人 の嬰児の栄養不良死があった ことか ら「第二 の寿産院事件」といわれた(嘲

日新聞』1948。2.10)。 この年、東京地検が受理 した類似事件 は12件 にのぼった。

産婆への偏見と非難の中で1948年 の5月 、占領軍による解散勧告か ら2年 半を経て、

日本助産婦会は 日本助産婦看護婦保健婦協会への統合を余儀 なくされた。さらに、前年よ

り国会で議論 されていた保健婦助産婦看護婦法が1948年7月 に成立する。従来の独立 し

58



た産婆資格 とは異な り、助産婦教育は看護婦教育後の課程として位置づけ られた。同法の

解説 によれば、助産婦 は妊産婦の保護 と出産介助 に加えて、生後1ヶ 月までの新生児の

保健指導 をす るとされた。乳児 を養育する女性への指導は保健婦の仕事 とな り、助産婦は

乳児保健指導 の主た る担い手ではな くなって いた。

さらに1952年 に厚 生省医務局長通牒 「保健婦のための看護基準の指導につ いて」が出

され、保健婦 も看護にかかわることが可能 にな った。近隣に助産施設のない地域で は保健

婦が出産 に立ち会 い、出産介助を行 うこともあった という17。戦後の改革で後退する助産

婦職 とは対照的に、保健婦の業務は拡大 し、共同体や地域 における母子保健衛生の分野で

かつての産婆に代わ る指導者 とな っていった。

3.中 絶合法化と家族計画政策

3-1優 生保護法

寿産院事件後、産婆は乳児保護事業を規制され、乳児保健指導か らも遠ざけ られた。し

か し、同事件 を受けて実現 したすべての政策が乳児の生命保護につながるものではなかっ

た。早稲 田署長(当 時)の 井出勇は、乳児院等の設立よ りも堕胎の法認の方が現実的であ

ると提案 した。

この問題があつて以来、国立病院 とか、知 り合ひの医者、産婆方面か ら、かふいふ

種類の子供は、国家が責任 を以て育てる機 関を設けなければな らぬだ らうが、それは

大変な費用もかか るし、なかなか他人の子供 を育てる ことは並大抵ではないという悲

観論が多いのであるが、結 局考へ られるのは、かふ した救済を要するような対象に関

しては、国家的な施設が あつて、これを十分見てや らなければならな いことももちろ

んだが、それよ りかふ いふ子供の生まれ ることを未然に防止する対策 を考えた方がよ

くはな いか。その鮎でまつ考へ られるのは堕胎である。現在は母体 が持たないといふ

医学的な立場 において のみ認め られて いるが、これに更にプラス して、別の特別法の

や うなもので、両親の環境乃至経済事情を条件 にして堕胎を法認してゆ く施設 を持っ

た らどうか(井 出1948:25)

また、医師の林躁は 「この問題 を解決する方法はただ一つ堕胎を公認する意外 にない」

「生んだだけで ロクに育てもせず、まして教育 も與えな い場合、それは堕胎以上の罪悪で

はあるまいか」 と堕胎容認の必要性を強調 した(『 週刊朝 日』1948年2月8日 号)。

そ して実際に、戦後の優生政策および人口抑制政策 として、1948年7月 に優生保護法

が成立 し、合法的 に中絶を行 うことが可能になった。同法は 「優生上の見地か ら不良な子

孫の出生を防止するとともに、母性の生命健康を保護することを目的とする」(第1条)
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と明記 し、 「優生手術」(不 妊手術)お よび 中絶 について定めている。戦時体制のもとで

1940年 に制定された断種法である国民優生法と比較す ると、優生政策は拡大 ・強化 され

ていたのだが(松 原1998)、 中絶が行われ うる場合は極めて限 られお り、また多 くの場合

に各地保健所内の 「地区優生保護委員会」の審査決定が要件にされていた。

しかし、深刻化する人 口問題 と国民の生活の困窮 に対 して、翌1949年 に同法が改正さ

れ、審査 を要する中絶 に適応するものに、妊娠 ・分娩が身体的または 「経済的理由」によ

り母体の健康 を著 しく害す るおそれのある場合が加え られた。さらに3年 後 の1952年 の

改正では審査制度が廃止され、医師の認定のみによってすべての中絶が行えるようにな り、

中絶件数は飛躍的に増加 した。こうして、親が養育できな い子 どもは、優生保護法によっ

て妊娠を中絶 されるか、出生後に児童福祉法によって保護 されるかのどちらか になった。

優生保護法は太田典礼 、加藤シヅエ、谷 口弥三郎 ら超党派の衆参両院の議員10名 によ

って提案 され、両院の厚生委員会による簡単な審議の後 に全会一致で可決された。委員会

にお ける審議を記録 した議事録では、中絶の適応条件、手続き、風紀頽廃な どに関す る質

問や意見が出されたが、胎児の生命について どう考えるのか という問題は全 く省み られな

かった(石 井1982)。

ただ し、優生保護法は成立時よ り中絶について 「人工妊娠中絶 とは、胎児が、母体外 に

おいて、生命 を維持することのできない時期に、人工的に、胎児及びその付属物を母体外

に排出することをいう」(第2条 第2項)と 定義 していた。同法の条文では、胎児が母体

外で生存できる時期 につ いては明 らかにされていなかったが、産婦人科医で もある谷 口弥

三郎議員は中絶手術の期間を妊娠7ヶ 月未満と考えていた(参 議院厚生委員会1948年6

月19日)。 これについては、中絶の審査制度が廃止 された翌年、1953年 の厚生省事務次

官通知によって 「妊娠8ヶ 月未満」 と公式に規定 された。

3-2産 婆から助産婦へ

また、1950年 代以降、施設分娩 の増加 に伴い、出産介助の主体が産婦入科医に移行す

る。乳児保護、乳児保健の主な担い手ではなくな った助産婦は、ついに出産介助の分野で

も後退 した。また1950年 代に入ると、助産婦は家族計画政策における受胎調節指導へ大

動員される。受胎調節の普及 は助産婦の重要な任務とされ、国の方針 に従って助産婦 は講

習 を受け、受胎調節実地指導員の資格 を得て避妊方法な どの指導に駆 り出された。中絶の

合法化 と出産の医療化、家族計画政策 の遂行のなかで、産婆 ・助産婦の地位や業務内容は

大き く変わっていった。

第二次世界大戦前後 にお ける乳児の生命保護において、産婆の役割は大き く変容 した。

1930年 代か ら終戦直後まで、産婆は乳児保健指導 と乳児保護事業の担い手であった。戦

時体制における生殖管理の強化が進むなかで、産婆による貰 い子斡旋は出産女性が子 ども

の養育を他者にゆだね ることを可能にし、親に養育を期待できない子 どもの生存を保障す
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る仕組みとして実際に機能 していた。しか し、寿産院事件を契機 に産婆の乳児預 りや貰 い

子斡旋 に対す る規制が始ま り、それにかわるものとして乳児院と児童相談所が養育者 を欠

く乳児のための福祉施設 ・機関として期待 された。さらに、助産婦 と改称 した産婆は、乳

児保健の分野で台頭する保健婦 に職域 を奪われていった。

こうした妊産婦 と乳児に個別 に対処する戦後の児童福祉体制の構築は、産婆がそれ まで

一連の業務 として担っていた女性の出産介助 と出生児の生命保護を分断した
。妊産婦 と乳

児 に対応 していた産婆の公的/私 的なネ ッ トワークが失われていくのと同時に、困窮す る

妊婦は優生保護法 による人工妊娠中絶を受け られるよ うになった。

占領軍の影響を強 く受けた児童福祉思想の下で、妊産婦 と乳児にもっとも近 い第三者で

あった産婆の制度が解体 されたのである。さらに、医療や保健の分野で改革がすす んでい

くなか、戦後の児童福祉の思想は、民法の大改正 による家制度の解体 にも反映されてお り、

未成年養子縁組の仕組みもまた転機 を迎えていた。
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第4章 戦後 の家制度 の廃止 と特別養子 の構 想

(1946-1966年)

1946年 に成立 した 日本国憲法の第24条2項 が定める個 人の尊厳 と両性の本質的平等

に立脚 して、民法は改正 された。これ までの戦後 の民法改正 を扱 う研究は、家制度か らの

脱却 と、個人の尊重 と男女の平等が実現 されたのか否か を批判的に検討 してきた。二宮周

平は戦後の戸籍制度について、 「新 しい戸籍は、婚姻家族が家族の基本であ り、社会生活

の単位であるということを、具体的に目に見える形で示 した」(二宮1999:62)と して、

高度経済成長期以降の国民生活に標準的家族像 を浸透 させる作用をもったと指摘する。

こうした家族や男女をめ ぐる法制度の変革は、私生子 にとっても大 きな変化 であったは

ずである。また、前章で述べたよ うに、産婆 による乳児保護の時代が終焉 し、児童福祉法

体制が始動 したが、おな じく占領軍の影響下 にあった戦後 の民法改正にお いて も、児童福

祉の観点が採用 されている。本章では、戦後の民法改正 における私生子や養子をめ ぐる議

論 に、どのよ うな変化がみ られたのかを検討す る。

1.戦 後の民法の大改正

1-1家 制度廃止 と非嫡出子

社会党が発表 した 『家庭法要綱 』の四は、「子供の地位 とその権利をまもるため保護機

関に公的性質を与へ子宝国有の実 をあげる。そのため親権、後見、親族会議の制度を改革

し私 生子、庶子、嫡出子の区別 を廃止す る」という内容であった。青山道夫はこの要綱 を

「封建的家族制度に徹底的メスを加えている」評価 して、以下のよ うに述べている。

か くて近世法が私生子冷遇 を改めんとした ことはまことに当然であるが、猶嫡出子

との間には一線のqq別 がひかれねばならぬ ことを如何 ともな し得なかった ことを注

意せねばな らぬ。それは私生子 を生む母 の境遇は多 く父 との共同生活 を営むのではな

く、父 とは別個 の生活 をなしてお り、而もそ の父が一方 に法律條上承認された家庭を

持つ ことが少な くないか らである。か くて私生子の保護は父の家庭生活を破壊せぬ程

度 に限定せ られ、従って父 との共同生活までは期待 出来ず、ただ出来 る限 り父 として
ママ

その保護の責任 を負担せ しめることに止まって いるのでれる。

されば法律学者か ら婚姻尊重 と私生子差別待遇撤廃 とは或いは立法上のジレンマ

か も知れな いとの嘆聲を聞 くの も實は無理か らぬ ことなのである。而 して民法上の私

生子に封する立場 も右以上には出ぬのであるか ら、斯 ンる現状にかんがみ社會党要綱

が嫡出子、庶子、私生子の差別 を撤屡せんとして いるのはaに 画期的である。しか し、
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私生子 と具膿的に父の婚姻家族 との調和を如何にすべきかの提案がない以上、問題は

依然として残 るのではなかろうか と思われ る(青 山1946:90・1)。

戦後、1947年 の民法大改正において、親族 ・相続のあ り方に新 しい仕組みが導入され

る。すなわち、1898(明 治31)年 に公布 された民法によって定め られた 「家」制度の廃

止であり、民法親族編 の 「第一章 総則」に続 く 「第二章 戸主及び家族」は、「第二章 婚

姻」 となった。戸主にかわって夫婦が家族の単位 となったのであ り、1947年 に公布され

た戸籍法は、戸籍の編製について以下のように定めた。

第六条 戸籍は、市町村の区域 内に本籍 を定める一の夫婦及び これ と氏を同じくする

子 ごとに、これ を編製す る。但 し、配偶者がない者についてあ らたに戸籍を編製す

るときは、その者及び これ と氏を同じくする子 ごとに、 これを編製する。

家や戸主の廃止は、庶子 という身分その ものを消滅 させた。したがって、実子は 「嫡出

子」と 「嫡出でない子」の二種 に区別 され、後者のうちに認知を受けた者 とそ うでない者

がいるだけとなった。これは私生子の名称 と庶子 の身分(権 利)の 廃止であ り、私生子 ・

庶子 ・嫡出子の 「区別」の廃止ではなかった。

民法における私生子差別に関する実質的な改正とは、民法の相続編 において定められて

いた私 生子の相続差別の撤廃であった。改正前の民法では、戸主としての家督相続 におけ

る順位 、家族 の遺産相続における相続分にお いて嫡出子 ・庶子 ・私生子で明確な区別があ

った。戦後民法では、家督はな くなったため遺産相続における嫡出子 と非嫡出子の相続分

の不平等が問題 となった。しか し、1947年 の大改正 を経て もなお民法第900条 の4に 以

下の規定が残された。

第九百条 同順位の相続人が数人あるときは、その相続分は、左の規定に従 う。

四 直系卑属、直系尊属又は兄弟姉妹が数人あるときは、各自の相続分は、相等 し

いものとする。但 し、嫡出でない直系卑属の相続分は、嫡出である直系卑属の相

続分 の二分の一 とし、父母の一方のみを同 じくする兄弟姉妹の相続分は、父母 の

双方 を同 じくする兄弟姉妹の相続分の二分 の一とする。

家制度の廃止に伴って戸籍 の単位 は戸主か ら夫婦 とな りi庶 子は廃止 されて嫡出子 ・非

嫡出子 の明確な区別が残った。私 生子 として生まれた者のうち、庶子 となって父の戸籍 に

入 る者はなくな り、戦後の民法において嫡出子の地位は、む しろ、家制度における地位よ

りも強固なものとして法的に確立 した といえる。また戸籍には夫婦 の子 のみが入 り、戦後

家族の標準 は法的にも核家族 となった。なお、婚外子 を出生した女性 は父母の戸籍か らは
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除籍され、新 しい戸籍 をそ の女性 と子のみで構成す る。

戦前の家制度においては、出産 した未婚女性も私 生子 も、戸主の家族 となる ことができ

た。しか し、戦後の民法大改正によって、未婚女性の出産 、非嫡出子の出生は、民法 と戸

籍制度の運用 にお いてはよ り例外的な扱 いとなった。「私生」という概念は、戦後 「非嫡

出」 として拡大 ・強化 された といえる。

1-2未 成年養子と出生証明書

民法における養子縁組の規定では、家督相続に関連す るものがな くなる一方、戦後の新

たな傾向として児童福祉の観点が導入された。未成年者を養子とす る縁組の規制が強化さ

れ、従来の子 どもの虐待 ・搾取につながる危険な養子縁組を認めない仕組みがつ くられた。

第七百九十八条 未成年者を養子 とす るには、家事審判所の許可を得なければな らな

い。但 し、自己又は配偶者の直系卑属を養子 とす る場合は、 この限 りでない。

孫や連れ子を養子 とす る場合を除いて、未成年者 と養子縁組する場合は家庭裁判所の許

可が必要になった。貰 い子な どの第三者 による子 どもの養育は、親同士の合意では成立 し

なくなった。許可制が開始 されると、法学者はそれを養子制度の 「近代化」として歓迎 し

たのに対 し、その煩雑さを理 由に実務家から許可不要論や許可範囲制限論が出され るな ど

反発も受けた。しか し、未成年者の縁組成立 に公的機関が関与する ことによって、芸娼妓

養子をは じめとす る人身売買な どの子の利益に反す る養子縁組は防止、淘汰されるよ うに

なった。

さらに、戦後の戸籍法 において、出生届書に 「出生証明書」の添付が義務づけられた。

第四十九条 出生の届出は、十四 日以内にこれを しなければな らない。

届書には、左 の事項を記載 しなければな らない。

一 子の男女の別及び嫡出子又は嫡出でない子の別

二 出生の年月 日時分及び場所

三 父母 の氏名及び本籍若 し、 日本の国籍 を有 しないときは、その旨

四 その他命令で定める事項

医師、助産婦又はその他 の者が出産に立ち会つた場合 には、医師、助産婦、その

他の者の順序 に従つてそのうちの一人が命令 の定めるところによつて作成す る出生

証明書を届書 に添附 しなければな らない。但 し、やむを得ない事由があるときは、こ

の限 りでない。

これによって、親が子 どもの出生届 を出す際には、医師か助産師な ど出産 に立ち会った
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者 による親子の証明が必要となった。未入籍の子 どもを貰い受 けた養親が出生届を出 して

養育することは、養子縁組 を仲介す る助産師、出産を証明する医者による偽証が必要にな

った。

出生届に医師 らの出生証明書の添付が義務づけ られ 、また未成年の養子縁組は家庭裁判

所の許可が必要 にな り、正式な届出を伴わな い養子 ・貰い子は 「無効」か ら 「違法」にな

った。ここか ら、戦前に非公式であ りなが ら広 く行われていた養子や貰い子はア ンダー グ

ラウン ドなものとして淘汰されていくのである。

2.現 行養子制度への批判

2-1外 国養子法研究

養子縁組が人権侵害に濫用されないように規制する という取 り組みか ら、養子縁組の

運用 によって子 どもによ り大きな福利をもた らすべき という考え方へ移行するには、外国

法研究の影響が不可欠であった。養子法 と児童福祉が交錯す る議論18はすでに、戦問期 に

養子制度に関する外国法の紹介 においてな されていた。中世以来、養子制度に否定的であ

ったヨーロッパ諸国だが 、第一次世界大戦後の混乱のなかで、戦災孤児や婚外子の救済

を目的とした福祉 的な養子法 を新たに成立 させて いた。

1927年 にイギ リスが養子制度を採用 し、 ソ連が復活 させた ことを受けて、穂積重遠

(1928b)が 両国の立法を報告 した。イギ リスとソ連の養子法は、養子縁組は養子た る者

の福利のためのみ これを許す と明文をもって定 め、裁判所の決定 による成立、未成年養子、

養親の年齢制限、実親 もしくは後見人の同意i実 親の親権消滅、実子と同様の養子の財産

上の利益な どが明記された。養子制度の 目的の変遷を概括 した中川善之助(1930b)は 、

近代養子法の特色として 「子 の福利」を制度の基礎精神とすることなどを挙げ、フランス

の養子法 が 「家のため」か ら 「親のため」となったあとに子の福利 を基礎原理 とする 「子

のため」の近代養子法へ と変遷す る過程 を論 じた。青山道夫(1936,1937)に よって米

国の養子法が紹介 されたのもこの頃で、ヨー ロッパにおける養子法の傾向が19世 紀 半ば

の米国諸州の養子法においてすでに片鱗を見せて いた ことが報告された 。米 国養子法の

場合は、婚外子の保護が主な 目的であった。

「子のための養子」は欧米 における近代的養子法の特徴 として紹介 され るにとどまり、

日本の養子制度 とは異なるものとして認識 され ていた。日本の養子制度は欧米諸国よ り長

い歴史 と多様な経験を もって いるとされ、大戦前後 の 日本の養子制度論はあくまで封建体

制や家制度 との関係のなかで展開 していた。た とえば川島武宜は、日本封建制の 「アジア

的性質」として 日本 における養子慣行 に注 目している。川島は 「奴隷制養子」の例 として

漁村 における労働 力移入 目的の期限付きの貰い子 と人身売買にもとつ く債務奴隷 として

の芸者を取 り上げ、前者 について 「養子は 『アジア的』で 『潜在的』な奴隷制における制
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度 とみなす。それは、日本封建制社会の中に例外的に取 り残 された後進地方における歴史

的遺物」だ と述べ、また後者を 「奴隷制的関係のアジア的形態」として認めて 「単なる歴

史 的遺物ではな くして、いわば歴史的アタヴィズム(atavism)」(川 島1947:48-9>で

あると分析 した。 日本の養子制度は、西洋の 「近代的jな 「子のための養子」と区別され

ていただ けでな く、ヨー ロッパの奴隷制社会や封建制社会 とも異なる 「アジア的性質」を

持つ ものとして理解 された。

第二次世界大戦後、欧米諸国における養子法の復活 と新設 の潮流が拡大 していくにつ

れて、欧米の 「近代的」養子制度と日本の伝統文化としての養子縁組とい う対比は保たれ

たままではあったが、多 くの比較法学者が外国養子法 に関心を寄せた。戦後の外国法研究

では、諸外国の 「子 のため」の養子法および 「未開社会」の養子制度な どの養子制度一般

の研 究が再開される(穂 積1951;山 畠1952;中 川1956な ど)。

戦後の 日本の養子制度にとって未成年養子の許可制の導入は大 きな変革の一つであっ

たが、それが定着するにしたがって、家庭裁判所の役割へ期待されるものに変化があらわ

れ る。すなわち、許可制導入によって人権保護に反する縁組 を淘汰するという消極 的干渉

か ら、許可制において未成年養子の福祉の実現 を目指す積極的関与が期待 されるようにな

った。

深谷松男(1958)は 、欧米諸国では 「当事者の合意 ・公的機関の認可 ・登記」の3段

階の うち第2段 階に重点がおかれ、養子縁組は契約その ものではなくて、契約的基礎の

上 に立つ一つの法的制度であると評価 し、日本の未成年養子縁組の許可制における公的機

関の消極性 を批判 している19。潮見俊隆(1960>は 未成年養子の許可基準 の曖昧さを指摘

してお り、また名和 由紀子(1959)は 未成年養子 に関する統計では養子 となる子の89%

が嫡出子 であることか ら、日本の未成年養子縁組の実態 において婚外子や棄子 の保護救済

を目的とす る近代養子制度の特質が浮かび上がってこな いと指摘 した。

山本正憲 も、フランス法の研究か ら日本の養子制度の成立方法 について検討 している。

フランスでは1804年 の成年養子制度の復活以降、1923年 には未成年養子 をみとめ、さ

らに1939年 の養子法改正を経て孤児や婚外子の救済を目的とした 「断絶養子縁組」や 「準

正養子縁組」を新設 していた 。裁判所の判決によってのみ成立す る準正養子縁組 につい

て、山本 は「元来 フランス旧法が成年養子のみを許 した ことは、縁組 は一種の契約であり、

成年者のみが単独に契約 の当事者 とな り得 るという前提 に立 って いたか らであ り、このよ

うな国家的関与の認め られる程度の増加するに従い、縁組は私的契約か ら公的社会 的救済

制度(中 略)化 しているのであ り、この公的性格 こそ近代的養子法の大きな特色なので有

る」(山 本1955:91)と して、日本の養子縁組が示すような、一般 に届出のみで成立 し、

未成年養子の場合 も裁判所の認可の後 さらに届け出ることで成立するという契約主義的

な立場を批判 している。

外国養子法の研究が、 日本の養子法との区別や比較か ら日本への示唆に変化 しつつあ
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ったこの頃から、家制度廃止後の 日本の養子制度に対する批判的な論調が強まり、人身売

買などの人権問題やその他の非道徳的な側面や弊害が注 目された。青山(1957)は 現行

養子法への一批判 として 「妾養子」を取 り上げ、日本の養子法 も未成年 に限定、あるいは

フランス民法のように成年養子 においても裁判所 の認許が必要であると論じた。 しか し、

つまる ところ日本の養子制度の 「近代化」をめ ぐる議論 は、未成年養子の許可制の 「強化」

を 目指す ものがほ とん どであった。日本は欧米よ りも長 い養子制度の伝統 を持 っていると

いう自負と日本の養子 制度を 「近代化」する必要性の間で、子 どもの福祉への配慮 という

視点は未成年の養子の許可制のあ り方に集中していた。

そのような硬直 した議論 のなかで、谷 口知平がは じめてフランス養子法の研 究を日本

の養子制度全体のへの示唆 として位置づけている。谷 口は、フランスにあるよ うな実親子

関係が断絶す る養子制度の立法が 日本で も考え られるべきと指摘 した。

他人を養子 としよ うとす る者は養子の実親 ならびにその親族 との関係、それ に基

づ く扶養や相続権の主張による不利益をおそれて、縁組を躊躇する ことがあ り、又逆

に他人に養子 にやろうとす る者 も養親並びにその親族の諸々の要求を虞れて、縁組 を

躊躇することがあろう。(中 略)か くて縁組 によって実親側 との関係が断絶する こと

が認め られ るならば子にとって幸福な縁組がな され る機会は相当多 くなるのではな

かろうかと推測 される。併 し他面にお いて血縁の父母、兄弟があるにも拘 らず法律上

その血縁が断絶 され子よ り扶養請求権や相続権を奪い去るということ、実親が能 力あ

るにも拘 らず養子 にやった子 を永久にいかなる事情を問わず扶養する義務を免れて

しまうということを認めることは、子の利益の保護か ら見ても、国家の利益 の点か ら

言って も当否大いに問題であろう。併 し、血縁断絶の制度は立法に際 して一考すべき

制度であると思 う(谷 口1956:80・1)。

谷 口は、子 どもの福祉という問題 を、裁判所の介入方法ではな く養子縁組のあ り方そ

の ものに見出した。実親子関係の断絶 の重要性に注 目し、実際に日本の養子制度 に取 り入

れようとしたのは、当時の養子制度論のなかでは新 しい発想であった。さ らに、谷 口は断

絶型の養子縁組 の制度を検討す るにあたって論点を列挙 した。

何れは家庭裁判所 をして子の利益 を考慮 し、実親あるいは養親側の申立て に基 き、

決定せ しめることにすべきであろうが、孤児棄子或は父母 の知れない子 に限 るか、非

嫡 出子 に限るか、(中 略)養 子は年令 に制限(た とえば5歳 以下)を 設けるか。かか

る養子の場合一定の年齢 に達 した後、養子 の遺伝素質等 による養親よりの離縁 を許す

か否か。(中 略)更 に戸籍上の記載について も、絶縁養子については養父母 を父母 と

して記載 し、実父母 をた とえ知 られていて も記載 しない ことにするか0実 父母の表示
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せ られている戸籍 は極秘と し、一般 に閲覧せ しめず裁 判上、行政上特別 の必要のある

場合にのみ特別の許可を以 って閲覧を為す方法 を採るべきか等の問題が ある。これ等

の色々の問題について、フランスの戦後のこの血縁断絶養子や準正養子の制度法律解

釈上の問題、その施行の実績等は色々示唆を与えるものと思 うのである(谷 口1956:

81}a

谷 口の示 した個 々の論点は非常 に具体 的であった。外国養子法の研究によって婚外子保

護に主眼を置いた新 しい養子制度が立法 される可能性が芽生えた といえる。それは 「家の

ための養子」か ら 「子 のための養子」への 日本の養子制度の 「近代化」を示 し、法学者 に

歓迎 され るはずのものだった。

2-2「 藁の上か らの養子」

しか し、 この ころ 日本 の家族法学では、ある裁判紛争に関心が集 まって いた。民法学

者 の重鎮であった我妻栄(1953a)が 、養子縁組 にかかわ るいくつかの訴訟を取 り上げて

いる。それ らの紛争は、婚外子等の処遇をめ ぐってなされる、養親 による虚偽の出生届や

他人の籍 を借 りた養子縁組の慣行 に端 を発 していた。虚偽の出生届の慣行 とは、出生届を

して いな い嬰児を貰いうけ、自分たち夫婦の嫡出子 として届け出て、そ のまま実子 として

育て る場合であ り、 「藁(わ ら)の 上か らの養子」と呼ばれているものである 。 こういっ

た事例では養子縁組 の届出がなされていないため、あとになって親子関係不存在の訴が出

される場合に紛争 となっていた。他人の籍 を借 りた養子縁組 とは、婚外子を知 り合いの夫

婦 の嫡出子として届 け出て もらい、その戸籍 上の父母が幼児を養子 に出すことである。従

来 の判例ではこのような縁組 は無効であり、何年経った後で も養子、養親およびその親族

から無効を主張できた。

1950年 に最高裁判決が出された事案では、昭和15年 にA女 がB男 との間に婚姻外の

子Xを 生み、Xは 生後 いったんB家 に引き取 られたが、A女 の父や兄CがXの 将来を慮

り、Cが 養子として育てる ことにして、Cと その妻Dの 間の嫡出二女と して届け出た。

そ して事件は夫Cの 死後に妻Dか ら、この戸籍上の二女Xを 相手に親子関係不存在確認

を訴求 したというものである。この問題 に対 して旧民法の大審 院判決では、このような手

続きでは嫡出子親子関係 を生じないのは もとよ り養親子関係 も生じないとされてお り、

1950年 の最高裁で も同様の判決が維持 された(昭 和25年12月28日 最高裁第二小法廷

判決)。

他人の籍を借 りた養子縁組 につ いては、1953年 に最高裁判決が出 された事案では、

1914年 にA女 か ら生まれた婚外子XがB夫 婦(Aの 姉夫婦)の 実子 として届 けられた

のち、1916年 に養子縁組によってC夫 婦の養子 となったが、1923年 に夫Cと 後妻Dと

のあいだに生まれた実子Yが 、Cの 死後 にXとCの 養子縁組無効 の確認 を求めたもので
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ある。 このケースでは妻が死亡 して夫Cが 後妻を迎える際、夫Cは 将来の紛争をおそれ

たA側 か らの離縁の申し入れ を断 り、Xの 相続 を約束 して いた。控訴審では従来の判例

にな らい、「養子縁組はいわゆる要式行為であるか ら、その縁組につ いて承認をなすべき

者が形式上も縁組届出の縁組の当事者 とな らないかぎ り、その効力を生じないと解するべ

きである」な どとして、養子縁組 は無効であると判決 した。しか し、Yが 上告 した最高裁

の判決はそれを破棄差戻したのである。判決の要旨は(1>他 人の子 を実子 として届け出

た者の代諾 による養子縁組 も、養子が満15年 に達 したあとそれを有効に追認することが

できる、(2>右 追認は、明示 または黙示の意思表示をもって養子か ら養親 の双方に対 し、

養親の一方が死亡 した後は他の一方 に対 してすればた りる、とい うものであった(最 高裁

昭和27年10月3日 第二小法廷判決)。

我妻 は養親側が縁組契約を無効 とす る場合はた いて い実子の誕生や親族 との相続争い

が関係 してお り、養親側の勝手な主張が通ることは不合理であると考 えていた。そ こで

1952年 の判決によって無効な養子縁組届の問題に一応の決着がついた ことを評価 し、さ

らに1950年 の判決 に関して も検討を試みている。我妻 は他人の籍 を借 りた養子縁組の問

題 と 「藁の上か らの養子」の問題を比較 し、前者は無効 な養子縁組届の追認であるのに対

し、後者は無効な出生届の養子縁組届への転換 という理論構造にな ると分析 した。そ して

後者については、 「身分上の行為につ いての無効 な形式の転換を求める判例理論 は存在 し

ないか。存在する。それは妾腹の子 をいきな り父 とその正妻の妻の間の嫡出子 として届け

出た場合には、認知の効力を生ず る、とするものである」(我 妻1953b:20)と して、以

下のような主張 を展開 した。

ところが、縁組についての従来の判例の態度は、甚 しく硬直である。一方では、

縁組の形式 をとる場合には、たといそれが養父の子であっても、認知の効力も生 じな

いといい、他方では、た とい実際に養子 とする意思があっても、嫡出子の届出を した

のでは縁組の予約の効力も生じないという。しか し、かような態度 は、右の嫡出子の

届出に認知の効 力を認めた判例理論 と一貫せず、また、縁組の追認を認めた昭和27

年の判決に含 まれる趣旨とも調和 しないものと思われ る(我 妻1953b:22)。

我妻が 「藁の上か らの養子」の問題 と1950年 の最高裁判決を取 り上げたことによって、

他の養子法研究者 も関心を寄せた。この問題については、谷 口知平も疑 問を投げかけてい

た。

虚偽出生届を為す者に対する警告としての意義は大いに認めねばならぬ。けれど

も虚偽出生届の防止は産婆の虚偽証明、あるいは虚偽届に対する制裁を以て挙ぐべく、

過去の既成事実の解決としては、具体的事情に即して或は親側の利益のために或は子
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側の利益のために種々の解釈理論 を以て この種 の確認請求の訴を制限 し身分秩序の

安定ひいては社会秩序の維持 をはかって もよいのではなかろうか(谷 口1956:183)。

我妻や谷 口にみ られたように、1950年 代の養子縁組 をめぐる問題 において注 目されて

いたのは、これ らの虚偽の出生届の慣行 におけるつね に不安定な養子 の利益、それ も成人

したのちの財産相続に関す る利益であった。しか し、その解決は現行養子法では難 しい状

況であ り、縁組転換肯定説な ど新 しい法理論が求め られた。

1950年 代における養子研究では、養子法の 「近代化」の試みや外国法研究の成果は許

可制の運用実態への批判が限界であ り、谷 口のフランス養子法研究の 日本への示唆が新 し

かった。しか し、いずれにもまして、我妻が注 目した実際に日本社会で起きていた養子縁

組をめ ぐる紛争の存在が、養子縁組 の仕組みを考える原動力になっていった。

3.特 別養子構想

3-1法 制審議会

「子 のための養子」論の登場や児童福祉 という観点の導入、日本の養子制度における

諸々の問題性の認識が新 しい養子縁組をめ ぐる議論の場を用意 した。そ してとりわけ虚偽

の出生届に端を発する紛争の存在がその必要性を裏付 けることとな り、1959年 に 「特別

養子」 は提案 される。

1951年 に法務大臣か ら法制審議会 に 「民法に改正を加える必要があるとすれば、その

要綱を示されたい」という諮問がなされた。それをうけて法制審議会民法部会小委員会(部

会長:我 妻)は 審議を開始 し、1959年 に 「民法親族編の改正についての仮決定および留

保事項」を発表 した(法 務省民事局1959)。 第三章親子 の第二節養子 の冒頭 に 「特別養子」

とい う項が設け られた。それ は従来の養子慣行に関係す る諸議論 と呼応するものであった。

以下はその抜粋である。

第二十七 通常 の養子のほかに、おおむね次のような内容のf特 別養子」の制度

を設けることの可否について、なお検討する。

(イ)特 別養子 となるべき者は一定の年齢に達 しない幼児 に限る。

(ロ)特 別養子 はすべての関係 において養親の実子 として取 り扱 うものとし、戸

籍上も実子 として記載す る。

(ハ)養 親の側か らの離縁 を認めない。

特別養子は乳幼児 を対象と した実親子関係断絶型の養子で、養親による離縁 を禁止す

るものだった。外国の養子法に比べ ると非常にシンプルな ものであったが、この構想では
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「戸籍上 も実子として記載する」 という提案が とくに重要であった。「親族法の改正」 と

いう座談会で、法制審議会で部会長を務めた我妻は、特別養子制度へ の要望があるのかと

いう質問に対 して このように答えている。

一番直接的な 目的は、いわゆるわ らの上か らもらって育てて、 日本ではそれ を実

子につけて しまうで しょう。夫婦がよその赤ん坊 をもらってきて、戸籍の上では実子

として届 け出ている。それが相当多いわけで しょう。それは一方では公文書偽証罪か

何かの犯罪になる。のみな らず、あとになって養親の気持が変ると、実はおれの子供

じゃないと言 って、親子関係 の不存在を主張 して追い出せ る。そ ういう不都合を生 じ

ている。さればと言 って戸籍 にうそ を書いてはいけないといってみても、戸籍の上で

も養子 ということをわか らないようにした いという要望が あり、それにある程度合理

性があるな ら、適法に実子 と記載す る制度を正面か ら認めて、こういう制度があるの

だか ら、そっちをおや りなさいというのが合理的なんじゃないか というのが出発点 じ

ゃないかと思 うのです(我 妻ほか1959:67)。

特別養子は、養子の年齢 を制限 した実親子関係断絶型の縁組だ という点で、当時の諸

外国における福祉 的な養子制度と類似 した構造であった。しか し、家庭裁判所の審判 によ

る縁組成立や養子縁組 の仲介機関の存在などが内容 に含まれてお らず、親族によって 「藁

の上からの養子」がなされたのちに相続問題へ と発展するケースを未然に防こうとした も

のであることが うかがえる。

我妻は虚偽の出生届をめ ぐる訴訟に関する論稿のなかで、虚偽の届出が行われる動機

について 「藁の上か ら貰っておむつの世話を しないと、本 当の親子の情愛は生 じない。そ

して折角親子の情愛 を生じても、子が大きくなって、戸籍謄本 を見て 「なさぬ仲」である

ことがわかっては大変だか ら、戸籍上で も、それ をか くしておかなけれ ばな らない、とい

うのである」(我 妻1953a:20)と 述べていた。 「藁の上からの養子」に関す る我妻の理

解 は、そ の慣行は戸籍記載に関す る養親の懸念が引き起 こしているものであ り、その後の

諸紛争の端緒である虚偽の出生届は特別養子 の設置 によって不要になるというものであ

った。特別養子の戸籍記載において養親子 を実親子 と同じ扱 いにするのは、養子の実子扱

いを望む養親の願望を慮った もの と理解 されて いた。つま り、特別養子の目的は、虚偽の

出生届 という違法な慣行をな くす ことにあった と考 え られ る。

虚偽の出生届 とい う法律か らの逸脱が最初 にあるにもかかわ らず、それによって養親

に育て られた子が不利益を被 ることを許さないというのが特別養子構想 の良心であった。

しか し、この構想は一般社会 からの要望 に応 じたものではな く、専門家による議論のなか

で生まれた ものであった。この ことは先の座談会に出席 した唄孝一の説明にもあ らわれて

いる。
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これなんか立法のあり方の一つ の問題 として注 目されるものだ と思 います。 とい

うのは、つ まり、具体的にこういう立法をしろという要望が別 にどこかか ら具体的に

でて いるというわけではないのです。しか し、この制度の下地 になるような慣習みた

いな ものが、さっき我妻先生がいわれたように、 日本 には昔か らある。そ してまた、

それ に対 して法律的にも、例の最高裁の判決 にみ られ るよ うに、いろいろな論理構成

でそれを救 ってきたという問題が あるわけです。つ まり、法律家がそ ういうふ うな論

理構成を用いて民衆の中の慣習に呼応 しているわけですが、そのような必要を立法者

として考えていく、とこういう筋道だと思 います(我 妻ほか1959:67・8)。

特別養子の直接の目的は虚偽の出生届の防止 と養子となった者 の利益の保護であった

が、ここには、諸外国の養子法の立法にみ られたよ うな、養子縁組によって孤児や婚外子

と適切な養育者を引き合わせよ うする積極的な目的はみ られなかった。特別養子構想の位

置づけには、しばしば外国養子法の動向が言及されたが、あくまで 日本 に独特の問題意識

か ら出発 していると理解 されていた。唄は先の説明のあとに こう続 けて いる。

只今 の場合、それがたまた ま必ず しもわが国だけの古 いな らわ しというのではな

くて、諸外国にみ られ る孤児の救済 とか、私生子救済のための養子 につ いての一つの

立法の方向と合致す るものなのですね。ここにそ ういう考え方がでてきたと思 います

(我妻 ほか1959:68)。

これ までに子 どもの福祉を第一の 目的にした養子制度は、外国法研究の分野で谷 口

(1956)が 提案 しており、実親側 との関係が断絶す ることが認め られるな らば子 にとっ

て幸福な縁組がなされる機会は相 当多 くなるだろうと述べていた。しか し、その谷 口もま

た、 「親族法改正の問題点」 という座談会で、以下のよ うに特別養子 について紹介 して い

る。

特別養子 というのは、アメリカやフランスの血縁断絶養子 とか、準正養子 とかい

うような制度に似たものを考えて いるよ うであ ります。主 として小 さい子供をワラの

上か ら養子にす る場合に、養子であるということが戸籍二上わかる とまずいか らという

ので、いままで脱法的に直接 自分の子 として届け出る というような ことが行われてお

りますので、そ ういう子供 を戸籍上は実子 というふ うに見せるようにして、そ してそ

ういう違法を防止する意味で裁判所の許可にかか らしめて、実質的 には養子なんだが、

形式的には実子であるかのように戸籍上取扱 う。そ して主 として実親 との血縁関係 に

基 くいろんな親族関係なんかも断絶 して、完全 に養親の子 として取 り扱 うような養子
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を認めようというのでありまして、フランスあた りでは戦争孤児 とか捨て子 とかいう

よ うな ものについて認め られているようです(谷 口ほか1959:411)。

欧米の養子法は孤児や婚外子の救済 という明確な 目的を持 ち、「子どもの福祉」を軸に

整備 されていたのだが、日本の特別養子 は虚偽の出生届をめ ぐる問題の解決という目的の

下、 「養親の違法行為」を軸に構想 されていた。そ してそのために、 この特別養子構想は

法学者のあいだで賛否両論 を巻き起 こす ことになった。

3-2法 学者 らの反応

特別養子構想をめ ぐっては 「賛成論が強 く反対論 もある」 と報道 された(『 朝 日新聞』

1959.72)。 特別養子制度の立法化 を支持す るもの として、現場の第一線 にいる行政の戸

籍担 当者の言があった。全国連合戸籍住民登録事務協議会第15回 総会では、「私たち も

『子供 に養子ということを知 られては、私たち夫婦を実 の親 と思 い込んでいる子供がかわ

いそ うだか ら、この子の養子 という文字を削って、実の親子のよ うに戸籍を訂正する方法

はないか。』というような戸籍相談 を受けた こともある」(全 国連合戸籍事務協議会1963:

52)と いい、このよ うな国民感情を取 り入れた特別養子制度 を要望する意見が出ている。

また、第19回 大阪府戸籍住 民登録事務協議会案では、 「我々戸籍事務担 当者は戸籍相談

の事務或は戸籍訂正事件を通 じて世上多 くの養子を持つ親たちがあ らゆる手段を尽 して

この違法な届出を敢てする実状 を大いに憂慮す るところであ りますが、いかにその要求が

切実であ り、これ には どのような罰則規定を強化 して も無力であることを考え合わせ ると

き我々第一線 にある者の声として或は目に見えざる世間の声 として本間の採択を強 くお

願いす る」(全 国連合戸籍事務協議会1964:58)と いう要望が決議 されている。

しか し、当時の学者や実務家等の特別養子制度への見解には慎重論や疑問点の提起が

多かった。消極説 としては、養子 を実子 と記載することは戸籍全般の信用を落 とすおそれ

があると懸念 した ものや、戸籍制度のなかでは技術的に困難であると主張 したもの、さら

に真実告知の回避や子の出自を知 る権利をめ ぐる弊害を指摘す るものがあった。

大阪地裁所長(当 時)で あった稲田特三は特別養子の構想 に多大の疑問を抱 くと反対

した。その理 由と して、実子でな い者 を実子 として戸籍 に記入する ことは虚偽記載の公認

であ り、戸籍の信用を落 とすおそれがあることや、戸籍に実子 として記載 して養親の感情

は満た されて も、実親 を探す子の感情を どうするか に難点が ある こと、そ して血縁者との

婚姻の危険があることを挙げ、 「どうしてもこの制度を設けるというのな らば、捨て子と

人工授精によって生まれた子 につ いてのみ、この制度を利用 してはどうか」と述べている

(『朝 日新聞』1959.9.9)。

山畠正男は 「準正養子制度は理論的にはた しか に面 白い制度であるが、縁組効果の不

遡及、婚姻障害などの点で技術的に困難な問題 も含 まれてお り、ことにわが国では親の知
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れぬ子に養子適格 を限定す ることは不可能であろう し、また親族養子の多いことか ら考え

て も、秘密の維持は相当に困難を伴 うことを覚悟せねばな らない。フランスで も準正養子

の虚偽性ゆえに強 い批判的見解 もあ り、この制度の採用にはよほど慎重な検討が必要であ

る」(山 畠1959:72・73)と して、特別養子構・想の困難性を強調 して いる。

特別養子構想への反応 は戸籍の記載をめ ぐる批判が強 く、欧米諸国の養子立法の特質

を備 えうるものとして十分 に評価 されなかった。潮見俊隆は 「この特別養子の考 え方は、

諸外国の立法の方向にそった一見進歩的な ものにみえなが らも、けっきょくはあまりに日

本的な現実に妥協 した ものにほかな らない」と明言 した。戸籍 の記載の変更 によって養子

であることをかくす ことに問題の解決の方向があるのではないとし、「改正の方向は特別

養子の創設ということではな くて、未成年養子についての実親の方 との血縁関係や扶養関

係を断絶することに向け られるべきであろう」(潮 見1960:213-214)と 述べている。

これ らの消極的見解に対 して、当時の法務省民事局第二課長であった阿川清道は 「「生

みの親より育ての親」という諺 もあ り、養育という事実により親子の結合な りが生ず ると

いう説明の方が、む しろ合理的な要素 を有するであろう。しか しなが ら、血縁尊重という

根強 い感情があ り、「なさぬ仲」であることを知 られた くないという人情 に基づき、違法

な届出まで行われる事例が世間にす く 〔なく〕ないとすれば、その切実な要求をある程度

容れ ることのできる法律的な制度を考えてみることは、決 して無益なことではあるまい」

と述べ、さらに特別養子 に関する戸籍取扱上の技術的問題について、一般人に識別 されに

くい 「一般の出生届 による記載 とは異なる特殊の記載例」(阿 川1960:4-6)を 提案 して

いる。

さらに、これ らの一連 の戸籍記載 に関する議論に対 し、沼正也は 「この制度の提案 に

対 して賛成論が多かったというのは、 「藁の上か ら貰って育てて、戸籍の上でも養子 とい

うことを不明にしておきたいという社会 的要請に答え」[引用者註:出 典は我妻ほか1959]

うる制度 という点に大きな ものを負 っているよ うである。しかし、藁のうえか ら貰いうけ、

戸籍の うえで も親子であるということの 日本的な理解は、おそ らくは、右の特別養子制度

として法的翻訳せ られたものとはかな りのズレのあるものではないだろうか と思 う。日本

的な理解では、産衣 のうちか ら貰って 自分たち夫婦のほんとうの子 として届け出る ことな

のである」と指摘 した。そ して 「この特別養子も、行きつ くところ、めったにない しはあ

まり行われない制度 として民法典のなかにいま一つ新たな残骸 を晒すだけのものとなる

危 険性さえはらむ」(沼1959:7)と 懸念 した。

3-3審 議の行き詰ま り

法制審議会は 「仮決定および留保事項」を公表 して各界の意見を求めたのだが、そ の

後 は当時の実務界において問題 とされていた緊急の改正事項が検討され ることにな り、民

法親族 ・相続編の全面的な改正作業は後 日に譲 られた。
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1967年 には ヨー ロッパで 「児童の養子縁組 に関するヨーロッパ協定」 が採択 される

など、60年 代に諸外国での養子法のさ らなる改正審議が進むなか、 日本 でも1952年 か

ら1964年 にかけて養子制度の検討作業が準備会ですすめ られた。しか し、主要な問題点

で意見 の対立が深刻であったため、成案の作成が困難であった。そ して1966年 の法制審

議会民法部会で、養子制度に関する身分法小委員会の審議 を一時中断することが決定 され

た。

特別養子構想の検討は先送 りされ、ついには中断されたが、虚偽の出生届の問題は残

った。田村五郎は特別養子構想が見送 られた問 もこの問題を取 り上げ、親子関係不存在の

主張 に対 して 「出生届が虚偽である以上、出生届 としての効 力をもたぬ ことはもちろんだ

が子 を養子にするつ もりで、ともか くも親子 としての届出をしたのだか ら、この届を有効

な 「養子縁組届」とみなす こと一一つまり無効な嫡出子出生届を有効な養子縁組届に 「転

換」すること一一はできな いのか」(田 村1962:28)と いう問題提起 をしている。判決

も大部分の学説 もこれ を支持 していなかったが、田村 はこの転換 をみとめる我妻 らの少数

意見が正当であると論 じた。

このような状況にあって、1968年 に虚偽の嫡出子出生届に養子縁組の効 力を認めた高

裁判決が出た。事案 は次のような ものであった。実子のな いA夫 婦はB夫 婦 に双生児が

生まれ ることがわかると、その出生前か ら男児であれば一・人 もらい受けた い旨を申し入れ

ていた。そ して1940年 にA夫 婦は約束 どお り男児Xを 生後1週 間で もらい受け、嫡出

子 として虚偽 の出生届出を行 った。A夫 は妻が死亡すると、妻の妹Cと 事実上の夫婦と

な り、実子Y1、Y2、Y3を もうけたのち、1963年 に死亡 した。Aの 遺産をXが 相続 し、

宅地 の所有権移転登記がな された。Aの 死後、CはY1ら についての認知訴訟 を起 こし、

Aの 子 としての認知判決が確定 した。そ こでAの 遺産であった宅地についてY1ら が所有

権 の確認 とXの 相続登記抹消を訴求 した。第一一審ではXが 敗訴 したが、Xが 控訴 してA

の養子として相続 した旨を主張 した第二審で、判決はf他 人の子 をもらって 自分の実子 と

して養育 して いくために、嫡 出子出生届をする場合は、当事者間に養親子関係以上の結び

つきを形成 しよ うとす る合意、従 って、少なくとも養親子関係を形成 しようとす る合意の

された ことが、養親の うち一人か らの届出によるとは いえ、明確 にされている」な どとし

て、Xお よびY1ら3名 に共有持分権が認め られた(昭 和43年2月27日 東京高等裁判

所判決)。

しか し、最高裁ではそ の後 も1974年 、1975年 の判決において、虚偽の出生届 を縁組

届への転換 を認 めない1950年 判決を踏襲 した。虚偽の嫡出子出生届に関 して論 じた青山

尚史 は 「『藁 の上』の慣行による養子制度は、 いわゆる 『特別養子制度 』として、民法改

正の問題点 とな りなが ら未だに立法をみて いないものである」(青 山1970:168)と 特別

養子構想 に言及 し、虚偽の出生届 の縁組届への 「転換」をその紛争の解決策 として評価 し

ている。特別養子構想が棚上げにされる一方、その必要性を裏付けていた虚偽の出生届を
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め ぐる紛争について、学説 においては縁組転換肯定説が次第に有力になっていった。

養子 の利益の保護という問題はこの転換説による解決が期待 され るようにな ったのな

らば、特別養子構想は どのようにして実現の機会を得たのか。特別養子 の検討が中断 した

後の1970年 代では、実親をめぐる事件が特別養子制度論 の新たな原動力とな り、実親 と

養子の関係 においてその重要性が問われる ことになる。

虚偽 の出生届という慣行において注 目すべきは養子 と養親だけでな く、む しろ生んだ

子 どもを秘密裏に手放 さな ければな らなかった実親の存在であった。戦後の児童福祉法 に

よって新たに創設された里親制度と乳児院は、はたしてそ うした子 どもたちの受け皿 とな

ったのだ ろうか。

76



第5章 里親制度の断絶 と乳児収容哺育の確立

(1947-1973年)

日本の児童保護施設 に関する歴史研 究では、保育所 に関する研究 が最 も多 く、孤児院等

の事例について も蓄積がある(一 番 ヶ瀬ほか1962;浦 辺ほか1981;細 井2009な ど)。

乳児院は、戦前は無料産院や巡回産婆などの妊産婦保護事業 とともに発展 してきた側面を

もつが、敗戦後 に増加 した捨て子 の存在が乳児院の歴史を大きく動 かしたとされる。そ し

て、戦後の乳児院の設立者や従事者が、それ までに保育所や孤児 院の事業に携わ っていた

ことか ら、これ らの人物および施設の経験が乳児院の前史 として しばしば語 られる(全 国

乳児福祉協議会2000)。

一方、戦前の里親の歴史については、貴族文化や児童労働な ど様々な形態 を含む私費で

の乳母 ・里子慣習、棄児養育米な ど他児養育への公的扶助、社会事業施設における乳児の

里預 けなどが言及される。これ らの前近代的な性格を残す種々の仕組 みを基盤 に、「里親」

を近代的な児童福祉の手段 として位置づけたのが、児童福祉法による里親制度とされてい

る(松 本1997;中 川2004)。

里親制度 と養子縁組との関係 については、松本武子が 「不幸に して実親家庭を失った児

童のための養子制度がなかったために、似て非なる形 として里親制度が養子里親への援助

策 として発展 したのが、昭和四十年代の都の里親制度であった」(松 本1991:258)と 述

べて いる。今 日で も児童相談所が斡旋する養子縁組を希望する場合は、養親候補が里親登

録を行ってお り、乳児の養子縁組 という観点か ら里親制度の成 り立 ちを検討する必要があ

る。

上述 したよ うな近代史観 のもと、乳児院および里親に関す る現代史研究では、概 して

1947年 に成立 した児童福祉法による制度化にその始点が求められている。 しか し、 こう

した児童福祉史研究か らは、今 日の乳児保護 における施設偏重や、乳児の里親制度および

養子縁組に対する児童相談所 の消極性を十分 に説明できない。

第3章 および第4章 で検討 したように、乳児を対象 とした児童福祉体制の構築は、産婆

制度の解体 と、子 どもの養子縁組 に関する法改正と深 くかかわ るもの と考え られ、戦前と

戦後の乳児保護には何 らかの断絶があるはずである。そ こで、本章では、1947年 か ら1960

年代 までの児童福祉体制構築期 における乳児の保護について検討する。その作業を通 して、

親が養育できない乳児 を対象にした今 日の児童福祉の実践が、乳児院収容 に偏重 している

こと、また里親制度 と養子制度とのあいだに制度的な連続性が見出せない ことにつ いて説

明を試みる。さ らにこうした戦後の乳児保護における一つの画期 として、未熟児の養育医

療 を取 り上げる。
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1.里 親制度の利用

1-1戦 災孤児 と治安対策

1947年 に公布 された児童福祉法は、「第一章 総則」の 「第一節 定義」で次のよ うにそ

の理念を掲げた。

児童福祉法(1947年12月12日 法律第164号)

第1条 すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成 されるよう努

めなければな らない。すべて児童は、ひとしくその生活 を保障され、愛護さ

れなければな らない。

第2条 国民及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身 ともに健やか

に育成する責任 を負 う。

第3条 前二条 に規定するところは、児童の福祉を保障するための原理で あり、この

原理は、すべて児童に関する法令の施行にあたつて、常に尊重されなければ

な らない。

児童の定義は 「満十八歳 に満たない者」とされ、「満一歳 に満たない者」を乳児、「満一

歳か ら小学校就学の始期に達す るまでの者」 を幼児、「小学校就学の始期か ら、満十八歳

に達するまでの者」を少年 と分類 した。つづ く目次は、f第二節 児童福祉委員会、第三節

児童福祉司及び児童委員、第四節 児童相談所、第二章 福祉の措置及び保障、第三章 児

童福祉施設、第四章 費用、第五章 雑則 附則」であった。

児童福祉法では、都道府県 に児童福祉司、市町村区域には児童福祉に特化 した民生委員

である児童委員が置かれた。児童福祉司は、「児童及び妊産婦の保護、保健そ の他福祉に

関する事項について、相談に応 じ、必要な注意を与える等 これ らの者の福祉増進に努める」

(第11条)と され、児童委員は 「児童福祉 司の行 う職務につき、これを協力す るものと

す る」 とされた(第12条)。

第15条 は児童相談所について定めてお り、 「都道府県は児童相談所を設置 しなければ

な らないjと され、所長及び所員は 「事務吏員又は技術吏員」が当て られた。その業務に

ついては 「児童相談所は、児童の福祉増進 について相談 に応 じ、必要があるときは、児童

の資質の鑑別を行 うことを目的とす る」 と定め られ、「児童の資質の鑑別」が含まれた。

第2章 の第27条 の3で 、都道府県知事が要保護児童を 「里親」に委託する ことが定め

られた。

第27条

三 児童を里親(保 護者のない児童又は保護者に監護 させ ることが不適当であると認
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め られる児童を養育す ることを希望す る者であつて、都道府県知事がi適 当と認める

者 をいう。以下同じ。)に 委託 し、又は乳児院、養護施設、精神薄弱児施設、療育施

設若 しくは教護院に入所させ ること。

法文には里親制度 の具体的内容 に関する規定は特にな く、里親につ いて括弧書きで定義

規定を置かれたのみで、第30条 で 「都道府県知事は、里親に、その委託 した児童 につ い

て、必要な報告をさせることができる」 とだけ定め られた。松本(1985)に よれば、法

文上で里親が乳児院、養護施設よ りも前に置かれた ことは、敗戦後 の児童福祉政策 にお い

て里親制度が重視されていた ことを表 している。

里親制度の運用が具体的に定め られたのが、児童福祉法の施行か ら9ヶ 月後に出され

た各都道府県宛厚生次官通牒 「里親等家庭養育の運営に関 して」(1948年10月4日 厚生

省発児第50号)お よびその別紙 「家庭養育運営要綱」である。第3章 で述べたように、

この次官通牒 と要綱では、児童相談所が里親制度の運用 とあわせて、養子縁組の相談の受

付、斡旋を行 うように一般の啓発 に努 める ことが指示 されている。

しか し、里親制度の普及活動ではもっぱら里親の発見 に重点が置かれたようである。児

童委員 の具体的な業務は、担当する地域の母子 ・児童に関す る調査のほか、問題児童の発

見 と報告、里親及び保護受託者の発見 、家庭の指導、保健指導、費用徴収 に関する調査、

立入調査、他の機関への協力、児童文化財浄化への協力であった(青 木1952)。 とくに児

童委員 の里親制度への関与については、 「里親、昼間里親、保護受託者になろうと希望す

る者は、法の上では居住地を管轄する児童相談所や福祉事務所を経て都道府県知事 に申し

出ることになつているが、この趣旨が一般に徹底 して いないために適 当な里親や保護受託

者 を発見するのに困難な現状である。児童委員 として はこの趣 旨の一般へ の普及徹底に努

めるとともに、担当区域内における適 当な里親や受託者を出来 るだけ発見することに特 に

尽力される ことが切望 されている」(青 木1952:68>と いう状況であった。

敗戦後の混乱のなかにあった都市部は、里親制度を利用すべきとされたf問 題児童」で

あふれてお り、学童疎開で生き延びた児童をはじめ、戦災孤児の保護が児童福祉の最重要

課題であった。そ こで、1945年9月 に 「戦災孤児等対策要綱」が出された。同要綱は、

個入家庭への保護委託、養子縁組 の斡旋、集団保護の順 に対策 を定めていた ことが注 目さ

れ る(丹 羽2003)。 戦後の混乱期の浮浪児の 「保護」は、治安対策 としての要素を有 した

国家的課題であり、そ して問題児童 は児童養護施設 に収容できる人数を越えていた。

収容児童数が養護施設の定員 を下回るのは1956年 であ り、それまで100%を 越えてい

た充足率は94.9%と なった(厚 生省児童家庭局1978)。 里親委託家庭数は、1949年10

月の時点で1,873家 庭(登 録里親数に対す る委託率70.0%)、 その後は1958年 の8,537

家庭を ピークに減少に転 じる(厚 生省大臣官房統計調査部)。 この1958年 という年は、

高度経済成長期が始まって敗戦後の混乱がおさまりを見せるなか、1948年 の委託時に8
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歳 であった子が里親委託の措置解除 とな る満年齢18歳 を迎える年である。

児童福祉法の もとで仲介 される公的な里親制度や正式な養子縁組は、 「私 生子」の保護

として有効に機能 したのか。産婆に出生児を匿名や偽名で託 していたよ うな親たちは、児

童相談所を積極的に利用できたのか。児童福祉法の里親制度は、こうした乳児 を預ける実

親 の事情はあま り考慮されてお らず、児童福祉法の里親制度は、乳児保護を主眼とした制

度 というよ りは、浮浪児 となっていた戦災孤児等の対策の一環 としての側面が大きかった

と考えられ る。

1-2人 身売買の取締

では実際、戦後の里親制度が どのように利用されていたのか。姜恩和 は、戦後の里親制

度の運用と児童福祉法の改正を検 討 し、他児養育の慣行が 「子 どもの虐待への危惧 という

観点か ら行政課題 に挙 った ことや、民法の扶養義務の制約 によ り親族里親制度が非常に厳

しい条件下で運用 されていた こと、委託費の少な さ、実施体制の不十分さが理 由とな り、

児童福祉法の里親に していくという動きはほとん どなかったのではな いか」(姜2013:

33)と 指摘 している。

親族でない未成年者の養子縁組に家庭裁判所 の許可が必要になるな ど、児童福祉 という

視点か ら他児養育が規制されつつあった とき、里親制度おいて もまた、浮浪児の保護 を主

眼においていたことか ら、児童労働にかかわる人身売買、人権侵害が重要な問題 として浮

上 していた。1948年12月 に上野地下道の浮浪者が、浮浪児4名 を栃木県の農家に金銭

と引き換えに預 けたことに端 を発 して、栃木県 をはじめ東北地域で相 当数 の児童が農家で

働 いていることが問題化 した。そ こで、1949年5月 に 「親元を離れ他人の家庭に養育さ

れ又は雇用 されている児童の保護 について」(1949年5月14日 厚生省発児第45号)が 、

人身売買防止の措置 として出された。同通知の冒頭 には以下のように記されている。

栃木県、福島県地方 を中心 として、従来か ら相当ひろく行われていた、他人の児童

を引き取 りその家庭で養育又は雇用す る慣行(以 下家庭養育雇用慣行 という。)の あ

るものは、いわゆる 「児童の人身売買事件」として大 きな社会問題 となったのである

が、この種の慣行 は、たんに栃木県 、福島県地方のみに行われているものではな くて、

いろいろの形態のもとに全国的に各地で行われているものか と思われる。これは児童

の福祉に関係 した極めて重要な問題であるから、今回親元を離れ他人の家庭に養育 さ

れ又は雇用されている児童(以 下家庭養育雇用児童 という。)に ついてその全国的な

保護対策を左の通 りに決定することになつた。これが 円滑 に実施されるか否かは、わ

が国児童保護事業の消長に直接影響するものであるか ら、実施にあたっては慎重な考

慮を払い、児童の福祉の保障につき万遺憾 のないよう努められたい。
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里親制度の開始後 まもな く、児童の入身売買の防止が政策課題 とされている。そ の 「保

護対策実施要綱」は、四等親 内の児童を除いて、親元 を離れて他人の家庭で養育 または雇

用 されている全ての児童の把握 に努めることが指示 され、児童福祉の見地から特別の措置

を要する場合の対処の手順 にくわえ、養育者が児童福祉 にいう里親 として適格 な者である

場合は法 による里親 と認めるという基本方針が出された。

さらに、この通知が出された約一ヶ月後 に行われた児童福祉法の第三次改正で、同居児

童の届出が義務化 された。児童福祉法の第30条 がそれである。

第30条 四等親内の児童を、そ の親権を行 う者又は後見人か らはなして、 自己の

家庭(単 身の世帯を含 む。)に 、三か月(乳 児については、一か月)を 越 えて同居 さ

せ る意思をもって 同居 させた者(法 令の定めるとことによ り児童を委託 された者及び

児童 を単 に下宿させた者 を除 く。)は 、同居を始めた 日か ら三か月以内(乳 児につい

ては一か月以内)に 、命令の定めるところによ り、市町村を経て、都道府県 に届 け出

なけれ ばな らない。但 し、その届出期間内に同居をやめた ときは、 この限 りでない。

「児童福祉法の一部 を改正する法律 〔第三次改正〕の施行 について」(昭 和24年6月

15日)に よれば、同居児童の届出の目的は 「四等親 内の児童以外の児童を同居 させてい

る者 に対 して、その自覚 を促す と同時に必要な指導 を与えることによって、児童の保護福

祉 の万全を図 り、万が一にもいわゆる児童売買事件等 の不祥事が発生する ことのないよ う

努 めること」であった。

湯沢(1994>に よれば、1957年 頃 に家庭裁判所が養子縁組の申し立てを却下 した芸者

置屋 における人身売買の事案では、児童は養子縁組を申 し立てる数年前か らす でに置屋で

養育されていた。松本(1997)は 、戦後期に今 日に比べて里親委託が盛んだった背景 に、

農家 における労働 力としての里子の存在を指摘 してお り、里親制度 にお ける児童労働問題

がなくなったのは高度経済成長期 を迎 え、農業人 口の激減 と農業の機械化が始まってか ら

だ と述べている。こうした人身売買、児童労働か らの子 どもの保護 という取 り組みを通 し

て、戦後の里親制度は近代的な児童福祉制度 としての確立 を図ってきた。ただ し、戦後の

児童福祉法における里親制度の主た る利用者は、学齢期 の児童であって乳児ではなかった。

1-3乳 児の人工栄養

このように戦後 の里親制度は、人身売買の取 り締 まりと浮浪児の 「保護」という問題 と

同時に展開していた。しか し乳児 に関して、児童福祉法以前の社会事業 における里子制の

最大の意義は、育て親の 「母乳」にあ り、乳児の生存がその 目標であった。児童福祉法が

公布される前の十数年間、大阪市の社会事業施設 に勤めた河野は、里子制度の重要性につ

いて以下のよ うに述べている。
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親なき子供 を健全に養育するためには、公的収容救護の中に、園内養育と相侯つて

園外養育制度 を取 り入れるに至つた ことは、それが長短相補ふための方法 として講ぜ

られた 自然の歩みであつた。而 して こ 》に園外養育上里子制度がなぜ重要であるかに

つき第一一の鮎 は、母乳補給の問題である。社會事業の封象見の中には、生後一ヶ月未

満に して、母の手を離れざるを得ない乳兜が相當送5れ て來る関係上、直ちにそれが

授乳 に努めな ければな らぬことは當然である。か 》る結果、適當なる母乳を持つ里親

の用意は常に周到でなければな らぬ。母の乳房よ り離れた乳兜が一定 の時間を経過す

ると再び母の乳房 に親 しみ得な いことは 自然であ り、そ のためには乳母の必要 は勿論

である。

か ＼る意味 よりして先づ子供 に封 し母乳の必要で ある以上、原則的にこの制度の必

要性は欠く可 らざるものである(河 野1947:161-2)。

戦災孤児対策 として制度化 した戦後の里親制度でも、母乳の重要性 についての認識はた

しかに引き継がれていた。1948年 の 「家庭養育運営要綱」 に従 って作成 された 「里親 申

込書」の様式には、 「母乳の有無 あるとすればその程度」 という欄が設け られ、里母の

母乳が出るか否かを問う項 目があった(厚 生省児童局1950)。

ところが、戦後の乳児の人工栄養の開発 と急速な普及が、里親制度による乳児保護の重

要性と必要性そのものを揺 るがすので ある。日本における授乳 と粉ミルクに関する歴史 に

は、首藤(1998)、 小林(2001)な どがある。これ らをは じめとす る先行研究では、授乳

観や家庭内の育児が人工栄養によって実際 どのように変容 したのか という視点か ら論 じ

られてきたが、ここでは乳児の人工栄養が児童福祉制度のあ り方 に与えた影響 に注 目する。

戦前の施設では、欧米の小児医学の知識か ら牛乳を希釈 して糖質を加えた ものが母乳の

代用品であった(生 野2002)。 開発 されたばか りの粉乳は高価であ り、都市部の ごく一部

で しか普及 しなかった。粉乳よりも普及 していたのは練乳であ りi生 乳よ りも衛生管理が

容易なため、家庭で希釈 して育児に用い られた。しか し、乳が出ない母親たちの大多数は、

乳揉みを試みるほか、米の粉で作った人工栄養を乳児 に与えて いた。また、農村部 におい

ては乳母や もらい乳 といった習俗 も有効であった(小 林2001)。

戦時体 制下の1939年 の酪農業調整法で、牛乳の取引が行政の統制下におかれた。翌年

に牛乳および乳製品の配給統制規則が公布されて、農林大臣指定地域の市乳、練乳、粉乳、

および調整粉乳は育児用乳製品 として指定され、全面配給統制 となった。1944年 には戦

局が急迫するなかで木製飛行機の製造が始ま り、牛乳の成分であるガゼインを原料 にした

接着剤が使われた。「牛乳も兵器」「牛乳 をうんと搾って もう一機」として、育児用製品よ

り接着剤が優先された(生 野2002)。 粉乳代用の研究には、かわ りに大豆粉、煮干粉、蚕

のさなぎ、イナゴまで さまざまなものが用い られた(土 屋 ・山本1997)
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戦後の占領軍 による物資の放出と食料増産、そ して1950年 の統制解 除と学校給食 ・食

品衛 生関連の諸政策 を経て、牛乳および乳製品は大衆化 した。ベ ビーブームの最中、1950

年か ら国内の各乳産業メーカーは、タンパク質の減量、ビタミンや鉄分、タウリンな どが

添加 され、また消化不良の改善 に努めた調整粉乳を開発 して、競って発売した。1951年

に厚 生省が 「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」を出 し、調整粉乳の規格が改正さ

れた。

1952年 にはロケッ トプラン トが竣工 して、15時間の作業がわずか50分 に短縮された。

有名な森永 ヒ素 ミルク中毒事件20(1955年)が 起きたのは、この量産が始まって間 もな

い時期であった。なお、1952年 に出された児童保護費の単位 費用に関する厚生省児童局

長通知(昭 和27年10月8日 児発第495号)で は、里子 に対す る一 日当た りの人工栄養

費が示されてお り、それに関連 して里子の中乳児は1割 であることが付記されている21。

1959年 に省令が改正され、「特殊調整粉乳」が追加されて、さ らに母乳の組成に類似さ

せ る調乳が可能 となった。1960年 の時点で、生後1ヶ 月児の うち、母乳のみで育て られ

る乳児は67.8%、 人工栄養のみで育て られている乳児は19.7%、 母乳 と人工栄養 の混合

は8.7%で あ り、1960年 代のうちに母乳哺育率は激減 して人工栄養へ と交代 して いく(厚

生省1960)。 しか し、人工栄養の安全性が確立 されつつ あったにもかかわ らず、つま り、

母乳 の有無にかかわ らず里親による乳児の養育が容易に行われるはずだ ったが、乳児保護

として里親制度が これ によって拡充す ることはなかった。

こうした戦後の母乳にかわ る人工栄養による乳児哺育の普及は、一般家庭の乳児にのみ

影響 したのではない。親が養育できない乳児の保護体制をも大きく変えた。すなわ ち、乳

児院が親が養育できない乳児 を長期的に収容す る児童福祉施設 として確立 してお り、 「母

乳」を求めて乳児が里子に出された時代 も同時に終わ っていたのである。戦前の 「里子制

度」と戦後の 「里親制度」には、乳児の保護をめ ぐって明らかな断絶がある。

2.乳 児院への収容

2-1乳 児院の設立

1947年 公布の児童福祉法では、妊産婦は 「妊娠中又は出産後一年以内の女子」(5条 〉

と定義され、母子手帳の交付や保健指導の対象になった。児童福祉施設 については、 「助

産施設、乳児院、母子療、保育所、児童厚生施設、養護施設、精神薄弱児施設、療育施設

及び教護院」 とな り、乳児院も児童福祉政策の内に位置づ けられた(7条)。1948年 に児

童福祉法が施行され、児童福祉施設最低基準が定め られたのち、社会事業団体や病院によ

って乳児院(室)が 次々に設置された。1950年 代の うちに公私 の乳児院が全国で約130

ヵ所、3000人 超が収容され るよ うにな り、施設数 ・人数 ともに現在の水準に達 した.

全国乳児福祉協議会(2000)が 作成 した 「全国乳児院施設の歴史一覧」をみると、公
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立乳児院は戦後、1950年 までに18ヵ 所設置され、1960年 までに新たに29ヵ 所が公設

されている。 これ らの公立乳児院の うち、1990年 代まで存続 して いるのは14ヵ 所であ

り、乳児院は戦後を通 して 自治体か ら委託 された民間の乳児院が大半であった といえる。

戦後の東京都における乳児院につ いては、戦前 ・戦中か らあった ものは、東京都養育院付

属乳児院、済生会 中央病院付属乳児院、東京都立母子保健院のほか、保育事業を行ってい

た社会事業施設であった。戦後に設立 された ものは、東京都立 小児保健院(八 王子乳児院)、

民間では 日赤産院付属乳児院、二葉乳児院、聖オデ リアホーム乳児院な どが挙げ られる。

経済的基盤に関 しては、終戦直後 は主に米国の公認 アジア救済機関(LicencedAgencies

fbrReliefinAsia(・,))、 国連救済復興機構(UNRRA:現UNICEF)の ほか、米国

の民間キ リス ト教団体の基金 ・寄付によって設立 ・運営されていた。1950年 代に入ると、

民間の 日本人による寄付が始まり、1952年 には社会福祉事業法が成立す る。同年には、

全国の乳児院の施設長が参集 した第1回 全国乳児院協議会(現 ・全国乳児福祉協議会)

が東京で開催された。

乳児の収容保護の実態について、全国乳児院協議会の初代会長 となった遠藤省三 は、乳

児院設立当初の ことを 「墓場がないと運営できない」ほ ど厳 しいものであった ことを伝え

ている(全 国乳児福祉協議会1986)。 また、恩賜財団済生会赤羽乳児院(現 ・東京済生会

中央病院付属乳児院)の 院長であり、敗戦後の東京都衛生局長を務めた小山武夫は、乳児

院で死亡する乳児は重度栄養障害か肺炎 によるもので、これを予防することは極めて困難

な状況であ り、乳児院収容児にとって不可避の 「宿命」であった と回顧 して いる(小 山

1964)o

東京都衛生局が実施 した調査(嶋 田1954)に よれば、児童福祉法による東京都内の民

問乳児院における収容児の死亡率は、1949年 度には55%に 上ったが、1951年 度 に7.8%、

翌1952年 度 には3.7%に まで減少 して いる。また、恩賜財団済生会赤羽乳児院における

死亡率は、42.4%(1948年)、47。6%(1949年)、26.5%(1950年)、15.2%(1951年)、

5.4%(1952年)で あ り、1956～1957年 には死亡児は0名 になった。同院では死亡乳児

のほぼ全員が1歳 未満であ り、死亡児 にお ける棄児数は1948年 で19名(28名 中〉、1949

年で17名(30名 中)、1950年 で5名(11名 中)、1952年 で1名(2名 中)で あった(金

子1994:31・3)。

金子保 によれば、1960年 頃まで良質の調整粉乳はできてお らず、それ までの人工栄養

では乳児は消化不 良を起 こして、栄養失調に感染症が重な って次々に死亡す るため、病気

が第一の問題であった という(全 国乳児福祉協会2000)。 乳児院創設期の人工栄養は、消

化不良や栄養失調 にくわえ、母乳哺育でもた らされるよ うな免疫力が得 られないため、感

染症も起 こしやすかったと考え られる。
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2-2公 立乳児院と大学病院小児科

戦後になって公立の乳児院は、受け入れ対象児を貧児や病弱児のみな らず、婚外子など

親の社会 的な事情で預けられ る乳児にも広 げた。戦後、全国の都市で新た に設置された公

立乳児院は、戦前の東京市 にみられたような公立産院付属乳児院ではな く、公立病院の小

児科 に設けられた。これは、産婆や産院による乳児預か りに代わる新たな方針であったと

捉えることができる。人工栄養の知識や衛生 に関する知識 と技術が生死 を分ける乳児の哺

育にあた り、産婆に代わる人材として期待 されたのが、幼児保育の経験をもつ保母ではな

く、看護婦 と小児科医であった と考え られる。

名古屋市立乳児院は、児童福祉法 によって1952年2月 に名古屋市立医科大学付属病院

内に開設された。名古屋市立乳児院の職制は、主 に市立医科大学付属病院小児科の医師、

その他の係員が兼務 し、院長は同小児科部長小川次郎が兼務していた。乳児院への入院資

格は、親の判 らない児、親が病気あるいは死亡 した児、生活困難で育て られない児、早産

児、その他養育環境な どを理由に児童相談所 にお いて入院が適 当と認め られた児であった。

開設後の2年9ヶ 月の間に、60名 の乳児が入院 し、そのうちの40名 が退院 した。入院

理 由の内訳は、60名 中23名 が 「正式の結婚 によ らない子」であ り、残る37名 について

も大多数に 「社会的理 由」が認め られ、父母の結核等 「純医学的理由」によ るものは2、

3名 であった。退院先は、家庭復帰、養護施設、里親委託、養子縁組の順で、そのほか5

名の死亡例があった(奥 田1955)。

このように、公立の病院を有す る自治体 は、そ の小児科に婚外子や棄児を保護するスペ

ースを設けることがあった。貧困児や棄児のなかには、衰弱のために体調を回復する治療

的行為が必要であ り、そうした子 どもの生命保護には最適の場所であった といえる。人工

栄養の改良 とその普及は、乳児院収容児の死亡率の低下をもた らしたが、1960年 代 に公

立乳児院の多 くが役目を終 えて閉鎖す るまでの間、こうした衛生 ・看護の専門家が乳児保

護において尽力したことも重要な要素であったと考 えられる。

兵庫県立神戸医科大学付属病院の乳児室は、外国人の慈善事業か ら生まれた 「ともしび

会」という後援 団体により、県下に初 めて恵まれない病児のための病室 としてがつ くられ

た病棟であった。乳児院や児童相談所か らや ってきた病気の乳児が入院 してお り、一般の

小児科病棟 とは異なっていた。 「ともしび会」の発起人が帰国 した後 は、有志による支援

団体 「双葉会」が設立され、各方面か らの寄付、募金 に支え られたとい う(清 水1964)。

しか し、視点を変えれば、本来な らば病児を収容す る病院の小児科 に、経済的ないし社

会的事情で親が養育できな い健康な乳児が 「入院」するという奇妙な事態が、この時期 に

起きている。また、かって産婆が行っていた乳児保護が、産科医ではなく小児科医に引き

継がれた ことで、妊娠 ・出産の支援 と出生児の保護 という乳児保護 における構造的な連続

性が、すでに出生 した小児を専 ら治療対象 として きた小児科医による乳児保護では失われ

て しまったといえる。
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そ うしたいくつかの条件の重な りが、その乳児院が研究施設でもある大学病院内に設 け

られた場合に、収容児に対す る「人体実験」が行われる環境を整えて しまった といえよ う.

すなわち、名古屋布立乳児院の特殊大腸菌実験(1955年)と 、神戸医科大学付属病院小

児科乳児室の乳児栄養実験(1956年)で ある22。

名古屋市立乳児院には、両親のいない乳児や、親の事情で育て られない乳児などが20

名程度収容されお り、ほとん どが2歳 以下の健康児で あった。院長 らは医学研究のため

と称 して乳児たちに大腸菌 を用いた人体実験を行 いi実 験結果 は 『日本細菌学雑誌』、『日

本小児科学雑誌』、『名古屋市立大学医学会雑誌 渥に論文 として発表 された。この実験に反

対 し、院長 らと対立 して いた小児科医(32歳)が 、1955年 に 『名古屋市立大学医学会雑

誌 』に載せた 「乳児院児哺育 の概要」という短い学会関連記事の末文で、乳児院の収容児

に対する人体実験 の事実を公 にしたのである。

最後 に乳児院児を利用 しての医学的研究が単に人体 に無害であろ うとの判断によ

ってなされることなく両親 に恵 まれた一般家庭児に行い得 る範囲に留めるべきであ

るという小生の持論を強調す る(奥 田1955:204)。

この短 い告発文の掲載の数ヶ月後、名古屋弁護士会人権委員の一人を医師が訪ね、名古

屋市立乳児院において収容児に対す る人権侵犯が あった ことを申し出た。日弁連の人権委

員会が明 らかにした事実は以下である。名古屋市立医科大学小児科では 「特殊大腸菌の研

究」を研究課題としてお り、アル ファー ・ベーター大腸菌の有害性 の有無を試験するため

に、1952年11月 中旬 に乳児院の収容児に服用 させた23。服用 した乳児、伝染児 も甚だ し

い下痢で、重態に陥ったもののなか には静脈切開点滴輸液の非常処置を受けた乳児 もいた。

同25日 に死亡 した乳児は、死因を肺炎 と診断されていたが、解剖の結果、特殊大腸菌が

腸内か ら検 出された。この乳児の母親は、手術を行 うため乳児院に子 どもを預けていただ

けであった。服用の事実は小川次郎院長以下、全関係医が 自認 してお り、故意 に、組織的

に行われていた。日弁連は調査結果 に基づき、法務大臣、厚生大臣、検事総長、衆参両院

議長、愛知県知事、名古屋高等検察庁検事長、名古屋市長、日本医師会長等関係方面に警

告を発 し、各機関の善処を求めた(日 弁連1968)。

神戸医科大学付属病 院小児科は、2年 後 に神戸国際会館で開催 され る日本小児科学会で

の宿題報告のため、教授であった平田美徳 の指揮の下、1956年 よ り医局の総力を上げて

乳児に対す る人体実験を開始 した。研究の 目的は、人工乳で乳児を育てる際の、人工乳中

の乳糖の適切な濃度 を明らかにす ることであった。乳糖の濃度が高いと、腸の乳糖消化能

力の限界を超えて腸内に残った乳糖が、腸 内細菌によって発酵 して有害な有機酸が大量 に

発生 し、頻回の下痢を引き起 こす。人工栄養の開発期にあって、乳児の消化能力の限界を

明 らかにすることは、人工乳の品質向上 のために必要であった。
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この研究では、県下の乳児院か ら健康な乳児が乳児室に集め られ、乳糖の強制投与実験

が行われた。実験では、乳児の鼻孔か ら肛門まで長いビニール管 を通 し、管 に穴を開けて

腸の一定の部位か ら内容物 を外に取 り出せ るようにした上で、乳糖の濃度の異なる人工乳

を与 え、腸の内容物の性状 ・成分か らどれ くらいの濃度で消化不良になるか調べた.乳 糖

が著 しく濃い人工乳は甘すぎるため、乳児が飲 もうとしないが、そ うした場合にはビニー

ル管 をもう一本鼻孔か ら胃の中に挿 し、強制的に投与 した。この実験 によ り、人工乳の乳

糖濃度は10%以 下に保つ必要があることが判明 した。 人工栄養の研究 においては大きな

発見 となったが、高濃度の乳糖を含む人工乳 を与え られた乳児は、消化不良をお こし、頻

回の下痢 ・下血 ・嘔吐で危篤状態 に陥るものもあった24。

実験は主に、生活保護で入院 している乳児や、乳児院か ら 「闇入院」させた両親のいな

い子 どもな ど不遇 の子に対 して行われた。後者は 「ゆうれい乳児」と呼ばれ、もっとも悲

惨な実験が行われた。4ヶ 月の男児 に対 して、乳糖 の総量20%と いう高濃度な人工乳を、

1回160ccで 一 日8回 を=二日間与えて下痢を確認 した上で,23.7%に 濃度を上げて二 日間

投与を続け、さ らに31.4%に 上げて投与 した。その結果、この乳児ははげしい下痢 と下

血で苦 しむ力を失った末 に、生命が危ぶまれたのである(清 水1964)。

1958年 の 日本小児科学会で行われた、乳児栄養 に関する研究成果の報告は学界の関心

を集めた。しかし、この実験について神戸地方法務局人権擁護課が 「入院児の保護者 に相

談 もな く実験 をや った。人権侵害 の疑 いがある」 として調査を始めた。1958年4月26

日付 の 『神戸新聞』は 「法務局、神戸医大を調査 乳児臨床実験 に問題」 と報道 した25。

1964年 に、 この小児科に勤務 していた看護婦の清水晴美が手記 『生体実験』を出版し

た際には、多 くのメデ ィアが取 り上げて、同書はベス ト・セラー とな り社会の関心 を集め

た。 同年に、世界医師会 は臨床実験 についての医師への勧告と して、 「ヘル シンキ宣言」

を発表 して いる。大戦中か らつづ く人体実験の体制は諸外国でも存続 してお り、1960年

代後 半か ら70年 代前半にかけて今 日のインフォーム ド・コンセ ン トをはじめ とす る倫理

原則が確立 されていった。しか し、日本では、戦時中に日本軍が行 った人体実験の責任が

問われていないことか ら、戦後の人体実験に関 しても十分に問題化 されてきた とはいえな

いと指摘される(市 野川2002)。

国立小児病院小児科医長であった 日比逸郎は、日本 における生体実験 について、「小児、

精神障害者、知能障害者を対象 とする生体実験 には厳重な監視が必要 となる。ことに乳児

院、精神病院、もろもろの収容施設 にお いては非人道的な生体実験が行われやすい。日本

精神神経学会がわが国で最初 に生体実験の倫理綱領 を作成 した のもこのような背景があ

っての ことである。そ うい う意味では筆者の所属す る日本小児科学会にも、同様の倫理綱

領 を作成す る責務が負わされている」(日 比1973:22)と 述べている。
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2-3ホ ス ピタ リズム論

精神分析医のルネ ・ス ピッツ(1945)は 、母親か ら分離されて長期入院 した乳児の心

身障害の全体 を 「ホスピタ リズム(Hospitalism)」 と呼び、その原因を長期間の監禁 と

院内の雰囲気が もつ病的状態に求めた。乳児を母親 のもとに戻す事ができな いとき、この

障害 は持続 し、重症化 して不可逆的とな り、回復が困難になると説いた。

日本では1952年 までに乳児院における死亡率が3～5%に 下が り、1960年 までに発育

成績 は著 しく向上 し、罹病傾向 もみ られな くなる。また、欧米圏の乳児院につ いて も、医

学 的 ・衛 生学的原則 に従って組織 されているフランスの乳児院では、6～7%を 超 える死

亡率 を示す ものはないとことが報告 されてお り(中 山1950)、 米国の病 院にお いて も死亡

率が10%で あ り、施設の設備等の改善 によって死亡率が次第 に低下 した ことが注 目され

ている(前 田 ・吉澤1957>。 そ こで、戦後のホスピタリズム論の焦点 となったのが、乳児

院収容児の 「精神衛 生」の問題であった。

1951年 に施設収容児 に関する調査 を行 ったジョン ・ボウル ビィがまとめたWHO報 告

書 「母性的ケア と精神衛生:家 庭のな い子 どもの福祉 のための国連 プログラムのための

WHO報 告」("Maternalcareandmentalhealth:Areportpreparedonbehalfofthe

WorldHealthOrganizationasacontributiontotheUnitedNationsprogrammefor

thewelfareofhomelesschildren")は 、乳児期 における 「母性的養育環境の剥奪」が人

格や知能の発達に決定的な影響を及ぼすということを、各国の実証的研究成績 とともに示

した。ボウル ビィによるW且0報 告書をうけて、1953年 に厚生省が厚生科学研究費の課

題 に 「ホス ピタ リズム」を取 り上げて いる。

土屋敦(2014)は 、ホスピタ リズム概念を 「小児科学的ホス ピタリズム」 と 「児童心

理学的ホス ピタリズム」に分けている。土屋によると、1950年 代 に始まった 日本のホス

ピタリズム論のほとんど全てが後者であ り、1953～1955年 にもっとも盛んに議論された。

また、占領軍の影響下にある 日本の施設養護論の構築という枠組みにおいては、ロレタ ・

ベンダー(1946)に よる大病院の小児科の患者を対象 にした調査資料の邦訳 「家庭生活

に優 るものはない」("Thereisnosubstituteforfamilylife")が 先のボウル ビィよ りも

影響力を持った。そ して、このベンダーの議論は、乳児院のホス ピタリズム論よ りも、年

長 の児童 を収容す る養護施設理論形成の枠組みで多 く引用 された ことが指摘されている。

こうした学説の傾向にくわえ、ベンダーの病理概念に遅れてボウル ビィのホスピタ リズ

ム論が、日本の乳児院の養護理論にお いて受容されていく1960年 代、人工栄養の安全性

の向上によ り乳児院における死亡率が低下 してお り、乳児院は乳児 を長期 に収容できる施

設となっていた ことは重要である。すなわち、日本の児童福祉 における乳児院の設立と里

親の制度化が、人工栄養の開発 ・普及期になされた ことは、乳児院制度に里親制度か らの

独立性をもた らし、戦後のホスピタ リズム論が乳児院制度の中でのみ受容 され るという結

果を招いた と考え られる。
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乳児の収容保護の歴史が長 い欧米 にお いて は、ホス ピタ リズム論によって乳児保護にお

いては里親委託 ・養子縁組が原則 とな り、次第に乳児院は廃止されていく。一方、日本で

は1950年 代後半か ら、乳児院内においていかに母性的養育環境を実現するのか というこ

とが、課題 として取 り組 まれ るよ うになった。1964年 に児童福祉施設最低基準が戦後は

じめて改正 され、乳児院の乳児院保育者の定員比が1対3.0か ら1対2.5と 定め られた。

ボウル ビィの報告書 「母性的ケア と精神衛生」("MaternalCareandMentalHealth")

の邦訳 『乳幼児の精神衛生』が刊行 されるのは1962年 である。原題 にある 「母性的ケア

"M
aternalCare"」 という言葉は邦題に採用されていない。

1967年 か ら東京都八王子乳児院の心理指導員を務めた金子保は、同書について 「乳幼

児期 に母性的養育の喪失(deprivationofmaternalcare)を 経験 した子 どもは、悲観的

将来が待 っていると解釈され る実証的結果は、乳児院収容児の養育 に対する不気味な挑戦

であるように考え られ、これ には正直いって敵意さえ覚えるほどであった」(金子1997:

1)と 述べている。児童福祉施設最低基準における乳児院の保育者の定員比は、さらに1970

年 に1対2.0、1976年 に1対1.7と 改正 され、保育者は増員されていった。金子は、 自

身が乳児院に務めた1967年 か ら1979年 まで を 「それはホス ピタ リズム克服の最終段階

に相当する12年 間であった」(金 子1994:i)と 回顧 して いる。しか し、こうした乳児院

関係者の認識 は、戦後の日本 に起 こったホス ピタリズム論 とその対策が、乳児院制度の中

で完結 して しまった ことを示 してお り、日本の児童福祉の理論 と実践 における施設養護偏

重の根深 さが伺われる。

日本の児童福祉史においては、児童福祉法のもとで要保護児童の行 き先を児童相談所が

決定する 「措置制度」のは じまった ことが、大きな転換であったとされ る。現在ある多 く

の乳児院の歴史のは じまりは戦後の児童福祉法 に求め られるが、その確立は家庭養育 との

競合のなかで行われていた。児童福祉体制の構築期 において、乳児院と養子縁組 ・里親制

度 との協働関係は、新設 された乳児院制度の意義 と存続にかかわることであった。日本の

乳児院制度はそのは じまりか ら確立において、内在的な理由か ら養子縁組制度 と里親制度

を排除せざるを得なかったのである。

3.未 熟児の養育医療

3-1未 熟児保護政策

こうした戦後 の児童福祉体 制の構 築期にあって、乳児保護にお ける大きな転機の一つは、

未熟児 の保護が行われ るようになった ことである。戦前においては、産婆の出産介助によ

る自宅出産が主流であ り、未熟児の哺育は産婆の支援 のもと各家庭で行なわれていた。

戦時下にお いては、乳児死亡問題が新産児の疾患 にまで拡張 し、それまで産科 と小児科

の狭間で 医学研究 の盲点 とな って いた新生児保護 の重要性が説かれ るようになった。
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1940年 に産科医の小南吉男が著 した 『新産児病学 』の序文(岡 林秀一著)で は、当時の

新生児医療の状況が以下のように述べ られている。

今 日ノ醤學 ノ進歩ハ各専門的二研 究シタ結果デアル ガ、其間二多少ノ弊害 ヲ生ジ、

新産見ハ不幸ニモソノ犠牲ニナ ッタ。現二新産児疾患ハ小児科デ取扱ハルベキカ、又

ハ産科 ノ領域二属スルベキカサへ尚議論セ ラレテ居ル有様デアル。學科 ノ本質カ ラ云

ヘバ、勿論小兜科二属スルベキモノ ト思バ レルガ、他方母 ノ分娩ヲ取扱ツタ産科讐ノ

任務デアル ト云 フコ トモー理 アル。斯クソノ露属ガ明瞭デナイ為二、不幸ノ結果 ヲ齎

ラス コ トモ少クナイ思フ。

小見科醤ニハ新産見 ヲ観察スル機會ガ多クナイ、従ツテ夫 レニ付キ充分ナル智識 ト

経験 トヲ得ルコ トガ困難デアル。翻ツテ産科醤ハ其機會二恵マ レテ居ルガ、専門的二

鯨 リ懸 ケ離レテ居ルカ ラ、之 ヲ利用セ ントスル意思二燃エテ居ルモノガ少ナイ様デア

ル。其為メカー般小兜科教科書デハ、新産見ヲ乳児 ノ移行期 トシテ輕ク取扱 ヒ項 ヲ新

ニシテ纏メテ記載セズ、最モ大切ナル榮養問題二付テモ同様ノ観ガアル。他方産科書

デハー層甚シク纒子扱 ヲシテ居ル現状デアル(潤 林1940;1-2)。

「新産兜疾患」は、小児科か産科で扱われるべきか定 まってお らず、その弊害として新

生児が 「犠牲」になっているという。新生児は、小児科学 においては 「乳児の移行期」と

して軽視 され、産科学 においては 「纒子扱」であった。岡林 は序文で、『新産兜病学』は、

従来の医学書に欠けていた ものを補 い、人 口増加 国策に資す るものとして推奨 して いる。

同書では 「活力薄弱児、未熟見及早産見 ノ虞置」について、適切な栄養法 と保温が詳細に

記述 された。

戦後 になって、1948年 に世界保健機 関(WHO)が 、未熟児の国際的定義を出生体重

2,500グ ラム以下 と定めた。 これを受 けて1950年 に、日本 における新生児主要疾患 によ

る乳児死亡中に占める未熟児の地位についての全国統計が初 めてつ くられた。統計 によれ

ば、主乳児死亡全数14万515の うち未熟児 は2万3547で あった。乳児主要疾患 による

死亡数5万5547の うちでは、未熟児は1万6180で 、約3割 にのぼった。出生時 に未熟

児であっても、死亡診断書 にその旨が明記 されていないものは含 まれてお らず、死亡乳児

に占める未熟児の実際の割合 はもっと高 いと考 えられた(瀬 木1952)。

そ こで、1952年 に日本はWHOと 協定を結び、未熟児対策 に必要な さまざまな援助 を

受 ける こととなった。未熟児養育 について先進国であった英国に小児科専門医2名 が留

学 生として派遣 され、東京 の日赤産院、世田谷産院に未熟児セ ンターが設置された際には、

閉鎖式保育器などの医療機器、書籍な どが寄贈された。厚生省は恩賜財団母子愛育会 に委

託 して、未熟児に対す る講習会 を強化 し、専門技術者の養成につ とめた。当時の愛育研究

所所長の斎藤文雄は、病院における未熟児収容設備の充実 を第一の課題 とした上で、当時
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の未熟児対策の問題点について次のように述べている。

第2は 産科 医と小見科医の協力につ いての新課題である。この点甚だ心細 い現状で

未熟児は両者 の間に放任 されていると考え られ る場合す らある。これでは未熟児は気

の毒である。憐れな未熟児の生命を中心 に考えた ら、そ こに縄張 りな どあろう筈もな

い。御互いが御互いの全知識 を傾倒 して、之が養護に当たるべ きであろう。

それに して も、吾国の分娩は80%以 上が家庭分娩であるか ら、養護に当る主な人々

は助産婦及び保健婦である。したがって、未熟児の世話 も主として、こういう方々の

手で扱われ る訳であ り、一応の指示を示すのみである。未熟見 に関する新 しい問題 と

して、 いか にその養護技術を習得す るかの問題が起 こっている(斎 藤1955:7)。

未熟児養育制度の法的な背景は児童福祉法であ り(第21条1か ら10)、 体系的には未

熟児出生の届出、家庭訪問指導、医療に分 けられる。体重2,500グ ラム以下の子 どもが出

生 したときには、その保護者は乳児の現在地 を管轄 して いる保健所長 に届 け出なければな

らなかった。家庭訪問指導は、家庭で養育されている未熟児に対 して行われた。従来、未

熟児の家庭養育では主として保温の目的で 「行李ベ ッド」などの簡単な保温箱が用いられ

ていたが、感染予防が不十分であった。そ こで、保健所 に電気式の簡易保育器を整備 して、

家庭に貸 し出しを行っていた(浅 野1960)。

1958年 に厚生省児童局長通知 「未熟児養育事業の実施 につ いて」(昭和33年9月1日

児発第756号)が 出された。同年、未熟児養育のための国の予算が実現、1960年 には予

算は倍額 にな った。1962年 まで に東京都内に30の 未熟児セ ンターが設立された。九嶋

(1963)に よれば、占領軍の指導によって、戦後の大病院ではそれまで出産後は同室で

あった産婦 と新生児 を異室にするようになったが、これによ り小児科 医による新生児の管

理が可能 になった という。未熟児の養育医療では、呼吸困難症候群、核黄疸、肺硝子膜症

な どへの積極 的な処置が望 まれ ることか ら小児科学が要請 された一方、根本的な未熟児対

策 として求め られた早産の予防が、産婦人科学においては重要な課題 となった。

3-2間 引きの終焉 と後期中絶の問題化

厚 生省後援 で催 された 「未熟児講習会」の講義内容 を編集 し、1959～1960年 に刊行 さ

れた 『未熟児シ リーズ 全3集 』(未熟児講習会編1959-1960)は 、未熟児医療 に携わる

24名 の講師が執筆 して いるが、名古屋市立乳児院で細菌実験を行な った小川次郎も名を

連ねている。また、兵庫県立神戸医科大学付属病院小児科の乳児室における人体実験 を告

発 したのは、乳児室 と隣 り合 う未熟児室の看護婦であった。未熟児の養育医療の確立は、

乳児院に収容 された乳児 に対する人体実験 と、まさに同時並行 して行なわれて いた。戦後

の児童福祉体制の始動期、乳児の生命保護は異なる専門領域 にお いて様々な レベルで試み
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られていたのである。

しかし、未熟児の養育医療がはじまった1950年 代を通 して、出生児に対す る見方が大

きく変化 していく。一つの象徴的な出来事であるが、一人の未熟児 の不慮の死 に、医療者

のみな らず一般の人々の関心が寄せ られた。1960年11月24日 、神奈川県 の国立相模原

病院で、保育器の中で養育されていた生後5日 の早産児が焼死 した。翌 日付の『毎 日新聞』

で 「保育器で赤ちゃん焼死 五年前の古い型」 という見出 しで、大きく取 り上げられた。

早生児を育てる保育器の中で、赤ちゃんが黒 こげにな るという事件が神奈川県 の国

立相模原病院で起 こった。保育器の故障による過熱か病院側の手落ちかいまの ところ

はっき りしな いが、保育器が五年余 り前に納入 した旧式な型のため 「病院側 は当然修

理すべきだった」というメーカー側 と 「耐久限度はすぎて いな い」という病院側の問

に食 い違 いがあ り責任の所在が注 目されている。

この事件は、翌月発行の 『日本医師会雑誌』で、 「『保育器事件 』の後始末」 「医療機械

の二重安全対策」な どとして専門家の間で も再発防止が求め られた。監視の合間の1時 間

に発生 した ことであ り、保育器内の送風機のコイルが過熱 されて焼け切れ、立ち込めた煙

のため中の未熟児は窒息死 した もの と考えられた。さ らに、1965年1月 にも宮崎県 の産

婦人科医院において、停電中の保育器内で未熟児が死亡 し、各新聞が大きく取 り上げた。

同年 の 『日本医事新報 』に、「保育器内死亡事件 とその問題点」を検討する論考が掲載 さ

れた。

こうした 「未熟児」への眼差 しの変化は、人工妊娠中絶の増加 とともに、強 く生まれた

子 どもだけが生き残るとい う従来の子 どもの生存のあ り方を大きく変えた。とくに、未熟

児や多胎児の 「間引き」は、この時期の親世代の倫理観 にはそ ぐわな い旧き、悪 しき慣習

とみなされた。

国立公衆衛生院次長 の斎藤潔は、戦時 中の茨城県農村では 「間引きが乳児死亡率の高い

原因であつた」と述べてお り、また 「人工妊娠 中絶は、胎見のさまざまな月令に於 ける殺

児である」(斎 藤1959:79)と 位置づけ、1952年 に届出 られただけでも全国の人工妊娠

中絶数(805,523件)が 乳児死亡の数倍 に相 当す ることを指摘 して いる。

戦後の農村部では、岩手県和賀郡沢内村が1962年 に 「乳児死亡ゼロ」を記録 したとさ

れる。1964年 に同村の保健婦が、過去4年 間に乳児 を亡 くした家庭に重点をおいて家庭

訪問を実施 し、次のよ うに乳児死亡の実態 を述べている。

私が訪問したのは十世帯の家庭で したが、それが全部農家で占め られていた という

ことです。非農家世帯 もある筈なのに、乳児の死亡は、小農、日雇 い農業聾者、上位

農家(耕 地の多い農家)に 至 るまで、幅広い農家層にわた るもので した。そ の半分は
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未熟児、後 は乳房圧死、窒息死な どで した(菊 地1968:181)。

圧死、窒息死 については事故 と報告されて いる。沢内村では1963年 の出生数123に 対

して中絶数は204で あったため、保健婦の活動 によ り乳児死亡率は大きく低下 した一方

で、人工妊娠中絶が増えて いたことが指摘されて いる(菊 地1968)。 戦後になって も農村

部で残存 していた未熟児 に対する 澗 引き」もまた、保健婦の活動 と中絶の増加 とともに

次第 に行われな くなっていった。

そ して、未熟児の養育医療の開始 による倫理観の変化は、後期中絶 における生存児の殺

害を問題化す る土壌をつ くりだ した。慶磨義塾大学の産婦人科教室の尾島信夫 らは、r未

熟見哺育に要する環境 と方針」という論考 において、未熟児哺育の理想的な実現 を阻む も

のとして後期中絶の道徳的問題 を指摘 した。

第一に重要なことは生命その ものに封する尊重の観念の歪め られた現状が稽々と

もすると未熟見に封する熱意に冷水 をあびせ ることとなる。(中 略)人 工妊娠中絶 の

目的には母膿 のために妊娠そ のものの中絶 ということを目的 とする場合 もあるが、間

接的な殺見(と いうと穏かでないが)を 目的とする場合が多 い。従つて妊娠七ヶ月で

中絶する ことは合法的ではあつて も、もし人工流産 された未熟見が胎外生活 を続 けて

生きて行 く場合 には放置 して 自然死 に陥 らせるのも人工妊娠中絶の延長 とみな さる

べきか?殺 兜に準ず る怠慢行為 として非難 さるべきではあるまいか?そ して こ

の様な一種の諦め的態度が(人 口問題を暗々裡 に反響 して)前 熟見全艦 に向かつて 「何

とか して生命 を保持させてや らう」という人道的な熱意 に封 して或程度のブレーキ と

なつているように思われる。勿論非常 に家族か ら熱望された未熟見 という場合 はある。

併 し醤師が家族 の希望の如何に磨 じて未熟見に封 して場合場合によつて異つた醤學

的態度に出るような ことは正 しいと云えようか?(尾 島 ・岩淵1953:21・2>

尾島 らは、養育医療が施 される未熟児 と、後期中絶後 の胎外生存児の処遇が、社会的理

由で異なることの正当性を問い、 「人工妊娠 中絶時代の現状では、人工中絶の非道徳性 を

深 く反省 してみないと、未熟兜に封する熱意の根擦は輩に両親の注文に磨ずる場合か、學

究的興味に限局されて しまつて、基礎的な人道的立場か らの確固 とした踏切 りがつきにく

い」 として、「一度生れ出た生命は 『飽 く迄大切にする』という根本的原則の確認が先づ

第一である」(尾 島 ・岩淵1953:22)と 強調 した。

1950年 代以降、未熟児医療体制が確立 していく一方、妊娠後期 を含めた人工妊娠 中絶

が増加 し、これ らのあいだには倫理的相克が見出された。それ まで 「間引き」の対象であ

った未熟児に対する養育医療 を正 当化する必要性のなかで、医学や医師のあり方 として後

期 中絶の問題性が問い直 されたのである。戦後、出生児 を養育できない女性の選択肢が人

93



工妊娠中絶 と乳児院利用 に限 られ る状況で、この後期中絶や嬰児殺の倫理的問題 を産科医

療の現場か ら提起 したのが、次章で扱 う未婚母の胎児 ・乳児の生命保護 をめぐる運動であ

る。
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第6章 未婚母の胎児 ・乳児の生命保護をめぐる運動

(1973-1978年)

敗戦後の混乱が収束 し、高度経済成長期 を経て、子 どもをめ ぐる状況が大きく変わ り、

児童福祉体制は転機 を迎 える。土屋(2014)は 、 この時期のホス ピタリズム論の隆興 を

検討することで、社会的養護が家庭 に介入 して いく過程 を示 した。1970年 代の 「母性喪

失1や 「三歳児神話」といった言説が、児童福祉 においては1990年 代以降の児童虐待問

題の 「再発見」へ とつながる ことが明 らか にされた。

こうした先行研究を踏まえて、本論文では1970年 代 に展開 した未婚母の胎児 ・乳児の

生命保護 を目的 とした立法化運動 として、菊田医師による実子斡旋事件26を取 り上げる。

児童福祉 と母性問題のいずれ にも関わる出来事であり、ここでは産婦人科医によって後期

中絶や嬰児殺をめぐり生命倫理的な問題提起がなされた ことが注 目される。田間(2001>

は、1970年 代の子殺 しと中絶 に関する新聞記事を分析 し、1973年 に同時展開 した法律論

議 として菊田医師事件 と優生保護法改正問題 を挙 げ、これ らが 当時の報道において 「〈幼

い命〉を危険にさ らす出来事」としてカテゴリー統合 されたと指摘する。中絶関連の言説

では菊田医師事件に言及するものは多 いとは言えないが、山本(2009)は 中絶をめ ぐる

女性の選択の中で、菊田の試みは 「"女性 ・対 ・胎児"と いう相克 を抜 け出せる可能性」を

模索す るもであったと評価 している。

1970年 代 の日本は、中絶規制強化をめ ぐる優生保護法改正問題 に揺れていた。子捨て ・

子殺 し、そ して中絶が社会問題化 して いた このとき、さまざまな女性たちの 「望 まない妊

娠」に際 して 「産む」という方向での解決の可能性が模索され、養子制度による胎児や乳

児の生命保護が求め られたのである。この事件は、次章で扱 う特別養子制度の成立の重要

な契機 となったが、本章では当時の人々が どのように菊田の問題提起を受け止めたのかを

検討す る。

1菊 田医師事件

1-1後 期中絶 と嬰児殺の告発

宮城県石巻市 の産婦人科医の菊田昇は中絶 にかかわ る問題として子捨て ・子殺 し問題

を取 り上げた。菊田は、開業 して間もない頃に、妊娠8ヵ 月での堕胎を希望す る妊婦へ

の施術 を断ったことがあ り、その10日 後に市役所の戸籍係へ例の妊婦の家族が死産届を

出した ことを知った。 この一件 をきっかけに菊田の実子斡旋の試みは始められた という。

当時の優生保護法は妊娠7ヶ 月宋 までの中絶を認めていたが、菊田は母体外で生存する

可能性がある7ヶ 月以後の胎児には生きる権利があると考えていた。 しかし、中絶 を求
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めて菊田医師のもとを訪れる妊婦は7ヶ 月以後 に区切 っても年閲10人 前後 いた といい、

その結果行われ る中絶手術について菊 田は このように述べている。

両親に望 まれた胎児の場合な ら、母体 を助けるため に早く産 まされて も、未熟児

保育器に収容 されて手厚 い看護が受け られる。しか し、母か ら望 まれないまま、中絶

によ り体外 に出された赤ちゃんは、たとえ呼吸 して元気でいて も死ぬままに放置 され、

あるいは積極的に劇薬を注射 された り、水に浸けられて死 を与えるのが実情である。

人間として、まして医師 として、ま ことに悲惨な思 いにか られるが、これは合法の名

の もとに許されていた(菊 田1979:15)。

菊 田は、この医師 による妊娠7ヶ 月の胎児に対 して行われる事実上の殺入 を拒否した。

そ して、思わぬ妊娠 をして相談にや ってきた母親たちを説得 して分娩 させ、生まれた子 を

不妊の夫婦へ実子として斡旋 していた。菊田は現行の戸籍法 と養子制度 に不満を持ってお

り、石巻の産婦人科医の集ま りで しばしばその ことに言及 し、日本母性保護医協会宮城県

理事にたいして も実情 を訴えて法改正へ の尽力を求めていた という。しか し、同理事の回

答は 「実情は理解できるが、なんといって も法改正な どということは、政治家や法律学者

が行 うことであり、われわれ医師た ちの触れるべきところではない」(菊 田1974二31)

という消極的な ものであった。

生まれた子 どもの斡旋については、女児であれば常時2、3人 の貰い手が登録できてい

たのだが、男児の場合には貰い手が見つか らないこともしば しばあった という。その場合

には新聞広告によって貰い手を募集 していたが、この新聞広告のことで菊田は医師会か ら

すでに勧告 を受 けていた。それにもかかわ らず1973年4月17日 と18日 の両 日、菊田は

例によって 『石巻 日々新聞』『石巻新聞』の二紙にr"急 告"生 まれたばか りの男の赤ち

ゃんをわが子 として育てる方 を求む。菊田産婦人科」という広告を載せた。菊田は 「わが

子」という表現を実子と養子、合法 と非合法の両方 に解釈できるものとして用 いていたの

が、この時の広告が菊田事件の発端 となった。毎 日新聞と朝 日新聞の記者が この広告に関

心を示 して取材に訪れたのである。菊田は、この問題を大々的に報 じる ことを条件に、実

子斡旋の事実 を告 白した。実子斡旋には医師 による虚偽 の出生証明書作成が伴 っていたが、

菊田は 自らの違法行為 を告 白する ことによって、女性 と子 どものための新 しい養子縁組の

必要性を広 く訴えよ うとした。以下が菊田事件の第一一報である。

宮城県石巻市内の産婦人科 医が、堕胎手術 を希望する母親を説得 して出産させ、

別の夫婦に"実 子"と して世話していることがわかった。医師は 「こどもの将来、母

体の安全を願 う道義的責任か ら、違法を覚悟でやった」といい、赤 ちゃんの引取 り手

を新聞広告で募集、この10年 間に100人 の赤ちゃんを無報酬で、子供 に恵まれない
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夫婦に渡 した という。駅のコインロッカーか ら赤ちゃんの死体が発見されても、あま

り珍 しくな いほど、母子関係の崩壊現象が極限 にきたような この ごろだが、この医師

の措置が、正 しいのか どうか。"堕 胎天国"と"生 み捨て"が 共存、子供の被害が慢

性的にな りつつある世相のなかで、この医師の思い切 ったや り方は議論を呼びそ うだ

(『毎 日新聞』1973.4.20)

菊田はそ の個 人的体験か ら、実母と子の法的親子関係が消滅 し、実母の戸籍に出産 ・

縁組の記録が残 らない養子縁組があれ ば母親は中絶 を思 い留まる ことができると確信 し

ていた27。そ こで現行養子法とは異なる 「実子特例法」を提唱して、メディアを通 じて社

会に強 くその必要性を訴えよ うとした。

萎一2菊 田の主張と実子特例法

菊田医師事件の後、1976年 の優生保護法改正によって中絶可能期間は6ヶ 月末妊娠 に

短縮された。 しか し、菊田は 「日本では"望 まれぬ子"は 妊娠6ヶ 月末 までは中絶 とい

う解決策が与えられているが、"望 まれぬ子"が 生まれた場合の対策は皆無にひとしい」

として、子捨て ・子殺 しの回避には実子特例法が必要であると主張 し続けた。菊田によれ

ば、7ヶ 月以降の堕胎や子が入籍する前の嬰児殺にお いて 「女性 の本心は子供を殺 したい

わけではな く、産 まなかった ことに したいだけ」であり、「入籍前の嬰児殺は種 々の理 由か

ら母が子 との断絶 を望み、入籍を拒んで殺害す る」(菊 田1978:130-1)こ とか ら、実子

特例法によって出生届出前の養子縁組 を認めることが問題の解決になった。

さらに、菊田は合法的な中絶に関 して も 「胎児は人間そのものとはいえないにしろ、

間 もな く人間となる存在であ り、私たちの後輩であることは事実である。私たちはか りに

中絶 を絶無にはできないとして も、できるだけ減 らすよう努力 しなければな らない」(菊

田1985:43)と 言明 している。そ して、闇堕胎、子捨て ・子殺 しの激増 を招かずに中絶

を減 らす ことを可能にする方法 として、欧米の立法傾向にな らって、避妊 ピル の自由化、

実子特例法の創設、中期中絶の制限の3つ を要請 した。

こうして菊田事件によって、特別養子 に新たな一面が加えられようとしていた。養子

縁組について考 えることは、子捨て ・子殺 しや中絶 という新生児や胎児の生命 という最 も

基本的な子 どもの福祉や倫理 に迫 り、そ して婚外妊娠な どの問題 における女性の福祉の重

要性 も同時に問うものとなった。当時の人々はこの菊田の問題提起をどのように受け とめ

たのか。

2.社 会へのイ ンパ ク トと支持運動

この記事は1面 で報道され一般の注 目を集めた。菊田はその4日 後 に参議院法務委員
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会 に参考人として呼ばれた。そ こで菊田は、妊娠7ヶ 月や8ヶ 月になって中絶 を強 く希

望する妊婦がいる時に、子捨て ・子殺 しを防いで子 どもの生命を救 うため、最良の方法 と

して実子斡旋をしてきた ことを明 らか にし、 「赤ちゃんの命 を守るためにも実子特例法を

制定す るなど立法の措置を とってほ しい」と訴えた(『毎 日新聞』1973.424)。 菊田の 「実

子特例法」は、新 しい養子制度の名称 として菊田事件の報道で使用され、市民運動や ジャ

ーナ リズム等に定着 していった。

警察 当局、世論、ジャーナ リズム、政界な ど、当時の社会は概 して菊 田に同情的であ

った。法務大臣(当 時)で あった田中伊三次は、先の法務委員会で 「子供の幸福 というこ

とを基準 にして今度のケースをみ ると、簡単 にけ しか らんとはいえな い。子供が幸せ にな

るのだとした ら、事を荒立てて取 り締 まるべきではな いJと 発言 した(『 毎 日新聞』

1973.4.24)。 菊田の斡旋行為が医師法違反や公正証書原本不実記載罪にあたるにもかかわ

らず不問にされた ことの理由の一つは、この発言があったか らだといわれ る。さらに参議

院法務委員会では、当時の警視庁刑事局参事官が 「形式的には公正証書原本不実記載 にな

るが、子供をもらい受けた家庭の幸せ を根底か ら破壊する恐れがあるので慎重に検討すべ

きだ」と述べ、田中法相 も 「罰則は必要か もしれないが、そのことで将来子供が幸せ にな

れないとすれば大変具合が悪い」と発言 している。ただ し、新 しい法律をつくるか否か と

いう質問に対 しては、同法相は 「〔子 どもの〕幸福 ということか らみれば、現行法をその

ままにしておき、罰則があって も事情があれ ば適用 しないで もよいという方向でいくのが

よいと思 う」 という見解を示 した(『 毎 日新聞』1973.4.26)。

各新聞は特集を組み、テレビ ・雑誌等 も続々 と関心 を示 した。朝 日新 聞はコラムで、

妻子 ある男性の子 を産み、その男性 に棄て られた19歳 のOLが 、母子心中を考えた末 に

菊田医院の庭先に赤ちゃんを捨てた件に関 して、「『母親のあさはかさ』『無責任時代 』と

のの しるのは簡単だ。だがそれだけで問題が解決す るとは思えない」とし、「とにか く 『菊

田医師』の存在は二つの生命を活かした。社会は この事実を直視する時期 にきた と思 う」

と書いている(『朝 日新聞』1973.Zo.3)。 これ まで精力的に この問題 に取 り組んできた毎

日新聞は、その社説で 「「実子特例法」の立法化を急げ」と主張 した(『毎 日新聞』1973.11.20)。

TheJapanTimesは1974年 の1月3～5日 、特例法推進運動を未婚の母や子捨てとの関

連で特集 し、TheNewYc)rkTimesが 「日本の赤ちゃん一一虚偽の出生証明書が望 まれず

生まれた子 どもたちを救 う(JapanBabies:FalsifiedBirthPapersSavetheUnwanted>」

という見出 しとともに一面全部で菊田医師事件を紹介(Jameson1979>、UPI通 信 も全

世界にこの問題 を流 した。

政界では、超党派国会議員 による 「赤ちゃんを守る懇談会」が発足 し、また公明党の

党本部が この問題 に関心を示 し、下村泰参議院議員が実子特例法推進を自身の公約 とする

などの動きがあった。しか しもっとも活発であったのは地方 自治体における推進運動であ

り、1974年12月16日 の札幌市議会を皮切 りに 「実子特例法立法化 に関する意見書」が
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各地で採択されて いった。1974年 はさらに宮城県気仙沼市議会、75年 は長野県小諸市議

会、同県飯田市議会、76年 に長野県議会、78年 に秋 田県議会、79年 に千葉市議会 、80

年 には山 口県議会が意見書 を採択 した(中 川1986b)。

興味深いのは、助産婦が菊田を支援 し、共闘 した ことである。1974年2月 、長野県飯

田市の当時62歳 の助産婦、安達 きみえによる60人 に上 る実子斡旋が公にな り、安達は

当局によ り書類送検 された もの、不起訴になった。1976年 に長野県議会は県 レベルでは

全国で初めて、実子特例法制定推進の意見書を採択 したが、その陰には安達 の尽力があっ

た という(堀2011)。

3.優 生保護法改正問題の影響

3-1反 中絶主義団体

谷口雅春が大本教か ら離れて始めた新興宗教生長の家、その婦人組織である白鳩会が

中絶 防止を掲げて 「人命尊重運動」を始めたのは1959年 頃であ り、のちにカ トリック教

団 もそれ に加わった。また1960年 代は、家族計画の関係者が中絶の規制強化による避妊

の普及促進を期待 して胎児の生命尊重を訴えた時期で もあった(荻 野2008)。

中絶 を禁止 して 「三百万人」の胎児の命を救うことは宗教家である谷 口の悲願であ り、

こうした生長の家 らによる 「胎児 の生命尊重」の運動 と政治活動の成果 として、1972年

に厚生省 によって優生保護法改正案が国会に提出された。改正案では、中絶の条件か らの

「経済的理由」の削除と、胎児 の重度の障害のおそれを理由に中絶ができるという胎児条

項の新設が提案 された。後者 は、改正 に反対する 日本母性保護医協会28(以 下、日母〉と

生長の家 との交渉の結果で生 じた ものであった(Norgren2008)。 しか し、1974年 に生

長の家の後援 を受けた政治家 らが衆議院を通過 させたのは、胎児条項が落ちた修正案 であ

った。この動きを受 けて 日本医師会の武見太郎会長は法改正に反対を表明するよう委員全

員 に電報を送 り、そのため成長の家が後援す る玉置和郎議員 と日本医師会が後援する丸茂

重貞議員の間で議論が膠着するな どして、同案が参議院を通過することはなかった。

この改正案が国会に提出されて衆議院を通過するまでの期間 に菊 田医師事件は起きて

いる。同事件 の数 日後 に 「菊田先生を支援する石巻市民の会」が石巻市で発足 してお り、

菊田が参議院喚問で上京 して いるあいだに、約2万 枚 のビラを石巻駅周辺で配った。ビラ

には 「ヤタラに中絶する赤ちゃん殺 しの医師 と、赤ちゃんの生命を守 った医師 と、どち ら

が立派で しょうか」(菊田1973:114)と いう菊田への賞賛と中絶手術 を行 う医師への中傷

が書かれていた。同会の背後 には生長の家があ り、菊田医師事件 を利用 して優生保護法改

正 に反対する産婦人科医団体を誹誘 し、優生保護法の改正をはかる意図があった ことが確

認 されている。菊田はこのビラが原因で 日母か ら叱責を受け、石巻 の2新 聞に謝罪文を広

告することとな り、同会 に対 して厳重 に抗議 を行 って事態 をおさめた。
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菊田は当時、実子特例法が優生保護法の改正に結び付 けられるのを 「最 も恐れていた」

という。この一件 について菊田は 「中絶が是か非ではなくて、中絶の時期を逸 して途方に

くれている母 と子をどう救 うかの問題なのである。この一枚のビラによって失ったものは

甚大である」(菊 田1978:93)と 憂慮 した。生長の家の支援で当選 した玉置が菊田を賞賛

す るなど、生長の家が菊田医師事件 を利用 しようとするなか、菊田は 「追いつめられた女

性たち」を救 う制度 として実子特例法を訴えることで、優生保護法改正の動き との距離を

保 っていた。優生保護法の改正運動に加担 し、医師会や女性運動 と対立す ることを恐れて、

菊 田は養子縁組の推進運動の中核 に 「胎児の生命」を据えることを避けたのである29。

3-2産 婦人科医団体

優生保護法の提案者の一人であった谷 口弥三郎議員の選挙母体である日本母性保護医

協会は、優生保護法の改正に強く反対 していた。当時の産婦人科医は同法の下で行 う中絶

手術により経済的な利益を得ていた。

ところが、優生保護法改正運動で社会が揺れて いた頃、1976年1月 の厚生省事務次官

通知 によって中絶の合法期間は 「7ヶ月未満」に短縮された。この問題に関 しては、菊田

医師事件が影響 した とする説とそれを否定する説が当時あった。朝 日新聞は七 ヵ月児の中

絶 を殺人だと訴えてきた 「菊田医師の批判いれる」 と大きく報 じている(『 朝 日新聞』

1975.11.13)。 一方、日本医師会常任理事(当 時)松 浦鉄也(1976)は 「日常の臨床 にお

いて、第7ヶ 月の妊娠中絶は、生育の可能性がほとん どゼ ロである第7月 前半 を除いて

は、実際 には中絶手術は行われず次官通達はその現実 に追随して改定が行われたというこ

とができる。(中 略)な お、一一部の新聞が、今回の改定を、いわゆる実子特例法推進論者

の主張 との関連において取 り上げているのは誤 りである」と説明 している。

優生保護法をめぐって産婦人科医の諸団体 と菊田のあいだ にどのよ うな対立があった

のだろうか。実子特例法推進運動において菊田の立場 を不利にしたのは、日母 と日本産婦

人科学会が彼の実子斡旋行為を公式に非難 したことであ り、これ らの団体は新 しい養子制

度そ のものにも反対 した。 日母 は菊田医師事件の発生をうけて、「菊田医師の生命尊重の

心情には敬意を表する」が 「出生児の出生証明書は、出産に立会 った医師 または助産師が

正確 に記載すべきで、事実 と違 う証明書を書くのは誤 りであり、この点についての法改正

などは問題にな らな い」等の見解 をまとめて いる(『毎 日新聞』1973.4.27)。 また、「実子

特例法 について」という座談会に出席 した松山栄吉(当 時の東京厚 生年金病院産婦人科部

長 ・東京大学講師)は 、「我々産婦 人科 医の立場 として は、とにかく自分の子供は親が望

んで産むべきだというそ ういう根本原則があるわけですね。初めか ら要 らない子供を産ん

で始末するというような考え自身がおか しいと思 う」(中 川ほか1973:17)と 述べてお

り、菊田との根深い対立を示唆 して いる。

そ して1975年3月 、日母は定例代議員会で菊田の除名処分を発表 した。その理由は「医
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師 としてウソの出生証明書を書 くことは許せない。赤 ちゃんをあっせんす るな ら養子の手

続きを踏むべきだ。実子特例法は養子の差別 にもつながる」というもので、斡旋中止の指

示 にもかかわ らず依然 として斡旋行為を続ける菊田を除名 した(『朝 日新聞』1975.3.26)。

さらに同年5月 、 日本産科婦人科学会宮城県地方部会の理事会が同様の理由で菊田に退

会勧告を出した(『 朝 日新聞』1975.5.7)。

菊田の活動は、事件発生当初は法務局や警察当局の寛容的見解 によって公文書等の不

実記載への罰則適用は免れた。しか し、実子特例法に反対 しつつ合法的な養子斡旋活動を

1976年 か ら開始 した愛知県産科婦人科医会が、1977年 に仙台地検に菊田の違法行為を告

発 した。仙台地検 は養親に事情聴取を行 い、菊田の違法行為 を断定 して略式起訴、仙台簡

裁が罰金20万 円の略式命令を下 した(『 朝日新聞 』1978.32>。 この刑が確定すると日母

の宮城県支部は宮城県医師会長に菊田の優生保護法指定医師の資格を取 り消す ように要

請 し、1978年 に医師会は菊田の指定医の資格 を取 り消 した。 さらに例年厚生省は前年度

に罰金刑以上の刑 に処 された医師 らに対 して、戒告か ら医師免許剥奪 まで の行政処分 を行

うのだが、菊田は6ヶ 月間の医業停止 という懲 役刑の執行猶予 をうけた医師 らと同等の

重 い行政処分を受けることとなった(菊 田1988)

大学教授の井上紫電は毎 日新聞の投書欄で、菊 田に対する産婦人科 医団体か らの制裁

や告発につ いて次のよ うに述べている。

産婦人科医たちが菊田医師 を告発す る資格があるのか、 も問われなければな らな

い。優生保護法(14条)で 妊娠中絶ができるが、この法 を盾に出生数よ り多 い妊娠

中絶が行われ ている。日本 の女性は、そんな にた くさんの胎児を堕 うさなければな ら

ないほど、母体の健康 を害するほ ど虚弱なのか。また貧 しいのか。それ とも日本の産

婦人科 医術は、そんなに も遅れているのか。そのいずれで もないとすれば、妊娠 中絶

の大半は、違法 中絶 といわなければな らない。違法に胎児の命を消 して多額の報酬を

得ている医師たちが、違法 に胎児の命を無報酬で救 った医師 を告発す る資格があるの

か、自由に放任されている人工妊娠中絶 の違法性の有無について も改 めて検討すべき

ではないか(『 毎 日新聞』1978.01.06)。

菊田の実子斡旋は、 もっぱら虚偽 の出生届の作成 という違法行為に焦点が当て られた

が、優生保護法 における医師の対応 としては遵法的な行為であったといえる。事件当初、

菊 田は産婦人科医 らが 自身の,..._一の理解者 ・支援者になると期待 していたのだが、実子特

例法の創設 をはじめ中期中絶の制限、さ らには避妊 ピルの自由化 という菊田の要請 は支持

されなかった。 同業者 として違法行為を非難するだけな く、新 しい養子制度にも反対 し、

菊田を追放 ・告発するまでに産科婦人科医らの姿勢を硬化 させたのには、同時期における

優生保護法改正の動 きへの反動があった と考 えられる。
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3-3フ エミニズム

田中美津 は生長の家の支援で 当選 した玉置議員が菊田の行 為を賞賛 した ことについて、

「『中絶 は殺人なんだ 』キャンペー ンの親玉r生 長の家』は中絶を禁止 しようと企てる一

方で、養子縁組制度なるものを画策」と警戒 した。そ して、菊田に対しては 「菊田医師の

行為は、現場の医師のやむにやまれぬ叫びであ り、あがきとしてなされた行為」(「赤ちゃ

んあっせん事件」1973:20)で あるとして、それがマスコミや生長の家によって 「美談」

にされて しまっていると指摘 した。

仙台の菊田宅を訪れた田中は 「菊 田医師の主張する実子制度 とは、現実 に腹 を痛めた

子であるかどうかということが問題なのではな く、愛情を媒介に形づ くる親子関係 こそ望

ま しい、 という考 えを、合法化させようとするもの」(田 中1973:37)と コメン トし、

生物学的な関係 に限らない愛情のつなが りとしての親子関係 を追求するものとして、菊田

の思想の先進性 を好意的に評価 している。

この田中とのつなが りを経て、菊田は最初の著書を出した際に 『リブニュース この

道 ひとす じ』に 「子捨て、子殺 しの断崖に追いつめ られた不幸な女を救い 密殺さるべき

運命の赤ちゃんの生命を守 り、その子のその後の将来に実子 と変わ りな い名称 と権利を与

え 子 に恵まれない夫婦の真 の願 いをかなえる」という言葉を寄せ た。それへの応答 とし

て、「いま私たちが望まない妊娠を した場合、中絶するか、捨て るか、殺すかの道 しかな

い。で、大抵の女は要領よ く医師の手になる中絶を選ぶ。が、中には ドジな女 もいる」の

だか ら、 「中絶の 自由を!『 未婚 』で も子 どもを産み育て られる経済的保障を!避 妊教育

を!断 固勝 ちとっていくことと、そ してもうひ とっ、産んだ親が必ず しも育てる必要のな

い道理を、社会的に認めさせ る具体策一一 『実子特例法』の是非に注 目を注 こう」(「『実

子特例法 』とは何ぞや?」1973:81)と いう呼びかけが書かれた。

田中はこの時代のフェミニズムを担 った人物であったが、他のフェミニス トの言説を

みてみると、必ず しも実子特例法運動に賛同 して いない。1973年 は未婚女性が養育 して

いた新生児の強制的実子斡旋 とそ の後 の親権奪還 をめぐる裁判が報道 されている。ある女

性が未婚で出産 した子 どもを相手の男性 に奪われ、別人夫婦の実子 として届け られた。そ

の女性が訴え出て子 どもの戸籍を取 り戻したにもかかわ らず、あらためて子を認知 した男

性による養親夫婦への親権者指定を認める判決が出たのである。そ の女性は有職で未婚の

ため母親として不適格であるという理由で親権を奪われよ うとしていた。この女性を支援

した女性運動の側に、実子特例法が実現すれ ばこの養親夫婦の行為を法が是認 して しまう

のではという懸念、誤解が生 じていた(駒 野1975)。

さ らに、 「『実子特例法』立法化の動きに反対す る!!」 と題された記事では、同法の

立法化の動きは一夫一婦制や借 り腹的思想 に基づいてお り、現実の社会 における産みがた

さ育てがたさを問わずに、養子 と婚外子への差別と実子の優位性 を示 していると批判され
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ている。 「全ての現実の差別 と矛盾を隠ペイするための安 っぽいヒューマニズムの装いを

こらした、たちの悪いイデオ ロギーの押 しつけであ り、攻撃的であることを見抜いて?、

この 「実子特例法」の立法化 には絶対反対 します」と強い反発が示 されている(「『実子特

例法』の立法化 の動きに反対す る!!」1973)。

1970～80年 代のフェミニズムを取 り巻 く社会状況はさまざまなものがあった。優生保

護法の改正をめ ぐる闘争のなかで フェミニズムが批判 していた ものは、出生率低下を懸念

して再び中絶 を規制 しようとする政府、女性の身体 的 ・精神的苦痛を通 して利益をあげる

医者や反中絶主義者、そ して障害者や婚外子 を産 めないような社会の規範や経済の構造で

あった。そ してそのどれもが実子特例法運動 ともかかわ りをもつ問題であった。当時のフ

ェミニズムは 「産 める社会を!産 みたい社会を!」 をスローガンに掲げてお り、その社

会批判の議論の枠組みでは、菊田の運動は中絶 をめ ぐる女性の倫理的葛藤の問題 としては

受け止め られなかった。

菊田の実子特例法は、胎児や新生児の生命を保護するとともに、女性の産む選択をめ

ぐる生殖の 自由を保障 しよ うとするものであった。菊田の信条 と試みが多くの人々に共感、

支援 された ことは事実である。しか し、同時期 に進行 した優生保護法改正問題 の影響 のも

とでは、胎児の生命保護の追求 は容易な ことではなかった。菊田が救おうとしたのは ごく

限 られたケースの胎児であったはずだが、反中絶主義団体 による引き付け、また産婦人科

医団体 との対立が生まれて しまった。他面、思わぬ妊娠をして困難 に直面 した女性をステ

ィグマか ら保護する必要性を説 くときには、家父長制的なイデオ ロギーをめぐって フェミ

ニス トか ら批判 された。菊田の挫折は、中絶や子捨て ・子殺 しをめぐって女性への批判が

高 まり、中絶の 自由が争われていた状況で、菊田の新 しい養子制度 を求めた穏健な運動が

過剰に政治的な意味合いを帯びて しまったためである。

フェミニズムのいう 「産む権利、産まない権利」が胎児ではな く国家権 力や家父長制

社会に向け られた言葉であったように、菊田の模索 した 「胎児の生きる権利」もまた女性

ではな く国家や社会に向け られた言葉であった。菊田は女性が胎児の生命の価値 と向き合

い、葛藤す るなかにあってなお 「産む」という選択 を選ぶ ことができるように、法の仕組

みと社会の意識を変革 しようと尽力 した。菊田医師事件は、生殖の議論 に女性の 「産 まな

い 自由」だけでな く 「産む自由」 という論点を呼び込む ものであった。

こうした菊田の未婚女性 の妊娠 ・出産とその胎児 ・乳児の生命保護 をめぐる問題提起

に、戦後の養子法の改革 に取 り組む法学者たちはどのよ うに向き合ったのか。
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第7章 特別養子制度の創設 と未婚母 ・婚外子差別

(1974-1989年)

特別養子制度が、どのような過程を経て成立 したのかは、同制度の創設前後の議論の中

で簡単 にまとめ られている。法学者の中川高男によれ ば、養親が嬰児 を実子 として貰い受

ける 「藁の上か らの養子」 という慣行 を背景に、1959年 の法制審議会で 「特別養子」の

構想が公表 された。その後 、中断 していた審議は1973年 の菊田事件 と子捨て ・子殺 し問

題をめぐる報道や市民運動の高まりを受けて再開 し、1987年 に特別養子制度が創設 され

た(中 川1986b)。

中川をはじめ とする成立過程に関する先行研究では、「家のための養子」か ら 「子のた

めの養子」への移行を目指す1959年 の特別養子構想の問題意識 を、1973年 の菊田医師

事件が引継ぎ、そ してそれが1987年 の制度化に帰結 したと直線的に解釈されている。特

別養子制度が市民運動や社会情勢 の変化 に応えて創設 された児童福祉制度であるという

現在の認識は、この解釈を基盤に している。

特別養子制度成立後、菊池緑(1998)が 特別養子 をめぐる議論の観点や立法化過程に

ついて言及 している。それによれ ば、1960年 代の特別養子の審議では 「虚偽の出生届 を

未然 に防 ぐという社会的課題」を背景 にしていたが、1980年 代には 「『子の福祉』を積極

的に確保する、徹底するという観点」(菊 池1998:97・8)か ら制度づ くりがなされた とい

う。さらに菊池は、法制審議会 の特別養子法案 と菊田の実施特例法案では、発想に大きな

違 いがあるとし、前者は 「子 どもの福祉 とそれを望む育ての親の立場」か ら、そ して後者

は「中絶や嬰児殺 しの危険にある子 どもの生命の救済 と子 どもとの関係を絶ちたい実親の

立場」(菊 池1998:87)か ら論 じられた と解釈 している。

菊池が指摘 した特別養子制度の成立過程 におけるいくつかの断層は、おそ らく、養子縁

組が親族関係の管理 ・公証の役割 をもつ戸籍制度 にかかわ る慣行でありなが ら、子 どもや

女性の福祉への貢献を期待 され るというジレンマのなかで生まれた ものである。こうした

先行研究を踏 まえて、本章では菊田医師事件以降の特別養子制度の立法化 における法的な

議論 を検討 し、1970-1980年 代 における未婚母の妊娠 ・出産や私生子の生命保護の問題

が、法学者 らによってどのように判断 されたのかをみてい く。

1.実 子特例法案 と中川私案

1-1二 つの私案

1973年 の菊 田医師事件は養子法 の研究者を刺激 し、特別養子論を再燃 させた。1959

年の特別養子構想が 目指 したのは、相続な どで不利益 を被 っていた 「藁の上か らの養子」
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の地位 を保証 し、虚偽 の出生届の慣行 を終わ らせることであった。日本の養子制度は この

時点においては養子の利益保護の必要性 を考慮 したのみで、未婚母の妊娠や新生児 ・胎児

の生命、そ して施設養護 にある子 どもの養育問題 を課題 とする幅広 い射程をもって いなか

った。特別養子は民法上の懸案 にとどまり、社会福祉や生命倫理 にかかわる諸問題 には出

会って はいなかった。太田武男は、1959年 法制審議会案について、「養子制度の本質的な

在 り方 につ いての基本的な論議 もしくは基本線の設定な くして審議が進められたあとが

ある」(太 田1959:1109)と 印象 を述べていた。

しか し、実親子関係断絶型養子 という諸外国の新 しい養子制度 と類似 した構造の制度

であったために、特別養子は児童福祉制度 としての養子制度であると次第に位置づ けられ

て いく。その認識は、外国法の研究において強められていった。1959年 以降、「子のため

の養子」を標榜す る外国法 に関する研究は、日本の養子法改正への参考資料として、比較

法学的な研究がふえる(来 栖ほか1960;国 府1966な ど)。 とくに、石村善助による米国

養子法の研究においては、福祉機関やケースワーカーの働き、真実告知の問題など、児童

福祉的養子制度の最新の研究が進め られた(YaleLawJournal1950=1964石 村 ・西川;

石村1965,1967a,bな ど)。 そ して、諸外国の養子制度および児童福祉政策が詳細に報告

された この頃、中川淳が「よき施設よ りも家庭が勝れているということがいわれているが、

た しかに子の養育の場 として家庭の位置 は高いといえよう。この意味において、養子縁組

は、理想 的な他児養育形態 ということができ、里親制度が これにつ ぐものであるといえる」

(中川1973:75)と して、特別養子を里親制度と関係づけて論 じている。

1960年 代か ら1973年 までの間、特別養子の内実 とは異なるかたちで外国法の研究が

進んでいく一方、特別養子の議論は立法化への流れ をみせなかった。1959年 に唄孝一が

述べたように、特別養子制度は具体的に要望が出されているわけではな く、虚偽 の出生届

の慣行 をなくす目的で、その必要性 を立法者が察知 して立法化 しよ うとした ものであった

(我妻 ほか1959)。 このような、外国法研究における特別養子 制度への理解 と実際に構想

した立案者の意図との不一致が生 じて いた法学界に、菊田の 「実子特例法」が登場 した。

菊田医師事件の起きた1973年 、民法学者 の中川高男は菊田の 「勇気ある問題提起」に

共鳴 し、特別養子制度の構想の存在や諸外国の養子制度の動向を知 らせる手紙 を、「特別

養子制度 につ いて」 という自著論文(中 川1964)を 同封して菊田に送った(菊 田1979:

161-3)。 この手紙を受けた菊田は、実子特例法がすでに法学の分野で 「特別養子制度」

として論 じられてきたのだと知 らされた。これ以後、中川は菊田を擁護 し、菊田医師事件

によって高まった世論 に応 える形で、新 しい養子制度の実現 に尽力する。

1973年 の6月26日 に横浜で5人 の医師 を中心 として 「実子特例法 の立法化 を推進す

る会」が発足 し、中川は同会の発足 にあたっての記者会見の席上で私案 を発表 した。同年

11月26日 には東京の向島に 「実子特例法推進委員会」が発足 し、中川はその顧問の一人

となった。同会は一時期全国に支部 を持 ち、子捨て ・子殺 しをなくそ うとして市民運動を
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展 開した。この会は、その後11万 名以上の賛同者の署名を集め、実子特例法の立法化を

法務大臣に陳情すると同時に国会に請願 した。

1974年 に作成された特別養子法の中川私案は以下で ある。

「特別養子法(実 子特例法)私 案」

第1条 〔子の要件〕本法の適用を受ける子は、15歳 未満の子 に限 る。

第2条 〔実子 と同一の記載 と効果〕戸籍上実子 として記載 し、すべての関係にお

いて、実子 と同じ取 り扱いをす る。

第3条 〔実方 との断絶〕子(こ の法律によって特別養子 となった子 、以下同 じ)

は実方 とは、婚姻障害を除いてすべて断絶する。

第4条 〔認知の訴等の禁止〕子 に対する認知の訴、親子関係存在確認の訴および

親子 関係不在確認の訴はこれを認めない。

第5条 〔離縁 の禁止、縁組の廃棄〕養親の側か らの離縁は これを認めない。ただ

し家庭裁判所は子のために不利益な事情があると認めるときは、一定の請求権者(子 、

利害関係人、検察官)の 申立てにより、この縁組を審判により廃棄する ことができる。

第6条 〔養親の要件〕養親 となる者は、夫婦で、婚姻5年 以上を経過 し、原則 と

して血縁の実子のないことを要件 とす る。

第7条 〔子の名の変更〕新戸籍編成の際には、 この名を変更することができる。

第8条 〔家裁の許可〕 この縁組 には、家庭裁判所の許可を必要 とする。家庭裁判

所 はすべての事情を調査 し、子の利益 となる場合にのみ これ を許可する。この許可を

得な い縁組 は、一定の者(利 害関係人)に よ り、そ の許可 または廃棄 を請求すること

ができる。

第9条 〔縁組の効力の発生〕 この効力は、子が出生した 日に遡及する。ただ し第

三者の権利を害する ことはできない。また過去の扶養料の求償は これを認めない。

第10条 〔出生記録等の非公開と閲覧〕出生の記録および縁組の記録は、半永久的

にそれを保存 し、公開しない。ただ し、養親の申立て または子が成年に達 してのちそ

の者 の申立てがある ときは、家庭裁判所の許可を得 てこれ を閲覧す ることができる。

第11条 〔既往の実子届出の効 力の不変〕 この法律の施行前において、既 に実子届

をしている場合は、特別の事情がな い限 りこれを有効 とし、既 に生 じている戸籍上な

らびに法律上の親子関係および親族関係は効力を変 じない。

第12条 〔経過措置一一実子届出への転換〕この法律施行の日に、既 に養子縁組届

出を している養親は、子が15歳 未満である限 り、一年以 内にこの法律の定める手続

きにより、家庭裁判所 の許可の審判を得て、子の戸籍 を実子(特 別養子)に 訂正す る

ことがでる。

第13条 〔濫用の禁止〕この制度はいかなる場合にも濫用されてはな らない。
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(中 川1974:846:13-9)

中川の私案は、1959年 の特別養子構想の問題意識 をよ り詳細に反映した ものであった。

すなわちその条 目は、「実子と同一の効果 と戸籍記載」「認知の訴等 の禁止」「離縁の禁止、

縁組の廃棄」 「出生記録等 の非公開と閲覧」 など、養子の利益や プライバ シーの保護、養

親の要望への配慮に基づ くものであった。斡旋仲介機関な どには言及せず、また縁組は家

庭裁判所 の許可を必要とするものの、依然 として届出によって成立す るものであった。中

川は自身の私案 と59年 の特別養子構想について、「私の 『私案』 も基本的には、 この留

保事項の骨子 を踏襲するものであ り、そのため 『特別養子法(実 子特例法〉』として発表

した。ただ この私案では、予想 され る諸問題 を想定 して、私な りにいささか周到 に用意 し

ただ けである」(中 川1986b:179)と 述べている。

菊田もまた、 自身の考案 した実子特例法は特別養子制度に関す る中川の私案 を踏襲 し

ているとしたが、なおいくつかの相違点を指摘 した(菊 田1979)。 まず、中川私案が親族

等 による養子縁組 も特別養子 の適用をうけるとするのに対 し、菊田の実施特例法では 「親

が親権 を放棄 した、捨て子や孤児にのみ適用すべき」としていた。そのため、実子特例法

で は実親子関係の断絶だけでな く、養親 と養子を引き合わせる仲介機関の設置が基本であ

った。また実母 による出生届出前の子 どもの養子縁組を認めるために、実母 の名が載った

出生証明書の保管 と養親 による出生届出が提案された。以下が、中川私案を補 うかたちで

作成された菊田私案である。

実子特例法(菊 田私案)

養子仲介機関の設置

(1)各 都道府県所在地 に各都道府県立の養子仲介機関を設置す る。

(2)養 子仲介機関は次のような業務 を行 う。イ.養 親の申し込み受理、養親の

審査。 ロ.実 親 からの事情聴取、及び記録作成、特別養子(捨 子)の 受容、

乳児院への委託、家裁への養子縁組申請、家裁許可後養親へ子供 を収養せ し

める。ハ.縁 組後の養子の監護。

実親子間の断絶か ら養子縁組 まで

(1)親 権の放棄を望む実親は養子仲介機関に直接、または医師、弁護士を仲介

として親権 を放棄することを申し出る。

(2)養 子仲介機 関は実親の事情を詳細 に聴取 し、できるだけ育てるように説得

す るが実親の決心が固いか、または実親の親権放棄 を認めることが子供の利

益 になる と判断 した場合は意思確認のため、署名捺印をさせて、親権放棄の

許可を家裁 に申請する。実親よ りの親権放棄 の撤 回は、 申請後2週 間に限っ

て認め られ る。
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(3)実 親の遺伝的情報はできるだけ詳細に記録 され、保管される。 しか し、実

親が これを拒む場合はそ の限 りではない。

(4)実 親が親権 を養子仲介機 関に申請 した場合、子供は速やかに県の乳児院に

収容され、養親予定者が収養するまで乳児院の監護を受けるものとする。

(5)被 親権放棄児はできるだけ、速やかに養親予定者 に収養され家庭の監護 を

受けなければな らな い。

(6)養 子仲介機関は子供が養親 の家庭において、不当に遇されることな く、児

童福祉法の定めるところに合致する状況にあることを確認 した場合、速やか

に養子縁組許可 申請を家庭裁判所 に提出す るものとする。

(7)養 子仲介機関は特別養子が不利益な事情 にあると認め られた ときは、縁組

の廃棄を家庭裁判所に申 し立てなけれ ばな らない。

(8)養 子仲介機関は少な くとも年2回 、ケースワーカーを派遣 し特別養子の家

庭内の状況を監察 しなければな らない。

(9)養 子になる以前に存在 した原因か ら精神的障害があり、養親が縁組す る以

前に気がつかなかった場合、縁組許可の5年 以内な ら、縁組判決の無効 を認

めるよう家庭裁判所に申請す ることができる。家庭裁判所 も縁組判決無効 の

命令 を出す ことができる。

出生証明書、出生届 の記載方法

養子仲介機関は親権放棄を求める実親の申し出 を受理 し、 これを家庭裁判所

へ 申請する。親権放棄が許可 された場合、入籍後の子供については、従来の戸

籍は抹消され、実親の親権放棄が許可されたむねが記載 される。

養子縁組が許可 された場合、以前の出生証明書、出生届は家裁内の金庫内に

封印され、新 しい出生証明書欄は空欄のまま、家裁 の"特 別養子許可"の 印が

捺 され、出生届には出生 日時、場所のみ、旧記録が転記され、父母の欄は養親

の名が記入される。

入籍前の子供 につ いては、医師は事実に基づ いて出生証明書を書き、出生届

の欄は空欄のまま家裁 に提出され るが、 この書類は他の調書とともに家裁の金

庫 に封印 して保管 される。戸籍係 に届 け出る書類は出生証明書欄は家裁の"特

別養子許可"の 印が押 されるだけで空欄とし、出生届出欄 には、養子の出生の

日時、場所が記載 され、父母の欄 には養親の名が記載され ることになる。 この

方法によれば、医師側か ら出生証 明書の不実記載の理由で反対される理由がな

くなる。

(菊田1979:276-8)

菊田の私案は、全国規模の養子斡旋の専門機関の設置を前提し、自身の経験から斡旋
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の手続きについてできるだけ詳細 に規定 した。またそれまでの法学者が発想 しなか った、

実親の戸籍上のプライバ シー保護 について、その具体的方法を提案 した。これは特別養子

の構想 にはなかった視点を含む、胎児の生命 と実母 の将来を保証するための新 しい養子制

度であった。

選一2法 学者 と菊 田の相違

中川 と菊田の精 力的な活動、そ してそれを支える世論 と市民運動の高まりにについて、

中川は 「この動きが、宗派や政党派を超え、また政治的社会的イデオロギーを超 えて純粋

に ヒューマニズム と子の福祉 の立場か ら手をつなぎは じめていることは、他にあまり例が

ないようで壮観でさえある」(中 川1974:14)と 述べている。 しか しその一方で、戸籍の

実子記載は血縁優先主義だ という批判や戸籍 の信頼性を損なうことを理由に、法務省に消

極的姿勢 と一部の法学者や実務家に特別養子反対論がみ られた。法務省の対応 につ いては、

「戸籍 に虚偽の記載 を許す ことで戸籍制度全体 の信用を崩す とし 『実子特例法』制定には

きわめて否定的である。諸外国には こうした制度があるとの主張については 「日本のよう

に完備 した戸籍 のない国とは比較できない」とこれ を退け、さらに 「①近親婚の危険性が

増す②福祉面の救済 と法制問題は別個に考えるべき」とする見解 を示 したと報 じられてい

る(『 日本経済新聞』1973.12.31>。 また、実際に法務省の職員や一部の議員は、新 しい養

子制度について言及する際、「実子特例法」という名称 に強い抵抗を示 して 「養子特例法」

と呼称する こともあったという(衆 議院法務委員会1974年10月18日)。

実務家や法学者の反対 ・消極論では、山畠正男 は 「問題の根本 は諸外国にはないわが

国の戸籍制度 にあるので、現 状の制度のままでは実子特例法 の実現はとうてい不可能であ

ろ う」(山 畠1974:379)と 述べている。泉久雄は、実親と断絶 させ る必要性は痛感 しな

が らも、戸籍上実子 として取 り扱 うことに消極的であるとの見解を示 し、その根拠 は 「養

子制度が人為的に親子関係 を擬制するものである以上、戸籍上の記載をもって信実 をおお

いかくすことができそ うもな いということの他に……それ を妥当 とする社会的背景(す な

わち、戦争孤児にみ られるよ うな実親の不明な子の多量 の出現)が 熟 していないと考える」

(泉1976:101)と 説明 して いる。野田愛子は、実子特例法および特別養子 の立法論は、

血縁優先主義 の意識 に対する安易な妥協であ り、近代養子制度の理念に著 しく背離す ると

して 「絶対に反対」(野 田1974:51)だ と論 じた。

法学者のなかには、成立過程を通 して、実子特例法 と特別養子法を別の性質のものと

扱って前者 にまったく言及 しない、あるいは菊田事件の特別養子論への影響を肯定的に評

価 しないもの も少なくなかった(佐 藤1987な ど)。 菊田の 「違法行為」の告白は、多 く

の市民やメディアを刺激したが、法律の遵守を重視す る立場か らは軽視 され、疎ん じられ

た と考 えられる。1959年 以来の戸籍制度の信頼性をめ ぐる議論と菊田事件の胎児や乳児

の生命 をめぐる議論には大きな隔た りがあった。
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確かに、特別養子制度 と実子特例法の違いは明確であった。1959年 の特別養子の構想

に際 してi現 場か ら新制度の必要性 を訴えたのは行政の戸籍担当者だったが、1973年 以

降の実子特例法への現場か らの要請は菊 田という産婦人科医を通 じてなされ た。前者は養

親の要望 に応える制度 を望み、後者は思わぬ妊娠をした女性への支援 と、中絶や遺棄など

の危険にさらされた胎児や新生児を保護する制度を求めて いたのである。

やがて中川私案が 自身の実子特例法 と微妙 に異なっていることを自覚するようになっ

た菊 田は 「特別養子批判」 として、「中川高男教授は養親の"実 子意識"を 重視したため

か、養親が求めるな らば、た とえば"親 族養子"に も適用 しよ うと考え られたようである。

……特別養子制度が親族養子を主眼においたと想像されるのは、公的な養子仲介機関の必

要性がほとんど論 じられなかった点か らもうかがわれ ることである」(菊 田1978:137)

と分析 して いる。そ して、1959年 以来の法学者 らの議論全体にも違和感 を覚えは じめた

菊田は、法学者のいう「藁の上か らの養子」と自身の実子斡旋について次のよ うに述べた。

実子 あっせんは日本では藩政時代か ら大いに行われてきた こととされる。しか し、

識者はこれを"貰 い手"側 の 「藁の上か ら育てた子は実子 同然」 という"実 子願望"

に焦点をあて、実はその背後に実親の切実な"捨 子願望"が あった ことを見落 として

いたように思われる。すなわち、養親か らみれば"実 子縁組"で あるが、実親か らみ

れば"捨 子養子"で あったのである。 日本では、昔か ら血縁信仰があ り、"腹 をいた

めた母"が 子を捨てたいな どとは"も っての外"と いう原則を固執 してきた。追いつ

められた母子を積極的に救済するよ りも、そのよ うな身勝手な母 をもっと懲 らしめな

ければという意識が強かったのであろう(菊 田1978:138)。

菊田は周囲の法学者 と自己の問題意識の相違を分析 していくことで、菊田医師事件や

実子特例法 の本質が正 しく理解され るよう訴えた。 こうしてそれまで見落とされていた

「藁の上か らの養子」における実親の願望が、菊田の活動によって にわかに浮上したのだ

が、多くの法学者や他の専門家は菊田の提唱 した実母のプライバシー保護に賛同しなかっ

た。たとえば 医師の高世幸弘は、実母 のプライバシー保護について 「国家が戸籍で出産

して いな いと保証 して将来 の善良な夫をだます手伝 いをす ることになる」と強 く反対 した

(『朝 日新 聞』1985.12.3)。 そ して、この戸籍制度の公証としての信頼性 こそ、1959年

構想以来法学者の議論で もっとも重視されてきた ものであ り、実母 の戸籍上の特別措置 も

養親子のそれと同様に批判 の対象 となった。

女性の身体の経歴を戸籍 によって保証、公示することには、1973年 の松山栄吉医師の

発言に表れていた 「子 どもは産んだ母親が育てるべきであ り、育て られない子 どもを産む

べきではない」(中 川ほか1973:17)と いう規範 とは別の次元の問題がある。 この点に

関 して、菊田を擁護 した中川でさえ、実母のプライバシー保護の妥当性については菊田と
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立場を同 じくしたものの、「いかなる場合にも、法律上は 『入籍前の実親子間の断絶 』は

許され るべきではないとおもう」とし、実母による出生届出前の養子縁組については最後

まで容認 しなかった。その根拠 は、 「子を育て ることは、人間 として当然の義務であ り、

またそれが社会に対する義務や権利でもあるか ら」 というものにくわえて、「子を産んだ

という厳粛な事実 は人間として否定されるべきではないか ら」(中 川1986a:20-1)女 性

の戸籍 に出産 の事実を記載す るというものであった30。

産んだ子 どもを手放す女性、そ して出産の事実 を公証させない女性に対す る非難の感

情は、特別養子制度の設計者たちにも通底 して いた と考え られる。それゆえに、特別養子

を論 じた法学者の間では、実母 の戸籍 に子が入籍する前の養子縁組は発想されなかった し、

容認 もされなかった。この時点における特別養子論 も、あくまで戸籍制度における虚偽の

届出や事実の不記載を問題視 した議論であ り、結局のところ、思わぬ妊娠をした女性の窮

状 と胎児や新 生児の生命 を課題 とした制度ではなかった。菊田医師事件を境 に日本の養子

制度は女性福祉や生命倫理 と出会 ったのだが、こののち特別養子 制度成立す るまでの過程

において、立法者 らがそれ らの問題 とどのように向き合っていくのかが試された。

2.法 制審議会の再開

2-1外 国養子法の研究

子捨て ・子殺 し事件の社会問題化 と菊田による虚偽の出生証明書の告白というセ ンセ

ー ションによって、新 しい養子制度の要請は法務省や法学者が無視できないものとなって

いった。菊田は子捨て ・子殺 しの問題 につなげて実子特例法を提唱 し、また同法は親子心

中や児童虐待殺 を防止 し、中絶 を減少 しうる とも説 いていった(菊 田1978,1985)。 しか

し、法学者の間で再燃 した特別養子論 にお いても、やは り養子 を実子 として戸籍 に記載に

することの難 しさが、特別養子制度の もっ とも重要な論点 として挙げられた(島 津ほか

1973:35-6)。 この1959年 以来の伝統的な法学 の議論 と菊田による新たな提案 の問で、特

別養子構想は第二の転機を迎える。そ の背景にあったのは、外国法に関する研究成果の蓄

積であった。

中川淳(1973)が 養子縁組 と里親制度を関係づけて論じていたのは、菊田医師事件が

起こる以前の ことであった。その後、子捨て ・子殺 し事件への注 目は、親子心 中事件や児

童虐待問題へ とその視野を広げ、子 どもの権利や利益へ の関心が法学者のあいだで高まっ

た。養子法の改正に向けて、外国法における 「子のための養子」とそれをめ ぐる社会状況

に関す る研究 もさかんにな され、児童福祉と養子制度の関係が さらに強調されていく(中

川(淳)ほ か1984;山 畠ほか1984;前 田1985;南 方1976,1978な ど)。加藤一郎は、

法制審議会の民法部会身分法委員会の委員長(当 時)を 務めてお り、その立法作業の資料

とすべ く外国養子法の実情調査を行った(加 藤1983)。 イギ リスの調査を担当 した三木妙
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子は同国の養子縁組の実態について、孤児や婚外子救済 という時代的要請と1926年 の養

子法の特徴か ら浮かび上がる同国の養子縁組のイ メージを払拭 しなけれ ばな らないとい

う驚きとともにi現 在の傾向 として事実婚への理解や シングルマザーへの社会保障の充実、

継親子による養子縁組の増加などを指摘 している。そ してそれ らに加えて、里親家庭や施

設にいる養子候補者 に関心が向けられてお り、こうした社会的背景の もとでイギ リスでは

1975年 に養子法改正があらたに行われたことを報告 している(三 木1983)。

1980年 代の欧米諸国の養子縁組では、婚外子や孤児のみな らず保護を必要とするすべ

ての子 どもにたい して家庭養育が推奨 され、さらに里親家庭よ り安定 した養育環境 として

養子縁組の試みがすすめられていた。これ らの国では、裁判所は遺棄や継続的虐待そ して

一定の義務違反が継続する場合には両親の同意を免除 して養子縁組を成立できるな ど、保

護者のない子どもや保護者に監護 させることが適 切でない子 どもを対象 とした児童福祉

的養子制度 として充実 されて いた。一方、施設養護 に偏重 した児童福祉政策をとる 日本 に

おいても、里親による養子縁組が年間400件 程度行われていた。 しか し、それ には実親

子関係が継続する従来の養子縁組が適用されて いた。かつて1960年 代の 日本で も、児童

福祉の分野で家庭養護寮促進協会の理事長(当 時)で あった岡村重夫が、日本の養子慣行

に関 して 「実親の保護を失った児童にたい して恒久的な、安定 した家族関係をあたえるこ

とのできる、す ぐれた児童福祉制度 として、われわれは養子縁組 を高く評価す るのである

が、これ らの期待 にも拘 らず、養子縁組が 『児童の福祉』以外の実用的 目的な いし親の利

己的意図を基準 にして評価せ られ る社会的傾向を生み出 している」(岡村1964:63)と 述

べ、諸外国の養子法における未成年の養子縁組に注 目していた。法学者は1980年 代に入

って こうした児童養護 問題にかかわる児童福祉の視点を採用するよ うにな る。

米倉明はボス トンに留学 した際、米国の 「養子協会」 について詳細な調査 を行った。

当時マサチ ューセ ッツ州にはライセンスを受けた約40の 養子協会があった。いくつかの

協会を訪れて聞き取 り調査を行った米倉は、米国における養子縁組の実態 と課題について

以下のよ うに報告 している。

今 日、アメリカ全土で10万 名を超 える子 どもが養子の行き先を待っているが、そ

のうちの多 くは収養困難児で あり、さ らにその多数は程度はいろいろで も情緒障害 を

有 しているといわれる。なお念のためにいうと、た とえ心身ともに健康で も、年長児

(そのなか には里親をあち こち転々 して、安定 した家庭生活を知 らない者もある)は

これまた収養 困難児であ り、これ らの収養困難児にいかにして親 を見出すかとい う問

題 こそ、今 日の養子問題のハー ドコアなのである。

他方 において、幼児および学齢期の子 ども(そ のうちで もとりわけ、healthywhite

NorthAmericaninfants)に は養親志望者が殺到 してお り(彼 らはwaitし ている子

どもではな いわ けである)、 ……これ らの子 どもについては養親開発 を試みる必要は
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な い(米 倉1982:102)。

実親 による養育が難 しい子 どもには施設や里親な どの社会的養護よ りも養子縁組が望

ま しいという方針 は、1980年 代の米国では児童福祉の実践の前提 となってお り、のちの

1996年 クリン トン大統領(当 時)の 養子縁組倍増演説 と、1997年 「養子縁組及び安全家

庭法(AdoptionandSafeFamilyAct)」 を生み出す下地をつ くっていた。欧米では、養

子縁組にとっての緊急課題は、新生児や胎児の 「生命」では もはやな く、適切な家庭を持

たない子 どもの 「養育」となって いた。日本ではそれ まで特別養子は養親 の要望 と養子 の

利益のための制度であり、実子特例法は実母の窮状 と子 どもの生命にかかわる制度であっ

たが、ここにきて米倉は 「特別養子」を家庭 に恵 まれない子 どもための児童福祉制度 とし

て理解 した。米倉 は菊田医師事件 にっいて 「菊田式養子 あっせんが現行法上は違法な こと

が明 らかではあるが、それをただ指摘 しているだけでは解決とはな らず、進んで諸外国の

立法例を参酌 しつつ、立法 を企てる必要がある。菊田氏の運動が どうであれ、それ とは別

個 に検 討する必要があり、 またそ うすべき時期にきている」(米 倉1982:175)と 言及 し

た。米倉 は菊田の活動とは一線を画 しつつ、しか し米国での調査か ら養子縁組の仲介機関

の創設に関す る必要性 を明言す るなど、それ までの特別養子法推進論者のなかでは際立 っ

ていた。

2-2要 保護児童の家庭養育

こうして、1973年 の菊田事件 によって新 しい養子制度の必要性が再認され、1959年

以来の特別養子論がその議論の場 とな り、そ して1980年 代 に入 って諸外国の児童福祉 的

養子制度の現状が法学者に共通 の知識 となった。米倉 は担保法を主な専門領域 とする民法

学者であったが、特別養子制度の立法化が いよいよ現実的になった1984年 に、前年に発

足 していた 「養子 と里親を考える会」で 「特別養子制度について」 という講演を行 った。

この講演では、特別養子制度のメリッ トとデ メリッ トに言及 し、賛否 については賛成

に傾いていると述べるにとどまった。米倉は、特別養子制度の創設 にほぼ30年 もかかっ

た ことの一因は、創設推進論者が俗論 を含む反対論 の論拠一つ一つ に攻撃を加 えなかった

ことにあると推測 した。そ して1984年 以降、反対論への丹念な反駁を試みる特別養子 制

度推進論を積極的に展開して いき、特別養子構想の法理論にお いて指導的役割 を担 うまで

になった。

米倉は、「養育という原点 に立 って考えることの必要性」 を説いて、特別養子制度の 目

的 として 「子 どもの福祉」 を強調 した。

この制度の目的は、家庭に恵 まれない子 に対 して家庭を提供 し、そのことを通 じ

て、その子の養育一一成長 を促進、保障するところにある。この制度(里 親制度 も同
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じ)の 原点はここにある。そ うだ とす るな ら、この制度の導入 に対する批判にして も

この制度の目的との関連性においてなされなければな らない。(米 倉1986c:163)

米倉によって、特別養子 における実親子関係の断絶や離縁の制限は、すべて養親子関

係の心理的安定の確保 という観点から力説された。また、米倉 は契約型の縁組では家庭裁

判所の裁判官の介入が実質的難 しいことか ら、家庭裁判所がより積極 的に関与 して子ども

の福祉を優先できるように、届出ではな く家事審判によって成立する審判型の縁組を考え

た。

米倉はこのような議論 を展開するにあたって、実際の養親や里親経験者、養子斡旋の

実務家に聞き取 りを行 っていた。中川 らが集った研究会 「養子 と里親を考える会」(代表:

米倉)を は じめ、「家庭養護促進協会」等 の合法的な養子斡 旋を行っていた福祉法人、「赤

ちゃん縁組無料相談」(愛 知県産婦人科医会)で 、研究者や実務家か ら教示を得ていた。

米倉は養子斡旋の現状 に関 して、「養子あっせん、真実告知の指導な どにたず さわる専門

機関はな く、厚生省管轄下の児童相談所、およびそれを助 ける1,2の 民間団体が乏 しい

人員 と予算の範囲内で、その限りでは最大限の努力を払っている。しか し、それには どう

しても限界がある」(米 倉1984:55)と 述べている。そ して、実親の同意や試験養育機

関、心理的ケアな どのケースワー クについては、現在の家裁の調査官だ けでは不十分だと

して、当然に専門の養子斡旋機関が必要になって くると説明 し、「専門機関 と家裁の連動

こそ制度の要」(米 倉1985:35)で あると強調 している。

ここにきてようや く特別養子制度は、戸籍や相続問題な どの民法的な性格を越えて、

要保護児童の養育環境の改善をその課題とし、里親制度 と並列に語 られ る児童福祉制度と

して一般に位置づ けられ るようになった。米倉が掲げる特別養子制度の特徴は7点 にま

とめ られている。

(1>目 的e子 どもの 「養育」(た とえば、養親に、養育 という観点か らの年齢制

限を課する)

(2)審 判型(実 親の同意を含めた縁組 当事者の意思を前提 とし、そのうえで家裁

が、子 どもの福祉に積極的に貢献すると判断 した場合 に限って、縁組成立の審判をす

る。家裁の関与の仕方が現行制度のものよ りも深 くなる)

(3>断 絶型(実 親 と養子は法律上親子でな くなる。具体的には扶養、相続の関係

が消滅する。ただ し、近親婚の禁止は適用され る)

(4)戸 籍上の特別措置(実 親は戸籍上表示されない。戸籍上、養親子 は実親子 と

して表示される)

(5)離 縁な し(子 どもの未成年中か成年後かを問わない。ただ、転籍 によ り事実

上、離縁 を認める ことは考えられる)
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(6)専 門機関の必置

(7)対 象=現 行制度 と同 じ、未成年者全体

(米倉1985:30)

中川私案と比 して米倉のモデルの新 しかった点は、 目的の明記、養親の年齢制限、審

判型の縁組、そ して専門機関の必置であった。しか し、菊田が提案 した実母のプライバシ

ー保護措置は、米倉にとって必須 とはみなされなかった。

米倉は 「特別養子制度の採否 をめ ぐるハイライ ト」 として、戸籍上の特別措置につ い

て も言及 した。養親子の戸籍 を実親子 同様の記載 にすることに関 しては 「断絶 ・無離縁 と

あいまって、戸籍上の特別措置を採 ることが養親子関係の心理的安定 を高め、養子の健全

な成長確保に資する」(米 倉1986a:64)と して、その必要性を認めて二重帳簿方式 を提

案 して いる。しか し、未婚母の出産事実を戸籍 に記載するかとい う問題 に関しては否定的

であった。その根拠 は、公証制度 としての戸籍の性質か ら特別養子では既存の戸籍の記載

の仕方 に最小限の譲歩を迫るべきであること、実親子関係の断絶のみでも未婚母が 自活の

道をはるかに歩みやす くなるはずであること、そ して戸籍上記載されて都合が悪い事柄は

他 にも多数あることか ら公正 さを図るべきであるということであった(米 倉1985)。 その

上で、米倉は実母の戸籍特別措置の可能性につ いて次のように述べ、ここに米倉の理論の

性格がもっともよ く顕 われて いる。

この問題 にアプローチす るにあたっては、子 どもの福祉 という観点が前面 に出さ

れなければな らない。そ してその観点か ら養親子 関係の戸籍表示 について特別措置 を

講ずるというのな ら、養親以外の ものが戸籍上母と して記載 され ることは排除されな

ければ平灰が合わない。私 としては二重帳簿方式の採用が模索され るべ きだと思 う。

念 のためにいうと、未婚 の母やその家族の社会的体面を保持する都合か ら、このよう

に主張 しているのではなく、こどもの福祉 という観点を推及 して くると、このよ うな

主張 になる というのである。

しか しわが国の現段階の人々の意識(特 に非婚 アレルギー)に かんがみ るとき、

た とえ二重帳簿方式によるにせよ(し たがってオ リジナルに記載されているにせよ)、

未婚の母の戸籍上、出産の事実を隠すことに対 してはおそ らく反対が強 く、一朝一夕

で改まるよ うな気配はない。従 って、当面は養親子関係の戸籍二表示について特別措置

を講ずるにとどめるという妥協策 も十分考 えられ る(米 倉1986a:65)。

米倉は、未婚母による嬰児殺 と戸籍制度の因果関係 に懐疑 的であ り、菊田の主張を鵜

呑みにしなかった。未婚母 の問題 については十分検討の余地が あるとしなが らも、 「そ の

救済策を戸籍に求め られても、にわかには応 じがた いというだけである。今や、未婚の母
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の保護を総合的に検討する必要があり、その際には戸籍上の処遇はこれでよいか、戸籍上

の処遇をめ ぐって男女の不平等は存 しな い、と言い切れ るか等々、本格 的に検討す る必要

がある」(米 倉1985:18)と 慎重な立場 をとっている。

このように児童養護問題 という児童福祉の視点の導入が米倉 によって徹底された こと

によ り、菊 田が提起 した望 まない妊娠や 中絶をめ ぐる倫理的な問題が見えにくくな り、制

度設計が容易 になって立法化が加速 した と考え られ る。さらに米倉の登場 によって、子 ど

もの健全な成長には養親子の心理的安定が重要だ という観点か ら、1959年 の法制審議会

の構想内容 の合理性が再認 されることにな りその正統性が強化 されていった。

2-3中 間試案の発表

そ もそ も「藁の上か らの養子」の慣行における虚偽の出生届をめぐる問題か ら出発 した

1959年 の特別養子構想であったが、1980年 代 には里親制度と同列に論 じられる要保護児

童のための児童福祉制度へ とその目的が変化 していた。法務省民事局参事官(当 時)の 細

川清は1985年8月 の講演で、特別養子制度の意義 につ いて 「根本的な疑問 としては、現

在の社会状態、例えば、里子か ら養子 になる者が年間400人 しかいないことなどを考え

てみても、現行の養子制度で特別の不都合はない、だか らそもそもこういった特別養子制

度が必要なのか、 どうかという消極論 ももちろんあるわ けであります」(細 川1986:12)

と述べている。

法制審議会民法部会では身分法小委員会 において、1982年9月 以来、養子制度の全般

的な見直 しのための検討作業を行 って いた。そ して審議の結果、養子制度に関する基本的

な問題点のいくつかにつ いて一応の結論ないし方向が示される段階になった として、法務

省民事局参事官室が 「養子制度の改正 に関する中間試案」を作成 し、1985年10月 に公

表 した。以下がそ の冒頭である。

「養子制度の改正に関す る中間試案」

第1特 別養子制度の新設 につ いて

1特 別養子制度の概要

未成年者養子縁組の特別類型 として次のような概要の特別養子(仮 称)制 度を

設けるもの とする。

(イ)特 別養子縁組は未成年者のうち低年齢の者 につき、その者の利益のため特

に必要があると認め られる場合 に限 り、成立させることができるものとする。

(ロ)特 別養子縁組は、養親 となる者 の申立てに基き、家庭裁判所が、相当期間

の試験養育を経て、審判によ り成立させるものとする。

(ハ)特 別養子縁組の成立により、特別養子は、養親の嫡出子たる身分 を取得す

るが、父母およびその親族 との法律関係は、婚姻障害を除き、消滅す るもの
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とする。

(二〉特別養子縁組 においては、離縁を認めな いが、家庭裁判所は、特別 の事由

がある場合、特別養子縁組の廃止 の審判をす ることができるものとす る。

(ホ)特 別養子の戸籍 につ いては、特別養子縁組の効果を表す記載方法 を考慮す

るものとす る。

(法務省 民事局参事官室1985:14)

中間試案の内容は、従来の実親子関係の断絶 と離縁の制限にくわえて、「審判型」 「試

験養育」が提案 された。そ して、特別養子の戸籍記載に関しては実親子の戸籍 とほぼ同様

であるが 「養子縁組 の効果を表す記載方法」が採用され、実親の戸籍に関 しては 「特別 の

扱いをしないとす る」方向が とられた。専門斡旋機関の設置はなされず、特別養子制度は

現行 の里親制度を踏襲する手続 きで足 りるとして、児童相談所における養子斡旋手続きが

要件 として前置されるにとどまった(法 務省民事局参事官室1985)。 中間試案 は、1959

年構想 と米倉 の提案の保守的な折衷案であった。

この中間試案 は関係各界の意見を聴 くための試案であ り、法務省民事局参事官室は、

法曹界、各大学等の333の 関係団体 に意見を照会 し、1986年5月 まで に38団 体等の意

見が受理された。各裁判所の意見 を最高裁判所総局民事局および家庭局が とりまとめた意

見や、日本弁護士連合会、各大学の学部や研究会 あるいは教員や有志、各県戸籍事務協議

会、全国児童相談所長会、財団法人全国里親会な どか ら意見提出がなされた。民事局付検

事(当 時)土 屋文昭(1986)の まとめた各界意見 の概要 によれば、中間試案に対す る賛

成意見が大多数であったが、少数の反対意見 もあった。反対論の批判の第一は、制度新設

の必要性が乏 しいとするものであった。すなわち、出生児数の減少および非嫡出子出生数

の減少、里親委託児童の減少および里親 と里子 との養子縁組数の寡少等の実情 に照 らし、

これ らの 「極 めて少ないニーズ」に対 して特別養子制度 を創設す るまでの必要性が あると

はいいがたく、現行養子制度の見直 しで十分 目的を達 しえるという意見 、そ して制度新設

によっても非合法の妊娠中絶、事実上の養子は阻止す ることができないので、あえて特別

養子制度を創設す る必要はないとする意見が学界か ら出された。また、裁判所か らの意見

には、ごく一部であるが、国民感情が受 け入れに熟 してお らず、立法は時期尚早であるか

ら、現時点においては制度新設の必要性はないとす る意見がみ られた。第二の反対論は、

学界および一部法曹界か らの意見 にみ られた もので、特別養子制度 による実親子関係の消

滅は子の利益 に反するため、妥当ではないというものであった。子の意思の重要性や、実

親 に対する扶養、相続および認知請求 に関する権利の消滅の問題性を指摘す るものであっ

た。そのほか、実親の利益 に着眼 した反対論や、手続きに関す る法理論上の疑問な どが呈

された。中間試案 で養子 と実親の戸籍 に縁組の記録が残 される方針が示 されていたので、

これ らの意見 においては戸籍制度の信頼性に関する議論はな されなかった。
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多 くの民法学者が中間試案 に関する論文を発表 し、各自の見解 を示 した。法制審議会

の小委員会 における審議 に関与 した中川高男は「特別養子制度の新設は長年の立法課題で

あ り、諸外国の完全養子の潮流に少々遅れたが、ここにきてよ うや く試案が公表され るに

至 ったことはよろ こびに堪えないところである。ぜひ実施に移 して もらいたいとおもう」

と歓迎 した。自身の私案 との相違に関 しては、中問試案で特別養子の戸籍 に縁組の効果を

示す記載が考慮されていることについて、戸籍の役割や子の出自を知る権利に鑑みて 「こ

れ もひとつの英断 として評価すべきであろうか、とお もう」との所感を示 しつつ、実親の

戸籍の特別扱いを含めた戸籍上の 「特別養子の 『よ り完全な』嫡出子化のために、一段の

苦心 と工夫 を必要 とするところである」(中川1986a:19)と して検 討の余地を示唆した 。

そのほか、中間試案で残された問題 としては、実親の同意 の方法や時期 、同意の撤 回を指

摘 して いる。

湯沢雍彦(1986)は 、 「これでは 『特別養子 』とはいえな い 『中間養子 』」だとして中

川よ りも批判的な姿勢で論 じた。すなわち、制度新設の目的につ いて 「a藁 の上の養子

慣行を公認する。b養 子であることの秘密を守る。c実 親との関係 を断絶す る。d現 行

制度の不適 当部分を是正す る」(湯 沢1986:23)と いう4つ の考え られる目的のなかで、

b・cを 含めてaに 徹 すべきであった との見解 を示 し、中間試案の最大の問題 として、戸

籍記載の方法を取 り上げて養親子 と実親の両方について、養子年齢を2歳 以下 に定めた

上で二重帳簿制を提案 した。

こうした 中間試案 に対する数々の反応が示 されたなかで、菊田の新制度の方向性にた

いする危機感はひ ときわ高まっていた。菊田は 「出産 ・養子縁組のプライバ シー保護は特

別養子の必須条件」 と唱え、「この措置なくして特別養子が、それ を必要 とする母と子 に

活用されるには限界があ りすぎるのではないか」(菊 田1986:24・7)と 訴えた。戸籍上の

特別措置が養子の戸籍のみでなく、さ らに実親の戸籍においても 「入籍前の実親子間の断

絶」を認め られるな らば、世間には知 られたくな い事情ゆえに子 を殺害あるいは遺棄 しよ

うとする実親にも安心 して縁組を選ぶ機会を与える ことができると改めて主張 した。さら

に、試案 についての参事室の説明で、縁組の申立てをする場合は児童相談所 にお ける縁組

手続きを経るものとするとされた ことに関して、特別養子縁組が円滑に運用 され るために

は専門の養子仲介機 関の設置、充実が必要であると強調 した。菊田はその理 由としてiこ

の当時で も養子縁組の斡旋は児童相談所の職務の一つであったが、多 くはその機能を果た

してないという現状 と福祉機関の職員が血縁主義 を払拭できていないという障害を指摘

して いる。菊田は、特別養子制度を創設 して も、専門斡旋機関な くしては 「宝の持ち ぐさ

れ」 にな ると強い懸念を示 した。

米倉は、中間試案で実母の戸籍の特別措置が採用されなかった理 由について 「私のみ

るところ未婚 の母 に対する非難、非婚 アレルギー というものは大変大きいのであって、こ

の事実を無視 して、右のような特別措置 をとろうとすれば、特別養子制度そのものに対す
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る反対が現在ある以上に頭 をもたげ、結局、この制度は葬 りさ られて しまう危険がきわめ

て大きい」 と指摘 し、「未婚 の母の戸籍上の特別措置につ いて は、 しばらく後 日に譲 るの

が適当ではないか」と意見 を述べている。さらに米倉はこの選択 について 「未婚の母 の都

合 とか、その福祉よ りは、まず もって子 どもの福祉の実現をめざす特別養子制度 としては、

養親子の戸籍 につ いて特別措置が とられるな らば、ミニマムの点には到達 したというべき

だ」(米 倉1986b:57・8)と 評価 している。

こうして1959年 の特別養子構想か ら出発 し、米倉 の提案 に大きな導きを得て、中間試

案まで出され るにいたった。しか し、法制審議会が ここまでくるには菊田医師事件 と実施

特例法を支援 した市民運動の力が確かにあった。この中間試案が出 されてか ら1987年 に

特別養子制度は成立するまで長 くかか らなかったが、 この30年 余 り続いた議論の末に、

「特別養子」はどのよ うに立法化 されたのだろ うか。

3.特 別養子制度の成立

3-1特 別養子制度

実親の戸籍 に関する問題への関心が十分に高 まりき らない一方 で、1984年 以降の米倉

による新制度の目的設定により、1959年 の特別養子構想 はその正統性が強化 された。外

国法研究か ら特別養子へ付与された児童養護という理念 と、特別養子 によって違法な届出

を抑制す るという制度設計の基礎に残る意図、そ して実子特例法が示 していた母子救済 の

要請、 この3つ の次元が錯綜するなかで1987年 に 「特別養子制度」は成立 した。

法務省民事局参事官(当 時)の 細川清は、同制度の目的について 「特別養子制度は、

もっぱら養子 となる子の利益 を図るための制度である。家庭 に恵 まれない子に温かい家庭

を与えて、その健全な育成を図る ことが、特別養子の 目的である」(細 川1988a:34)と

説明 した。新設の理 由に関 しては、「子の福祉 の徹底」が以下のように説明された。

児童の健やかな育成 のためには、児童が現実 に養育 されて いる家庭において、法

律上 も事実上も確 固たる地位 を保障されている ことが不可欠である。特別養子制度は、

実父母 との法律上の親子関係 の終 了、離縁の原則禁止、戸籍上の特別の措置によって、

養親子関係に実親子関係 に比肩 しうるような強固で安定 した法的枠組を与えること

ができる。このような法的枠組の中で、養子は自己の家庭内の地位 に疑念を抱くこと

もな く、養親は後顧の憂な く養子の養育に専念する ことが可能 とな り、養親子の心理

的安定が確保 され る。またr右 のような特別 の配慮 によって、実方親族、第三者か ら

の養親子関係への干渉の可能性が大幅に減少する ことにな る。このように、養子制度

上、子の福祉の徹底をさせるために、と特別養子制度の創設が妥当と考え られた(細

f(1988a:40)o
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これ は米倉の目的設定をほぼそのまま引き受けた ものとなった。 これ について米倉は

「『子の福祉』の徹底=養 親子関係 の心理的安定の確保 こそ、制度創設 にあたって採用さ

れた観点であることが了解される」(米 倉1987:55)と して歓迎 して いる。

では、1959年 構想の虚偽の出生届の抑制 という目的意識は消滅 して しまったのかとい

うと、それ は新制度の創設のもう一つの理 由として挙げ られた社会的背景のなかで言及さ

れている。細川は、1950年 代 に問題視 された 「藁の上か らの養子」慣行 について、現在

でも 「医師 ・助産婦の協力が あれば、現在で も虚偽の届出は可能である」と指摘 し、特別

養子制度 との関係を説明 した。

いうまで もな く、右 のような届出によって親子関係が生ず ることはな い。事実上

の親、その親族は、いつでも親子関係を否定できるか ら、藁の上か らの養子の法律的

地位は極めて不安定な もの となる。また、戸籍上の虚偽の親子 関係の記載は、近親婚

の可能性を生じさせ、成年に達 した子が 自らの出自を知る ことを困難 とする。虚偽の

出生の届出は、刑法上の犯罪(刑157)で あるばか りでな く、子の福祉の見地か らも

極めて有害であ り、防止されねばならな い。

藁の上か らの養子 をす る動機には、様々な ものがあろう。近親者が非嫡出子 を出

産 した事実を隠すために行われる ことも少な くな いであろう。他方、子のない夫婦が

不幸な生い立 ちの他人の子を実子 同然に愛育 したいという場合 もあろう。後者のよう

な動機は、人間として 自然な感情の発露であって、適切な法的枠組を設ければ、子の

福祉 に有益な方向に誘導する ことができる。後者のような動機 による場合には、特別

養子縁組 は、十分当事者の願望に応える ことができるので、特別養子制度の創設によ

り、違法な藁の上か らの養子を減少させ、不遇な子の福祉を図る方策が拡大す ること

となる。右のような点からも、特別養子制度の創設が適 当と考え られた(細 川1988a:

41}0

これは50年 代の議論 と同様の視点、すなわち、 「藁の上か らの養子」慣行に関 して、

勘酌されるべきは養子 と養親の事情であ り、実親の事情ではないという判断である。

外国立法の動向に関 しては、「特別養子制度 と同趣 旨の制度は、19世 紀中葉に米国で

最初に導入された ものであるが、第一次、第二次の世界大戦 によ り激増 した戦災孤児を救

済するため広 く欧米各国で採用された」(細 川1988a:42)こ とと、1967年 に欧州評議

会で採択された児童 の養子縁組に関す るヨー ロッパ協定によって、現在の欧州各国では実

親子関係断絶 ・国家宣言型の養子縁組が未成年養子の原則的形態となっていることが紹介

された。特別養子制度の創設時にはこれ ら国々の経験が参考 となり、また今後は特別養子

によって渉外養子縁組の円滑化 も期待できると述べた。
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以上のよ うに細川は特別養子制度の 目的と背景を説明 したのだが、実際に明文化 され

た新制度は次のようなものだった(民 法 第4編 親族 第3章 親子 第4節 養子 第5

款特別養子(第817条 の2～11))。

第817条 の2家 庭裁判所は、次条か ら第八百十七条の七までに定める要件がある

ときは、養親となる者の請求 によ り、実方の血族 との親族関係が終 了す る縁組

(この款 において 「特別養子縁組」 という。)を 成立 させる ことができる。

前項 に規定する請求をするには、第七百九十四条又は第七百九十八条の許可 を得る

ことを要 しない。

第817条 の3養 親 となる者 は、配偶者のある者でなければな らない。

夫婦の～方は、他 の一方が養親 とな らないときは、養親 となることができない。た

だ し、夫婦の一方が他の一方の嫡出である子(特 別養子縁組以外の縁組による

養子を除 く。)の 養親となる場合は、 この限 りでない。

第817条 の4二 十五歳に達 しない者は、養親 となることができない。ただし、養

親 とな る夫婦の一方が二十五歳に達 して いな い場合において も、その者が二十

歳 に達 しているときは、この限 りでない。

第817条 の5第 八百十七条の二に規定す る請求の時に六歳 に達 している者 は、養

子 となる ことができない。ただ し、そ の者が八歳未満であつて六歳 に達する前

か ら引き続き養親 となる者 に監護 されている場合は、この限 りでな い。

第817条 の6特 別養子縁組の成立 には、養子 とな る者の父母の同意がなけれ ばな

らな い。ただ し、父母がそ の意思を表示す ることができな い場合又は父母 によ

る虐待、悪意の遺棄その他養子 となる者 の利益 を著 しく害する事由がある場合

は、 この限 りでな い。

第817条 の7特 別養子縁組は、父母 による養子 となる者 の監護が著 しく困難又は

不適当であることその他特別の事情がある場合にお いて、子の利益のため特に

必要があると認めるときに、 これを成立させ るものとす る。

第817条 の8特 別養子縁組 を成立させるには、養親 となる者が養子 となる者 を六

箇 月以上の期間監護 した状況を考 慮しな けれ ばな らない。

前項 の期間は、第八百十七条の二に規定する請求の時か ら起算す る。ただ し、その

請求前の監護の状況が明らかであるときは、 この限 りでな い。

第817条 の9養 子 と実方 の父母及びそ の血族 との親族関係 は、特別養子縁組によ

つて終 了す る。ただし、第八百十七条の三第二項ただ し書 に規定す る他の一方

及びその血族との親族関係 については、 この限 りでない。

第817条 の10次 の各号のいずれにも該当す る場合において、養子の利益のため

特に必要があると認めるときは、家庭裁判所は、養子、実父母又は検察官の請
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求 によ り、特別養子縁組の当事者を離縁 させ ることができる。

一 養親 による虐待、悪意の遺棄その他養子 の利益 を著 しく害す る事 由がある こ

と。

二 実父母が相当の監護 をす ることができること。

離縁 は、前項 の規定 による場合のほか、 これをすることができな い。

第817条 の11養 子 と実父母及びその血族 との問においては、離縁 の日から、特別

養子縁組 によつて終了した親族関係と同一の親族関係 を生ずる。

新設 された特別養子制度は、 「子 どもの福祉」 という目的をどの程度実現するもので、

1959年 構想や実子特例法 とはどのような関係をもつのだろうか。各条項について検討 し

て いく。第817条 の2は 、特別養子縁組の成立の方式 を規定 している。それ までの養子

縁組は届出方式の契約型が採 られていたが、特別養子は家庭裁判所による審判型の縁組 と

な り、公的介入が積極的に行われ るよ うになった。 これ は、80年 代に米倉 らが提案 した

方式であり、また1950年 代 の比較法学者が論及 していた未成年養子縁組 に対する公的機

関の積極的な介入を実現す るものとなった。

第817条 の3は 、特別養子縁組は夫婦が ともに養親 とな る場合にのみ許されることを

定めてお り、その根拠は、子 の福祉 を図るという特別養子制度の目的及び実親との親子 関

係 の終 了や離縁 の原則的禁止等の効果に鑑みて、養親 となる者が夫婦であることが望 まし

いというものであった。独身者 による未成年養子縁組を認める外国の立法例 に対 しては、

日本では従来の普通養子縁組の利用が可能であるとしてその代替が示された。

第817条 の4は 養親 となる者の年齢を原則25歳 以上に定め、第817条 の5は 養子 と

なる者の年齢を原則6歳 未満 に定めた規定である。養親の最高年齢については家裁 によ

る個別の判断に委ね られ、養子 となる者が成人に達す るまで十分に監護養育できないと認

め られ、当該縁組が子の利益 のために特に必要があるといえない場合、その成立は許可さ

れないとした。また、養子の年齢制限に関 しては、同制度は養親子間に実親子関係同様の

関係 を形成す ることを目的とすることか ら、幼少期からの監護養育 を必須 とした結果であ

る。社会 的な分別の生 じる就学以降は実親子関係 の断絶が妥当でない場合 も少な くな く、

また養子 となる者の地位は早期に確定することが望 ましいな どの理 由か ら制限は6歳 未

満 と決め られた。養親の年齢の制限は米倉が提案 した もので、それが考慮されたことは子

の福祉の観点か ら評価 され るが、養子の年齢制限に関しては児童福祉制度 として消極 的と

いえる。1956年 構想で養子 となる者の年齢 は6歳 未満 とされてお り、中川私案では15

歳未満 に引き上げ られ、さらに菊 田(1986)や 米倉 はすべての未成年者が対象とすべき

として いたが、結局1956年 案か ら変更 されなかった。

第817条 の6は 、父母の同意の必要性 を定めた ものであるが、同意時期の制限がな さ

れていないことにくわえ、同意撤回 も縁組成立の審判が確定するまでの任意の時期 に可能
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である。同意時期制限がないことは産後の実母の精神状態 に配慮 していないことを示 し、

また同意撤回制限を設 けないことは、養親の立場 を不安定にさせ、子の利益の追求を妨げ

る要因ともなる可能性 を十分に考慮していない。さらに、親権 または監護権 を有 しない父

母であって も同意権が認め られている反面、本条の但書では子の要保護性 と同意不要事 由

の関係が明確でないために、同意拒否が生じやす い。本条項は、子 どもの福祉 という観点

か ら熟慮されてお らず、 もっぱ ら父母の権利の保護 を目的にした ものといえる 。

第817条 の7は 、縁組の必要性を定めた もので、特別養子縁組は前条までの客観的要

件を満た し、同制度の目的に適合するとともに、そ の効果 にふ さわ しい事情 のある場合で

なければ、成立させてはならないとの趣旨を明 らかに している。これは改正法が特別養子

制度の目的を定めた独立の規定を置いていないために、それを明 らかに したものである。

特別養子制度が 「子のための養子」、児童福祉型の養子制度 と表現 され る根拠が本条であ

る。

第817条 の8は 、特別養子縁組の成立には養親 による6箇 月以上の試験養育を義務付

けた。これは、養親の適格性 と養親子の和合可能性等を糊断するためのものであ り、親族

養子を前提 にしてお らず、 とくに子 どもの福祉 とい う観点か ら設け られた。

第817条 の9は 、縁組の効果に関するもので、養子 と実方の父母及びその血族 との親

族関係が終了す る。この 「断絶型」という効果 と先の 「審判型」 の成立方式の二つの特徴

を以って、特別養子制度は諸外国の養子法 と同類 とみな されている。なお、戸籍 の記載方

法 は戸籍法等によって定め られてお り、父母欄には養父母の氏名のみが記載 され、続柄は

実子同様 「長男」 「長女」のよ うに記載 され、縁組事項 は養親の身分事項欄 には記載 され

ず、養子の身分事項欄 のみに 「○年○ 月○ 日民法八十七条の二 による裁判確定同月○ 日父

母届出○市○町○番地甲野英助戸籍か ら入籍」のよ うに記載 される こととなった 。縁組

前の戸籍か ら特別養子 を筆頭者 とす る単独戸籍を新規編成 したのちに養父母 の戸籍 に入

籍す るので、「甲野英助」 とは養子本人である。出 自を知 る権利の保障や近親婚 の防止に

ついては、特別養子はこの記載 をもとに自己の単独戸籍(除 籍)を 検索 し、さ らにそれ

か ら縁組前の戸籍 を検索す ることができることになった。この規定は、養親子の心理的安

定の確保 と養子の知る権利 の保障の両方を備え、子 の福祉 に貢献す るもの として、その意

図が理解 されている。 しか し、 この記載方法は、59年 構想以来問題にされ続 けた虚偽の

届出の背後にあるとい う養親の実子記載願望 と、それに対す る根強い反発の根拠 となって

いた戸籍制度の信頼性の維持 とのあいだで調整 された ものであった。

第817条 の10と11は 、特別養子縁組の離縁 とその効果について定めているが、養親

による離縁は禁止されてお り、また実父母による相当の監護 を離縁の要件 とす ることで離

縁の成立を厳 しく制限 し、離縁成立後 には実方 との親族関係が復活す ることとなる。離縁

の原則禁止は、1959年 の構想段階では実子 との相続争いにおける養子の利益保護を 目的

とされていたが、ここでは子 どもの健全な成育 という意味での子 の福祉を最大限に考慮 し
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たものへ変化 している。

3-2残 された課題

新制度の名称 には 「実子特例法」ではな く 「特別養子」が用い られ、法務省は制度創

設 に関する発表 において菊田の実子特例法 にはふれなか った。法務省民事局参事官(当 時)

の細川(1987)は 菊田医師事件について、59年 の特別養子構想の背景 となった虚偽の出

生届 の慣行の近年 における一例 として言及 している31。特別養子法の立法は、菊田事件に

よって誘起 され ものではなく、あ くまで1959年 以来の留保事項を引き継 ぐもので あり、

法務省の主導のもとに進展 してきたとされた。そ して実際に新制度が1959年 の立案以来

構想 し、制度化したことは実親子関係の終 了と養親子の戸籍記載の変更、離縁の制限であ

った。新制度は、その名称だけでな く内容において も、実子特例法 と一線 を画 して いた。

すなわち、 「実母のプライバ シー保護」 と 「専門の養子仲介機関の設置」は新制度では採

用されなかった。

この2つ のうち、多 くの専門家や活動家を落胆 させたのは、新制度 における養子斡 旋

に関する消極性であった。新制度はあくまでも 「専 ら子の利益を図るための制度」とされ

なが ら、一方で養子縁組斡旋の専門機関は設置されず、児童福祉機関の事前関与も申立て

の法律上の要件にされなかった。特別養子縁組の 「申立ての前に児童の福祉 について専門

的な能 力を有する社会福祉機関の助言、判定、斡旋を経ていることが望ま しい」とされた

が、 「縁組の相当性 という実態的司法判断を行政機関または民間の裁量判断によって制限

する ことは妥当でないこと、縁組 に関する当事者の実体法上及び手続法上の権利がそのよ

うな機関の判断によって左右 され ることは妥当でな く、また不当な取扱について も適切な

救済方法がないこと」(細 川1987:63)な ど考慮されて社会福祉機関の事前関与は要件

とな らなか った。

専門の斡旋機関をあ らたに設置 しなかったことにつ いては、その業務は従来の児童相

談所 の普通養子縁組 にかかわる業務内容 と同様であ り、また十分な人的、物的資源を備え

ていれば民間団体 によっても適正に行 うことができる性質の業務であるため とされた。児

童相談所 の普通養子縁組への関与は、それまで厚生省事務次官の都道府県知事宛通知によ

ってその手続き準則が定め られていたが、特別養子制度の新設 にともなって従来の通知が

見直 された。児童相談所長は要保護児童対策の一環 として、保護に欠ける児童が適当な養

親を見 出 し、適切な養子縁組 を結べるよ う努めることi養 子縁組 を希望する者、その対象

児童 につき必要な調査 を行 い、適当と認めるときは、養子縁組の斡旋等必要な指導を行 う

こと、そ して家庭裁判所か ら調査等を依頼された場合にお いて児童福祉の観点から必要と

認め られ るときには協力を行 うこと等が定められた。

専門機関を設置 しなかったことは、特別養子縁組 を積極的に児童福祉 に活用、普及す

るという行政の意図が欠けていた ことを示 し、児童福祉機関の事前関与 を要件にしなかっ

124



た ことは、不適切な金銭の授受を伴 う縁組や適 当でない斡旋者や団体の斡旋活動を防止す

る対策が講 じられて いないことになる。専門機関の設置や斡旋に関する規制は 「子の利益

を図るための制度」として必須であったが、養子縁組の斡旋に関 しては中間試案 よ り後退

して しまうかたちになった。

実母の戸籍特別措置を新制度 に組み込まなかったことについては、細川が以下のよう

に説明 している32。

特別養子制度は専 ら子 の利益 を図るための制度であるか ら、特別養子制度の導入

によって、戸籍制度上実方の父母のプライバシーを保護するための新たな措置を講 じ

る必然性はな い。戸籍 には、離婚を した こと、非嫡出子であること等他人に秘匿した

い事実が記載されている場合があるが、戸籍法はそのよ うな事実がみだ りに公 開され

ることを防止するため、不当な 目的 による他人の戸籍の謄抄本の請求 を禁 じている

(戸籍10)。 子を特別養子 とした父母についてのみ、右の一般 的な保護を超えて更 に

特別の措置 を講 じることは、戸籍制度上不 当な不均衡をもた らす。かえって、そのよ

うな措置を講 じると、子があったことを第三者に隠蔽するために特別養子制度が乱用

され ることも考え られ る。

未婚 の母の子が特別養子 となった場合、当該母 の戸籍上そ の子が出生 した事実 を

記載 しないこととして、これ により望 まれない子が堕胎されるのを防止すべきで ある

との意見があったが、右 のよ うな考慮か ら、相当でないと考え られた。また、未婚 の

母 の戸籍 に子 の出生の事実を記載 しない こととすれば、不当な堕胎を防止できると考

え られ ることは、社会的事実に裏付けられない皮相な判断 と言えよう(細 川1990:

125)o

新制度に対 して、菊田は 「特別養子制度の積み残 した課題」 と して失望 を隠 さなかっ

た。菊 田は 「今回の特別養子制度は実母の戸籍 に出産(縁 組)記 録を記載することを義務

づ けている。これでは 「出産を隠す」ことを強 く求める実母は特別養子制度 を避け、再び

虚偽の嫡出届縁組 を選ぶであろう。それが得 られない場合は嬰児殺 を選ぶであろう。今回

の特別養子制度は養子法改正 に際 し、法務省が養子制度 による嬰(胎)児 殺 防止問題に触

れる ことを回避 したことにつ いては、後世の批判を免れ ることはできない」と糾弾 した(菊

田1987:62)。

実母の戸籍 の特別措置 については、中川や湯沢がその必要性を認めたが、立法過程で

多 くの法学者、立案者が論外 とした。特別養子制度の成立後、米倉(1987>は 、実母 の

戸籍特別措置は将来的に未成年者や性犯罪被害者に適用の必要があると示唆 したが、未婚

母一般を対象 とすることに関 してはなお調査、検討を要す るとコメ ン トした。福祉の分野

か らは児童福祉司の鈴木政夫が、思わぬ妊娠を した女性への支援 は戸籍 の問題ではなく、
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社会福祉の機能に期待 され るべきという見解を示 した。鈴木は、子 どもの出自を知る権利

を実母が もつ戸籍特別措置 の希望に優先させ、 「妊娠 に到 る経過の中で、他の道を選択で

きる可能性があった場合に、「未婚 の母 として戸籍 をよごした くない」」という希望をその

まま社会的制度 として いいか どうかは疑問」であると述べ、また戸籍の特別措置は実母の

「混乱 した精神状態下での即 自的願望」(鈴 木1987:66)と 解釈 し斥けた。

菊 田は実子特例法の私案のなかで、実母の出産事実が記載 された出生証明書の保管 と

養親の名が記載 された出生届の受理という 「入籍前の養子縁組」が認め られ るよう求めて

いた。 この 「入籍前の養子縁組」を支持 した法学者に、山本正憲33が いた。山本は 「養子

のルーツ探 しという避 けて通れな い厄介な問題は、戸籍にではなく、出生届、殊に出生証

明書にしかるべき記載 をすることにしておけばよい」(山 本1986:47)と 言明 した。実

母のプライバシー保護 を論点 として注 目しつつ も懐疑的あるいは慎重な見解が多くみ ら

れたなかで、山本は菊田の立場にもっとも近 い法学者であった。山本のいうよ うに、子 ど

もが出自を知 りたい際の実母の情報が戸籍で公示されている必要はな く、出生証明書の保

管で十分であった。当時でも出生証明書の添付された届出は、受理後27年 間保存 されて

お り(戸 籍法施行規則49条2項)、 必要であれ ばこれの期間を伸長す るだ けでよかった。

しか し、このような案は技術的に可能にもかかわ らず、立法過程で検討されることはなか

った。

菊田医師が再三指摘 してきたように、新制度の設計では、虚偽の出生届の問題 と子捨

て ・子殺 しの問題の両方 のは じまりに、出産 ・縁組 の事実を戸籍 によって公示 されない こ

とを望む実母の存在があることが見落とされている。そ もそ も1959年 の特別養子法案 は、

虚偽の出生届による法律関係の矛盾解消 という 「戸籍の信頼性」に力点をお くため、実母

の出産 ・縁組の戸籍への記載は必須だった といえる。そ して1970～80年 代 に入って も、

養子縁組 をした実母、すなわ ち出産と養育 を切 り離 した選択 をした女性たちが、現実 に生

きてい くための配慮の重要性はなかなか認識 されなかった。そ して成立 した新制度は、実

親子関係の終了や離縁の制限、戸籍の実子記載 を定め、養子の福利 と養親の要望に主眼を

置いて設計された制度であ り、虚偽の出生届や子捨て ・子殺 しの問題に有効な仕組み を備

えて いな い。特別養子制度は、一方で養親子関係の安定 を実現 したが、他方では日本の古

い慣行の本質を誤解 した うえに、立法化の決定的な契機をもた らした当事者 らの要請 を無

視 して成立 していた。

1987年 の特別養子制度成立においては、新 しい養子制度への期待と、この制度の 目的

と構造の三っが一致 しない状態で、特別養子制度が成立 して しまったといえる。特別養子

制度は児童福祉を目的に掲 げているが、虚偽の出生届の抑制を目的に設計された59年 案

を雛型にしていた。その結果、子 どもの養育だけでな く生命 を含めた児童福祉および女性

福祉をその射程に入れた養子制度 とはいえない設計になっている。現在の養子制度研究で

は、特別養子制度は里親制度 とな らぶ児童福祉制度 として位置づけ られている。この外国

126



法研究が育てた、特別養子制度が児童福祉の制度であるという認識は、制度設計の内実 と

はね じれたまま今 日まで続 いている。

1990年 代以降の特別養子をめぐる研究は、欧米の児童福祉的養子制度 との比較制度研

究が 中心で、専門斡旋機関の設置や国際養子縁組についての法規 の必要性などが現在 の重

要な論点 に挙 げられている。近年では菊池(1998)が 特別養子制度と戸籍制度の問題を

取 り上げ、実母が出生届出を拒むために施設養護児童が無戸籍 とな り養子縁組が困難なケ

ースがあると言及 している。現在は、 「養子 と里親を考える会」 のプロジェク トが議論を

担ってお り、湯沢雍彦 ら(2001,2007)に よる報告が続け られて いる。また、鈴木博人(1998,

2012,2014)が 父母 の同意問題な どの特別養子縁組 をめぐる課題 を論 じ、児童福祉的養

子制度 としての徹底を図っている。さ らに、近年 の熊本慈恵病院の 「こうのとりのゆ りか

ご」の取 り組みや、奥田安弘 ら(2012)の 養子縁組斡旋に関する立法試案 を受 けて、2014

年度か ら妊娠相談事業や養子縁組支援の制定に向け、厚生労働科学研究費による調査研究

プロジェク ト(代 表 ・林浩康)が 始動 している。今後の養子縁組 関連立法の動向が注 目さ

れる。
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終章

1.養 子縁組の前近代性と反近代性

かつて 日本では、子 どもが生まれ ると、親にかぎ らず育て られる人間がその子どもを育

てるということが広 く行われていた。生んだ女性が子 どもの養育を引き受けることができ

ない場合は、養親の子 どもとして育て られた。子どもの養育をめぐる 「公(お 竜)てむき)」

と 「私(な いしよ)」 は、父母の婚姻関係や父子関係の有無によるものではな く、育てる

人間がその子 どもの親であると公言できるか否かであった。

それが、明治初年 の戸籍制の開始 によって、戸籍に載 りにくい「私生子(な いしやうご)」

の存在を国家が把握 ・管理す るところとな り、民法が施行 された後は、私生子の母による

扶養、私生子の出生届、私生子の養子縁組届が義務化されていった。子 どもは育つ環境で

はなく、その生まれ方 によって 「私生」と厳格に分類 されるよ うになり、女性が生んだ子

どもの養育を 「公」とも 「私」ともつかない状況で他者に委ねることは、法 の外の行為 と

なった。

明治期には堕胎、嬰児殺の取 り締ま りにっづきi貰 い子 ・里子 となった私生子の養育料

目当ての殺害の防止が政策課題 となる。しか し、親が養育できない乳児はきわめて脆弱な

存在であ り、最も保護が必要な存在であったにもかかわ らず、その後の児童虐待防止法な

どの児童保護立法か ら 「養児保護」は抜け落ちていった(第1章)。

なぜな ら、私生子の母 による扶養の義務が権利に成長 しつつあった社会事業拡充期 にあ

って、貰い子 ・里子の保護は次善 にすぎな くなっていたか らである。この時期の母性の規

範化は 「母子」という単位 の標準化を決定的にし、女性が子 どもの養育を他者に委ね るこ

とは、近代的な母性規範か ら逸脱 し、社会事業に包摂できない行為 となった。国家的な母

性規範を形成 して維持するため、戦前の児童扶助法や母子扶助法では私生子 を産み育てる

女性 をつねに逸脱 した存在 とみなす必要があった一方で、戦時体制 にお いては出征 した男

性の子を未婚のまま生んだ女性とその私生子の保護が 目指 された(第2章)。

こうした戦前の社会事業、戦時厚生事業の限界を越えて、親が養育できない乳児を保護

したのは産婆であった。近代産婆 は、女性が子 どもを 「公」とも 「私」ともつかない状況

で他者に委ねることを引き受 けたのである。近代的教育を受けてなお産婆は、前近代 的な

習俗を引き継 ぐ貴重な存在 であり、乳児にかかわる社会事業の中核 と周縁の両方の担 い手

であった。そ して、それが失われるのは、戦後の児童福祉法 と優生保護法の成立によって

で ある。産婆制度の解体の後、児童福祉が親が養育できない乳児の受け皿 とな り、そ して、

優生保護法による人工妊娠中絶 も女性に対 して行われるよ うになった(第3章)。

同時に戦後の民法改正で、家にかわって夫婦が戸籍の基本単位にな り、それ までの 「私

生」は 「非嫡出」として、むしろより差別的に位置づけられた。さらに、出生届に添付す
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る出生証明書の作成が産婆や医師 に義務づけ られ、未成年者の養子縁組には裁判所 の許ar

が必要 となった。s藁 の上か らの養子」でな され る虚偽の出生届、届出のない養子縁組は

「無効」か ら 「違法」にな り、児童福祉 という観点か ら淘汰 されていく。この私生子 をめ

ぐる違法な養子慣習が引き起 こす相続紛争な どの法秩序の混乱を正すた めに考案 された

のが、 「特別養子」であった(第4章)。

里親制度 もまた、産婆による私生子保護を引き継 ぐものにはな らなかった。戦後の児童

福祉の主要課題は学齢児の保護 ・教育であ り、里親制度の使命は少年犯罪の予防、人身売

買の撲滅 と児童労働 との決別であった。一方、乳児 には占領軍の援助物資 と調整粉乳の開

発によって人工栄養が急速に普及 し、出産女性が養育できない場合も乳母 を探す必要はな

く乳児院で育て られた。戦後には じまった乳児院制度の確立は、施設養育の技術を家庭養

育の水準に高めることと同義であ り、乳児院は養子縁組や里親委託 と対置され、児童福祉

体制として協同関係を築くことができなかった。

戦後の児童福祉が乳児の生命保護に新たな転機 をもた らしたとすれば、それは未熟児の

養育医療である。未熟児の養育医療の開始によって、弱 く生まれた子 どもも病院で生かさ

れるようにな り、やがて産科医療、小児科医療において、いかな る出生児 も死なせてはな

らないという倫理観が芽生えはじめた。日本における間引き慣習の終焉を告げるとすれ ば、

このときである。未熟児に対する積極的な保護の正当化と、母体外 で生存可能な胎児の後

期中絶の容認をめ ぐって倫理的葛藤が強調 されていった(第5章 〉。

そうして、後期 中絶の名の下に行われていた医療現場における生存児の殺害が、産婦人

科医 ・菊田昇によって告発 されたのである。これ によって、未熟児の保護 と後期胎児の殺

害 という倫理的な相克が浮き彫 りにな り、菊田医師事件は医療における生命倫理にかかわ

る問題を提起 して、性や生殖に関する近代的規範を問い直 した。菊田は出産す る女性の戸

籍上のプライバ シー保護な どを備えた新 しい養子制度を求め、多 くの市民と政治家が未婚

母 とその子 どものための養子縁組を支持 した。しか し、優生保護法改正 問題の影響下、中

絶規制強化 をめぐる論争に巻 き込まれるかたちで、菊田の運動 は失速 した。堕胎が女性の

「産 まない自由」な らば、養子縁組は 「産む 自由」であったが、これ らはどちらも日本 の

女性が直面 した生殖の 自由の限界であった(第6章)。

菊田医師事件 を受けて、特別養子の新設に関する法制審議会の審議が再開 し、1987年

に特別養子制度が成立 した。しかし、特別養子 はそもそ も民法学者が養親 による虚偽の出

生届 という違法行為の抑制 を目的に1959年 に考案 していたものであ り、この民法学にお

ける長年の構想が、菊田を支持 した諸運動に応えるかたちで立法化 された。その立法過程

で、民法学者は児童福祉の観点を新た に導入 したが、特別養子制度の対象を施設に収容さ

れている児童に限定 し、婚外妊娠の胎児 ・出生児の生命保護 を求 める菊田の主張を斥けた

(第7章)。

序章で述べたよ うな2000年 代以降の養子縁組の実践 と研究の動向は、特別養子制度の

129



立法過程で残された課題に取 り組むものである。しか し、まずは問題の本質を見極めた上

で、何 をどのよ うな手立てで変革す るのか考えなけれ ばな らない。

「藁の上か らの養子」は、出産事実を公的に記録せず、血縁関係を法的に把握 させない、

前近代的な養子縁組の形態 といえる。こうした非公式な養子縁組は日本の近代法 と相容れ

ず、戦前においては無効 とされ、戦後か ら違法となった。民法や戸籍制に依拠 しない 「藁

の上か らの養子」による乳児の生命保護 は、社会事業の周縁で産婆によって試み られたが、

戦後の児童福祉法には引き継がれなかった。

そ うして、いったん駆逐 された前近代的な養子制度が、1970年 代 になって一人の産科

婦 人科医による闘争 として再び表れた とき、その前近性は 「反近代性」というべき破壊力

を帯びていたのではないか。出産事実や血縁関係が公 に保証されないということは、近代

的に成熟 した社会 にお いては許容できるものではなかった。それゆえに、日本の近代社会

の枠組みを造って きた民法や、その規範を理念化 した児童福祉は、菊田の実子特例法 を正

当な もの と認めなかった。近代 日本の養子制度は、養子縁組 という営みが内包する反近代

性 をいかに、そ してどこまで引き受けることができるのか、っね に試 されてきたのである。

2.養 子制度研究の学際性と歴史観

明治以降の日本の法制度や 医療技術が、いかに子 どもの出生と養育をめぐる環境 を構築

し、変容させたのか。この問いへの取 り組みは、婚外子 として生まれた乳児の生と死に焦

点を当て、生存保障としての養子制度に関す る歴史を記述する ことで、その一面を描き出

す ことができた。本論文は、法律 ・福祉 ・医療 という相互に関連 し合 う事象が織 りなす近

代史 を、「乳児の養子縁組」を軸に切 り出した ものである。 したがって、乳児の生命保護

にかかわる様々な出来事をみてきたが、その内容は 日本の養子縁組の近代化の歴史 として

捉え直す ことができる。

乳児は多分に生物学的な存在であ り、その養育は身体的な ものと深 くかかわる。「母乳」

という言葉は、乳児の人工栄養の対語として生まれ 、明治期以降の 「母性」概念 と親和性

を もつ点で、近代的な意味合いを含む言葉である。沢山美果子(2011)に よれば、前近

代、乳の豊かな女性がわけへだてな く自他の赤子や捨て子 に乳を与えて いた頃、母乳は「女

の乳」あるいは 「入乳」 と呼ばれていた。女の乳は、今 日のように我が子だけに与える母

乳ではなかった。かつて乳飲み子の生命は、多くの人の乳 と手によって守 りつながれてい

たのである。こうした乳飲 み子の養育 をめぐるゆるやかなネッ トワークにうちに、乳児の

養子 ・貰い子 ・里子の慣習の基盤 もつ くられていたはずである。

近代の 日本社会 における婚外子差別の有無や程度に関 しては諸説 ある。しか し、た とえ

ば夜這いを研究 した民俗学者の森栗茂一は、関西 の都市近郊での聞き取 りを行い、興味深

い事実 を伝えている。森栗は、「私生児 もよくあることで、村では誰かが私生児をもらい
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うけて生活 していた。子供は個別家族の子ではな く、村の子であったから、家族のなかに、

一人 くらい、どこの子かわか らぬ子がいて も、それを問題にする風はなかった」と指摘 し、

こうした養育形態を 「人類 としては普通のこと」(森 栗1995:164)だ と述べている。

人類学者の原ひろ子によれば、ヘアー ・イ ンデ ィアンは 「自分で生んだ子 どもは、自分

で育てるのが当然だ」と考 えていな い。彼 らの親子 関係の根底には 「自分が生んだ り、育

てた りして いる子 どもでも、はじめか ら独立の人格 をもち、お となの側か らは どうにもな

らない守護霊とのつき合いで生きているのだ」(原1979:53-8)と いう認識がある。そ し

て、厳 しい生活環境で娯楽が限 られるなか、彼 らは日々成長する子 どもが大入に驚きや笑

いをもた らす ことを、この上な く貴重な ことと考えている。そ うして、生後間もない乳児

か ら12歳 くらいまでのいろいろな子 どもが養子 に出され、育て られているのである。

日本の養子制度の歴史において、本論文でいう前近代的な養子縁組 とは、家督相続や児

童労働によって特徴づけられる過去の他児養育ではない。生まれたばか りの子 どもの生命

を私的領域で他者が引き受ける 「藁の上か らの養子」である。一個 の生命を生んで育むこ

とが、法的な権利義務や経済的活動ではな く、子 どもの生存、存在その ものにかかわる生

み親・養子・養親のあいだの私 的な約束 となるよ うな養子縁組である。生に関する道徳的、

倫理的な約束を所与としてその核 にもつ人間の営みである。

現在の特別養子制度が、児童福祉思想 に基づ く近代的な養子制度 とす るな らば、それに

至 る過程で失われた養子縁組の 「前近代性」とは何なのか。これを探る ことが、近代 日本

の法制度や医療 ・技術が構築 し、変容 させた子 どもの出生 と養育をめ ぐる環境を知る手が

か りとなった。

3.婚 外子保護の今 日的意義

婚外子の生命保護 を担 う乳児の養子制度は、近代 日本の社会事業 と児童福祉の歴史 にお

いて どのように位置づけられるのか。この問いに答えることは、婚外子保護の今 日的意義

を示す ことになる。

近代法によって 「私生子」なる存在が生み出され、私生の乳児 は社会事業の周縁で、し

ば しば法によ らない方法で生きる道が用意 されていた。 しか し、戦後 の大改革によって、

「非嫡出子」となった私生子は嫡出概念をネガとして支える存在にな り、児童福祉体制の

構築 と並行 して婚外妊娠の多 くは中絶された。明治以降につ くられた法制度は婚外子が生

きにくい仕組みをつ くり、医療技術が婚外子の生まれにくい環境 に変えたのである。

しかし、医療の発達 によって未熟児をはじめとす る乳児の生命観が変化 した ことは、後

期中絶や嬰児殺 に対抗する倫理観を生み出す大きな転機 となった。かつて社会事業の周縁

で産婆が行 った婚外子保護を、今度は児童福祉の狭間で産婦人科医が追求 した。この こと

は、乳児を生かす という生命倫理が、法制度が形成する家族規範や、社会規範 にしば られ
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た児童福祉の射程 を越える原動力を持ちうるということを示 している。

婚外子 を孕む ことは性の規範に、その子を生む ことは生殖に関する規範に、その子を育

てることは家族規範に抵触 し、そ して、子 どもを手放すことは母性規範か らの逸脱 とな る。

今 日にいたるまで 日本で婚外子の養子縁組が児童福祉 と して制度化 されなかった という

事実は、法律、福祉、医療 によって支えられて幾重にも生成 ・循環 している近代 的規範を

乗 り越えることが、いかに困難な ことであったのかを示 して いる。近代社会 において最 も

特殊かつ脆弱な存在 の一つ といえる婚外子、その生命 を保護する取 り組みは、だか らこそ

今 日の日本の児童福祉のフロンティアなのである。

4.今 後の課題

今後の課題は、大き く三つ挙げられる。本論文は、明治 ・大正 ・昭和期にお ける婚外子

の生存保障 としての養子制度の歴史 を記述 した。 しか し、「婚外子」という子 どもの属性

に着 目した ことで 、親が養育できない嫡出子 の養育や、婚外出生以外の政治的 ・社会的背

景をもつ子 どもの養子縁組 の問題を十分に捉えることができなかった。本論文が射程 とし

たいずれの時期において も、貧困、障害、国籍、犯罪な ど様々な経緯 と背景をもって妊娠

中絶や養子縁組に至る女性 と子 どもたちがいた。本論文が取 りこぼした問題群 を、歴史的

文脈 において捉 える ことが第一の課題 として残されている。

第二に、1990年 代以降の養子制度をめ ぐる動向を捉 えることが課題である。1990年 代

以降は、国際養子縁組の問題化(朝 日新聞大阪社会部1995;高 倉2006)、 施設養護偏重

に対す る批判(津 崎2009;HumanRightsWatch,2014)、0歳 児の虐待問題 としての嬰

児殺の防止(日 本財団2013>が 、現在の養子縁組制度論の問題意識 を構成 して いる。 し

か し、今 日の養子縁組支援に関す る立法案の作成(奥 田ほか2012)や 、熊本慈恵病院の

「こうのと りのゆ りか ご」をめぐる論争(こ うのとりのゆ りか ご検証会議2010)は 未だ

帰結 をみてお らず、これ らの動向が本論文で記 した1980年 代までの乳児の養子制度史 と

いかに接合するのか について論ず る段階には至って いない。

近年では、床谷文雄が 「わ らの上か らの養子の事例に見 られるよ うに、わが 国では、生

後す ぐの子の引渡 しは習俗上古 くか ら存在す る。(中 略)母 が(父 も)分 娩後の養育意思

を全 く欠いて いる場合に、胎児養子の手続 きをすることで、出産後養父母が 自分 らの子 と

して出生届ができる制度を検 討する価値がある」(床 谷2009:52)と 説いている。床谷

のいう 「胎児養子」や熊本の 「こうの とりのゆ りか ご」など、近代的養子制度の枠組みを

越えた新たな システムの提案がいかに従来の諸規範を揺さぶるものなのか、歴史的な経緯

と現代的議論の構造のなかで明 らかにしていく必要がある。

第三に、近年 の配偶子提供、代理母出産 を含む生殖補助医療34をめ ぐる生命倫理の問題

が、すでに生殖 に関わる諸規 範を変容 させつつあることを、養子制度 との関係 にお いて理
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解す ることが課題 とな る。上杉富之(2014)は 、生殖医療がもた らす新たな親子 ・家族

の関係性を 「多元的親子関係」ととらえている。親子 をめ ぐる医療、法律、福祉はつねに

相互に関係 し合ってきたが、現代 にお いてはそ の複雑 さを増 し、学際的研究が積極的に展

開されている。卵子提供や代理出産 の問題は、本論文における歴史研究の文脈か らいえば

「ポス ト近代の養子問題」と表現できよ う。養子制度研究 の論点であった親子関係 の排他

性、多元性、匿名性は、現代の生殖医療で形成される家族 にお いても重要なテーマといえ

る。

以上、婚外子の養子縁組にとどまらな い養子問題の広が りを踏まえ、1990年 代以降の

養子制度の現代史を検 討する過程で、本論文が示 したような近代的な諸規範がいか に連続

し、また変容 しつつあるのか を捉えることが今後の課題である。
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註

1里 親制度は1947年 児童福祉法に基づき、保護者 のない児童または保護者の監護が不

適 当と認め られる児童 を、都道府県か らの委託をうけて里親が養育す る制度である。

里親 となることを希望する者は都道府県知事の認可を要 し、必要経費は都道府県が支

弁する。

2日 本の里親制度では、短期里親、養育里親、専門里親、養子縁組里親の4種 が設け ら

れている。序章の記述における 「養親候補」は、養子縁組里親 と里親登録を経ず に養

子縁組を行お うとする者 を指 し、単 に 哩 親」 と記 した場合は、養子縁組里親以外の

上記3種 の里親 を指す。

3そ のほかは、1～3ヵ 月未満が3例 、6～9ヶ 月未満が3例 、9ヵ 月以上が1例 、不詳

が1例 である。

4法 的母子関係の成立における分娩主義は、今 日では代理出産における母子関係をめ ぐ

って しばしば言及 され る。現在 の分娩 を基準 とする原則 については、判例 として1962

年4月27日 の最 高裁判決が示され る(三 枝2007)。

5徒 刑とは、旧刑法で重罪人を島に送って労役に服 させた刑である。

6明 治期の東京養育院の規則によれば、幼児が置き去 りにされた場合は 「迷児」 として

扱われ ることがあった。明治22年 に内務省が迷児 も棄児に準じて養育米を給与す るこ

とを指示 している(池 田 ・土井2000)。

7民 法制定以降も 「公生」 という用語 は統計、翻訳で使われている。

8村 上(1996)に よればi私 生子が庶子 となる認知比率は、明治期末には9%程 度であ

ったが、大正期末に50%を 超えた。届出のある婚外子のうち、2人 に1人 が庶子であ

る。

9た だ し、乳児死亡の扱 いにおける乳児死亡 と死産の混同や、死産の届出漏れがあった

ことが指摘される(斎 藤1987;村 越2004)。

10感 化法が制定 された1900(明 治33)年 に、 「救育所二在ル孤児ノ後見職務二関スル

件」(法 律第51号)が 公布 されている。

11平 塚 らいて うは事実婚 を選択 してお り、生まれた子 どもは二人 とも、らいてうが平塚

家か ら分家 してつ くった戸籍 に自分の私生子 と して入籍 させている。

12本 文中の 「産婆」 「助産婦」 という名称 については、社会的地位や職 務内容の変化に

鑑みて、戦前か ら1948年7月 の保健婦助産婦看護婦法の成立までは 「産婆」、同法の

成立以後は 「助産婦」を用 いる。なお、1947年5月 に産婆規則が助産婦規則 と改め ら

れた ことに伴 い、名称中の 「産婆」を 「助産婦」に改称 した各団体 の固有名、条例等

についてはそのまま引用す る。

13同 事件 を扱 う一般書 ・記事は、白浜(1978)、 玉川(1985)、 「寿産 院事件」(1988>、
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丸山(2010)な ど。

14伊 賀(2009)の 聞き取 り調査で、関西の都市部で1936年 に開業 した産婆が、戦時中

に経済的理 由等で子 どもを育て られない女性の出産 を介助 し、出生児を預かって養育

希望者に斡旋 していた と証言 している。なお、その場合 には出生届に育て親の名前を

記載 したとい う。

15白 井(2012)の 元助産婦への聞き取 り調査で、戦争中に女性が夫以外の男性や外国

人 との間に生んだ子 どもを産婆が産婆会館へ連れて行った ことが話されている。産 婆

会館 ではベ ッドに寝かされた乳児が並び、両親の名前、体重、性別 などが示 されてい

た。養育希望者は不妊夫婦な どで、性別や生年月 日を確認 してお金を払って子 どもを

引き取 る。 この元助産婦は当時の斡旋事業を 「そ ういう風 にね 、子 どもたちを大事に

取 り扱って。誰の子 どもであろうと」と肯定的に回顧 して いる。

16寿 産院事件は判決例 として残ってお らず、第一審および第二審 の判決文について も入

手できなかった。判決書を保管す る検察庁の記録事務担当者か ら、有名な事件ではあ

るが有期刑判決の保管期間の50年 を超えてお り、また関係者のプライバシーの保護の

必要性によ り公開は許可できな いとの回答を得た。第一審判決の概 要は高橋(1950>

を参照。

17木 村(2012)に よれば、1960年 代の高知県の駐在保健婦 は出産介助や臥産の指導 も

行 った。

1S日 本では養子縁組は孤児の救済を 目的 とした慈善的な もの も含めて古代か ら行われ

てお り、とくに中世か ら封建時代にかけて家の存続を目的 として発展 した とされる。

しか し、明治 ・大正期には、推定家督相続人とな り徴兵免除をうけるための 「兵隊養

子」、結婚な どのために一時的に有力者の養子 になって家格 を上げるための 「仮親養子」、

妾を養子 とする 「妾養子」、人身売買をカモフラージュし逃亡 を防ぐ 「芸娼妓養子」な

どが存在 していた(湯 沢編2001)。 戦後の家制度の廃止 にともない、養子制度をめ ぐ

る議論は家 の存続 とは別の角度か らも養子制度を論 じるようになった。 とくに徳川時

代おける 「一生不通養子」が取 り上げ られ、養子縁組 と人身売買との関係が人権問題

として指摘 された(西 村1948)。 一生不通養子 とは、親や兄がその子女弟妹 を他家へ

養子に出す際、親子兄弟の縁 を切 り、養親がその養子を どのよ うに待遇、処分 しよ う

と一切文句を言わないと確約す るものである 。養子縁組の契約が芸娼妓稼業の便宜の

ため にな された ことは広 く知 られて いたが、徳川時代 においては一生不通養子契約が

なされることが少な くなか った。石井良助(1950)は 一生不通養子が養親子の関係 を

密接 にす るために結ばれ ることもあった と報告 しているが、のちの特別養子 の議論で

は この一生不通養子の弊害が しば しば反対論 の根拠 となっている。ちなみにこれ らの

議論は、5章 で扱 う戦後 の里親制度 における人身売買、児童労働の問題化 とほぼ同時
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期であり、占領軍の影響下、 この時期の 「児童福祉」 は総 じて児童の人権問題が課題

であった。

19深 谷松男(1958)は 、「現代養子法 の動向」として、養子 に関する国連の二つの調査

報告書を紹介 して いる。国連の社会局が出版した"StudyonAdoptionofChildren:a

studyonthepracticeandproceduresrelatedtotheadoptionofchildren,1953"(以

下、"Study")と`℃omparativeAnalysisofAdoptionLaws,1956"(以 下、"Analysis")

で ある。 これ らの資料 は、国連の要請 によってジュネーブの国際児童福祉連盟 によっ

て集め られた もので、その資料収集 の対象となった国は、それぞれ異なる法体系およ

び文化社会的構造を反映するよ うに選択 された。 ヨー ロッパか ら8ヵ 国、北アメリカ

か らは米国の4州 とカナダの4州 、 ラテン ・アメリカか ら5力 国が選択 され、調査 は

20法 域に及んでいた 。"Analysis"の 序文では、東洋諸国の法を取 り扱わないことに

ついて、家族の機能の相違のゆえに 「この リポー トにおいて使用 されて いる如き意味

の養子縁組は、 これ らの地方 にはほとん ど存在 しな いか らである」(深 谷1958:216)

と説明 されて いる。深谷 は"Study"の 考察の項 目が 「今 日の養子 の特色一一児童の

社会的保護法として、行政法的 ・社会法的ファクターが多分に加味されている一一を

伺 うことができる」(深谷1958:216)と して注 目した。その項 目は、養子縁組の 目的、

養子媒介機関、養親家庭の調査、養子 となるべ き児童、縁組斡旋前の準備、試験期間、

養子の養親家族への同化、縁組の法的効果、取消 と離縁、縁組斡旋人の養成、啓蒙的

宣伝など18項 目にわたっていた。

20森 永 ヒ素 ミルク事件でおけるヒ素中毒の被害児は、1956年 の厚生省調べだけで も

12,131名 、 うち死亡児は130名 に上 る。

21東 京都民生局児童課 の同通知関連文書(1952年10月24日 民児収第806号)。

221951年 に東京国立第1病 院で も、乳児に致死性大腸菌を感染させる人体実験が行わ

れたとい う報告 もあるが(鈴 木2012)、 詳細は得 られなかった。

23こ の実験の他に、1952年4月 か ら1953年3月 までの間に、胸腺の研究のた めに乳

児の胸腔 に注射器で空気を入れて レン トゲ ン撮影を行っていた ことと、乳児の直腸に

大腸バルーンを入れて腸の運動を長時間観察 していた ことが明 らか になった。 これ ら

はいずれ も治療 目的ではなく、小川次郎院長の指揮の もとで相当多数の乳児 に対 して

実験 を行 っていた。

24乳 児室は、鍵 と立入禁止 の貼紙 によって関係者以外 の立 ち入 りが制限され、密室化 さ

されていた。実験に疑問を抱き、抗議行動を行 う看護婦は配置をかえ られた。 この乳

児室の隣にあった未熟児室に勤務 していた看護婦は、乳児室で 目にした実験中の女児

について、以下のよ うな証言を残 して いる。「鼻に通された二本の ビニール管 を 「ズウ

ズウ」いわせなが ら、浅 くせわ しい呼吸をす る。その顔は蒼白く鼻のあた りは心な し
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か灰色を帯びてさえみえる。落ち込んだ 目。げっそ りと肉のない頬。つ き出た顎。半

ば口をあけてする呼吸。乾いている唇。下痢のために脱水症状である。手足 を動かさ

ず、顔も動かさない。それ どころか、のぞきこむ私 に対 して、そ の瞳さえ も反応 しな

い。けれ ども、じっと見ていえるとそれは無抵抗、無反応ではなかった。私 に対 して

反応を示すゆと りも、泣き叫ぶ力もないのだ。すべてのエネルギーは、その内部に集

中され、不意 に与えられた変調に対 して必死で生きよ うとしていた」(清水1964:50)。

25記 事の内容は以下である。「同人権擁護課 の調べによると、乳児はひどく苦 しみ四十

度以上発熱 した場合があった。管をとお して乳糖 を強制的に入れるので、消化不良か

ら下痢や血便 を出 し、一 日で一〇〇グラム近 く体重が減った例 もある。また生れたと

き体重二 ・五キロに足 りぬ未熟児まで実験 したが、 これ には"危険だ"との反対意見が

内部 に出た とい う。/実 験はくc完全看護"と い う同病 院の方針か ら乳児の部屋 は外部と

まった く隔離され、保護者の立入は禁止 された。また乳児たちのなかには最初か ら実

験 に使 う目的で医師が乳児院の子をモグ リ入院させた こともあった。 このため保護者

のほとんどは子供が実験の対象 になって いた ことを知 らず、た またま看護婦た ちか ら

話をきいてあわてて子供を退院させた ことが二、三 あった程度。/い まのところ、 こ

の実験が直接原因で死んだ り、副作用があった りした事実はな いが、r完全看護はあく

までこの旨乳児 を健康 に育てあげることにあるはず。だか ら研究対象よ りも治療、看

護などに重点が置かれ るべ きで、 もし完全看護 を隠れ ミノに して、保護者に無断のま

ま実験が行われ るとした ら安心 して子供を預 けることができな い。相手が ものいえぬ

乳児であればなおさ らだ』と同医大のや り方を批判す る声 も出ている。」

26菊 田医師事件を扱った書籍にノンフィクション作家によるものがある。船越(1987)

は、特別養子制度の成立前、菊田医師事件 を中心に取材を行い、事実の全貌を浮かび

上が らせよ うとした。 出雲(1994)は 菊田の没後、菊田昇個人について取材 を行 い、

その苦闘の生涯 を描いた。

27こ の点 につ いてのちに菊田は、1980年 に 「人工中絶 を考える女子学生有志 の会」が

実施 した女子学生へのアンケー トを取 り上げている。アンケー トでは、未婚で妊娠 し

た場合 につ いて、実子特例法がある場合とない場合で 「中絶す る」という回答が44.6%

か ら33.8%に 減少、「養子に出す」という回答が52%か ら16%に 増加す る(菊 田1985:

44)0

28後 の 「日本母性保護産婦人科医会」、現在 の 「日本産婦人科医会」。

29菊 田の妻はク リスチャンであり、のちに菊田は1981年 のマザー ・テ レサ との個人会

談 をきっかけに、完全な中絶反対の立場 をとることを決意 した。辻岡健象が1983年

に結成 したカ トリックとプロテスタン トの有志 による養子縁組支援団体の 「小 さない

のちを守る会」の活動にも参加 した(辻 岡1993)。
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30中 川は実親の戸籍 の記載方法に関 して以下のよ うな私案 を追記 した。 「出生届につい

ては、まず現行法で処理する。すなわち嫡出でない子 については母が、嫡出子につい

ては父または母が、現行戸籍法にもとづき、出生証明を添附 して14日 以内に届け出る

(戸籍法49条 以下)。 その後、特別養子の審判が確定 したときは、その子の戸籍は除

籍 し、その除籍簿の閲覧や謄抄本の交付は厳 しく制限する(同21条 の2の 強化)。 な

お実親の届出があるときは、実親の戸籍は特別再編成 し、それには右の子の戸籍は除

いてその跡を残 さないようにする」(中 川1985:20)。 特別養子の戸籍も同様に、特別

再製の申請によって、特別再製 をした ことのみ示 して縁組の効果が残 らな い記載 に変

更できるという提案を した。

31こ うした当事者間で親子関係不存在確認の調停や訴訟になる例は、1980年 代で も毎

年2000件 程あるという(清 川1988)。

32引 用中で清川 は第三者へ の戸籍 の公開は制限されていると説明 して いるが、それは

「不当な目的」の場合であ り、たとえば 「訴訟 に使いたい」「相続にかかわる」などの

適当な理由をつけて 申請すれば公開 された。現在は、本人でない場合の謄抄本 の請求

には本人の委任状が義務付け られている。 しか し委任状 の書式は任意であ り、 この制

限 もまた有効 とはいえない。 また、実母の戸籍については従来通 り、出生届を した子

の名が載 り、縁組後はその子の名の欄 に斜線が入 る。 しか し、出産 ・縁組 の記録は本

籍を移 して転籍す ることによって子 の籍を抜 くことが可能であ り、知識があればその

仕組みを利用 して実母 は自己のプライバ シー を守 ることもできる。実際、養子縁組斡

旋者のなかには実母の転籍手続きまでをサー ビスに含めているものもあるという。

33山 本ははや くか ら養子と里子 を取 り上げ(山 本1952)、 また戦後広島で行われた原爆

孤児を対象に した 「モ ラル ・アダプシ ョン(moraladoption)」(山 本1956)を 研究す

るな ど、養子縁組 と児童福祉の交錯に注 目していた法学者であった。

34生 殖医療においては 「胚養子(embryoadoption)」 と呼ばれるものもある。胚養子

は、ある不妊治療患者 に対する生殖補助医療の際に生 じた移植予定のない受精胚、い

わゆる余剰胚を別の不妊治療患者がもらい受けて体 内に移植 して、自己の子 として妊

娠 ・出産 ・養育することである。高度な技術なくして実現 しなかった胚養子は、これ

までの養子 と代理母の問題に重要な示唆を与える実践 とな る。
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